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更生計画案の開示について  

 

当社の管財人（以下「管財人」といいます。）は、2026年９月９日付で公表しました「会

社更生手続における更生計画案の提出のお知らせ」、2026年９月10日付で公表しました「（開

示事項の経過）会社更生手続における更生計画案の閲覧等制限に係る裁判所決定のお知ら

せ」、2026年９月15日付で公表しました「更生計画案付議決定に関するお知らせ」及び2026

年９月30日付で公表しました「（開示事項の経過）会社更生手続における更生計画案の閲覧

等制限に係る裁判所決定のお知らせ」に記載のとおり、東京地方裁判所により2026年５月８

日に開始された当社の更生手続（東京地方裁判所令和８年（ミ）第４号。以下「本更生手続」

といいます。）において、会社更生法第184条第１項の規定に基づき、2026年９月９日付で、

東京地方裁判所に対し、更生計画案（その後の変更を含み、以下「本更生計画案」といいま

す。）を提出し、同月15日付で、会社更生法第189条第１項に基づき、同裁判所より本更生

計画案を決議に付する旨の決定がされ、また、法令遵守の観点から、管財人の申立てに基づ

き、同裁判所より、本更生計画案の閲覧若しくは謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付

又はその複製を請求することができる者を2026年10月５日まで管財人に限るとの決定がさ

れておりました。 

本日、当社は、本更生計画案に定める種類株式、普通株式及び新株予約権に係る有価証券

届出書を提出したことから、別添のとおり、本更生計画案を開示いたします。 

なお、本更生計画案に基づく更生計画（以下「本更生計画」といいます。）は、会社更生

法第196条第５項に基づき本更生計画案が可決され、同法第199条第１項又は同法第200条第

１項に基づき裁判所により認可の決定がなされた時に効力を生じるものですが、本更生計

画案に係る書面投票の投票期間は、2026年10月29日から2026年11月16日までと決定されて

おりますので、本日時点では、本更生計画案に対する投票は行われておらず、また、本更生
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計画案の可決、本更生計画の認可決定及び同決定の確定についてはいずれも発生しており

ません。 

以上のとおり、本更生計画案につきましては、現時点においては、更生計画としての効力

が生じているものではなく、また、本更生計画案の内容のとおりの効果が生ずるか否かは、

前述した諸手続の結果によって定まるものですが、株主をはじめとする利害関係人の皆様

及び一般投資家の皆様に対する適切な情報開示を進める観点から、管財人が東京地方裁判

所に対して提出した内容をそのまま開示するものです。 

以上 
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第１章 更生計画立案までの経緯 

第１節 更生手続開始に至った経緯 

 

第１ 更生会社の沿革 

更生会社は、昭和６３年４月に有限会社石田興業の建築資材取扱部門が独

立する形で東新産業株式会社として設立され（平成１２年４月に株式会社ト

ーシンに商号変更後、平成３０年８月に株式会社トーシンホールディングス

に商号変更）、平成２年に移動体通信機器販売事業を開始して以降、携帯電

話販売店舗の運営を拡大して成長を続け、平成１２年１０月、株式会社大阪

証券取引所ナスダックジャパン市場に株式を上場させた。 

その後、更生会社は、不動産賃貸事業及び不動産販売事業に進出し、名古

屋市内に高級賃貸マンションブランドである「さくらＨｉｌｌｓシリーズ」

を展開し、また複数の事業用賃貸ビルを開発・保有して事業を拡大してきた。 

さらに、更生会社は、平成１７年には子会社であるトーシンリゾート株式

会社（以下「ＴＳＲ」という。）の前身となるＴＯＫＹＯ Ｎｏｒｔｈ Ｈ

ｉｌｌｓカントリークラブ株式会社（平成１８年１月に「トーシンリゾート

株式会社」に商号変更）を設立し、ゴルフ場の運営管理を主とするリゾート

事業も行うようになり、事業領域を拡大していった。 

その後、平成２８年９月にトーシンコーポレーション株式会社（以下「Ｔ

ＳＣ」という。）を設立して更生会社が展開してきた不動産事業を一部移管

するとともに、平成３０年２月に株式会社トーシンモバイル（以下「ＴＳＭ」

といい、ＴＳＲ及びＴＳＣと総称して「子会社」という。）を設立して更生

会社が展開してきた移動体通信関連事業を移管し、同年５月、会社分割を用

いて持株会社体制へ移行した。 

以後、更生会社は、ＴＳＭが展開する移動体通信関連事業、ＴＳＣが展開

する不動産事業、ＴＳＲ及び株式会社伊良湖シーサイドゴルフ倶楽部（以下、

「ＩＳＧ」といい、子会社と総称して「子会社等」といい、更生会社と子会

社等を総称して「更生会社グループ」という。）が展開するリゾート事業の

統括・管理を行いつつ、自身も、不動産事業、ゴルフレッスン施設「ゴルフ

リークス」の運営、飲料水の販売等を展開してきた。 

現在、更生会社の発行株式は、株式会社東京証券取引所（以下「東証」と

いう。）のスタンダード市場に上場している。 
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第２ 更生会社及び更生会社グループの事業の内容 

１ 総論 

更生会社グループは、平成３０年に会社分割により更生会社をホールデ

ィング・カンパニーとする現在の持株会社体制に移行し、現在、更生会社

は、子会社等の営む事業を統括するほか、自らも不動産賃貸事業を展開し

ている。また、更生会社は、その他事業として、ゴルフ用品の販売及びゴ

ルフレッスン施設「ゴルフリークス」（名古屋市中区）の運営を行ってい

たが、同施設は令和８年７月末日をもって閉業した。 

 

２ 移動体通信関連事業 

移動体通信関連事業は、更生会社グループの祖業であり、現在、更生会

社の連結子会社であるＴＳＭにおいて、これを営んでいる。ＴＳＭは、各

キャリア（各通信事業者）から仕入れた移動体通信機器等を、直営店又は

代理店形態で運営する携帯電話販売店舗施設で新規・既存顧客に対して直

接販売する事業を中心に、各キャリアが提供する携帯電話サービス契約へ

の加入取次をはじめとする各種サービス変更手続の業務委託、販売代理店

への移動体通信機器の卸売及び携帯電話サービス契約への加入取次、各種

サービス変更手続の業務委託、法人・事務所向け営業及びサービス等を展

開している。本更生計画案作成日時点における店舗数は、ソフトバンクシ

ョップ２７店舗（直営店と代理店の合計）、ａｕショップ２３店舗（前同）

である。 

ＴＳＭにおける移動体通信関連事業は、更生会社グループの事業の中心

となっている。 

 

３ 不動産事業 

更生会社及び更生会社の連結子会社であるＴＳＣにおいて、高級賃貸マ

ンション「さくらＨｉｌｌｓシリーズ」等や事業用ビルを所有する不動産

賃貸業、及び、不動産販売事業を展開している。各社が所有する不動産及

び本更生計画案作成日時点における売却予定の有無（ただし、今後の変更

があり得る。）は以下のとおりである（※印の不動産は、更生債権等の弁

済のために必要が生じた場合に売却する。）。 

 

所有者 物件名 所在地 売却予定 

更生会社 

さくらHills Rokuban Platinum Residence 名古屋市熱田区 無 

さくらHills NISHIKI Platinum Residence 名古屋市中区 無 

TOSHIN SAKAE ビル 名古屋市中区 無 
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TOSHIN HONMACHIビル 名古屋市中区 有（※） 

さくら Hills NAGOYA WEST 名古屋市中川区 有 

TOSHIN.SAKURAビル 名古屋市中区 有 

さくらHills YAGOTO 名古屋市昭和区 有 

NAGOYA the TOWER （1室） 名古屋市中村区 有 

ザファインタワー久屋大通 （1室） 名古屋市中区 有 

ForestOne八事清水ヶ丘 （1室） 名古屋市瑞穂区 有 

栄3丁目貸店舗 名古屋市中区 有 

料亭蔦茂跡地 名古屋市中区 有 

南山駐車場 名古屋市昭和区 有 

りんくう駐車場 愛知県常滑市 有 

TSC さくらHills ARAKO 名古屋市中川区 有 

 

４ リゾート事業 

更生会社の連結子会社であるＴＳＲ及び連結孫会社であるＩＳＧにお

いて、ゴルフ場の運営管理事業、運営受託を対象とするゴルフ場の新規開

拓事業、及びゴルフ練習場の運営管理事業を展開している。各社の運営す

る施設は以下のとおりである。 

 

会社名 施設名 所在地 

TSR 

TOSHIN Golf Club Central Course 岐阜県加茂郡 

TOSHIN さくらHills Golf Club 岐阜県関市 

TOSHIN Princeville Golf Course 三重県津市 

リバーデールゴルフクラブ（ゴルフ練習場） 愛知県春日井市 

ISG 伊良湖シーサイドゴルフ倶楽部 愛知県田原市 

 

第３ 更生手続開始の申立てに至った経緯 

１ 会計不祥事と特別注意銘柄への指定に至る経緯と対応 

（１）２度にわたり発覚した会計不祥事と前代表取締役の辞任 

ア 第一事案 

令和６年１０月６日、更生会社の会計監査人であった監査法人東海会

計社（令和６年１０月６日当時すでに会計監査人を辞任済み）のホームペ

ージ宛に、ＴＳＭの移動体通信関連事業に関し、１年以上前から１億円以

上のキャッシュバック（注：携帯電話販売店舗において契約の誘引のため

に契約者に約束したキャッシュバックのこと）の未払金があり、決算担当

取締役（既に退任済み）がこれを知りながら意図的に隠ぺいしたこと等を
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指摘する趣旨のメールが送信された。これを契機に、更生会社において各

種調査を行ったところ、ＴＳＭの店舗において、更生会社が想定していた

以上のキャッシュバックの約束が行われていた可能性があること、当該

キャッシュバックの一部が契約者に対して未払いとなっていること、こ

れらの内容が決算上適切に反映されていない可能性があることを認識す

るに至った。これを受けて、更生会社は、第三者委員会を設置し、発覚し

た会計不祥事に係る事実関係、類似する事象の有無、会計不祥事が発生し

た要因等の調査を行った。 

当該第三者委員会による調査報告書は、令和７年２月１３日に更生会

社に提出された。同報告書においては、当時更生会社の代表取締役会長兼

社長であった石田信文（以下「信文」という。）が利益追求を推し進め、

強く指導した結果として、役員・従業員らにおける信文に対する従属的な

気質、日常的なプレッシャーが生じ、これらが、上記会計不祥事の各場面

において、個人あるいは組織としての適切な意思決定や行動選択に誤り

や躊躇を生じさせたという点で、上記会計不祥事の要因となったものと

考えられる旨が報告されている。 

更生会社においては、令和５年７月開催の定時株主総会以降、信文が単

独で代表取締役を務めていたが、上記調査報告書の指摘を受けて、代表取

締役同士が互いに牽制し合う体制とするため、令和７年７月開催の定時

株主総会において、石田雅文も代表取締役に就任し、代表取締役２名体制

となった。併せて石田雅文は、更生会社グループの各社の代表取締役にも

就任した。 

 

イ 第二事案 

令和７年４月３０日、更生会社の仮会計監査人（当時）であった有限責

任中部総合監査法人（令和７年６月３０日付で仮会計監査人を辞任）から

の指摘により、ＴＳＭの財務報告に関し、令和５年４月期から令和６年４

月期にかけて、主に移動体通信関連事業における二次代理店向けの代理

店精算において、財務報告用資料と実際の代理店精算用資料の２種類が

存在しており、かつ財務報告用資料において二次代理店向けの端末販売

等の売上高が過大に計上されており、その結果として帳簿上未回収とな

っている売掛金が存在している事実が判明した。これを受けて、更生会社

は、第三者委員会を新たに設置し、発覚した会計不祥事に係る事実関係、

類似する事象の有無、会計不祥事が発生した要因等の調査を行った。 

当該第三者委員会による調査報告書は、令和７年８月２９日に更生会

社に提出された。同報告書においては、上記会計不祥事や多数の類似事案
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に信文が直接関与したものではないとしても、このような事案を発生さ

せた根源的な原因は、更生会社グループの経営トップである信文におい

て、上場企業のトップとして要求される高度な倫理観、備えるべき誠実性

を欠いた姿勢・言動にあることを指摘せざるを得ないものとされており、

このような信文の姿勢・言動が、ガバナンスの機能不全等の根幹にあるも

のと考えられる旨が報告されている。 

上記調査報告書の指摘等を受けて、同年１０月２５日、信文は更生会社

の代表取締役及び取締役、並びに、更生会社グループ各社の代表取締役及

び取締役を辞任した。これにより、更生会社及び更生会社グループ各社の

代表取締役は石田雅文のみとなった。 

 

（２）会計不祥事の発覚後の状況 

ア 会計監査人の状況 

短期間のうちに二度にわたり発覚したこれらの会計不祥事（以下「本件

会計不祥事」という。）により、更生会社の会計監査人である監査法人ア

リア（令和７年７月２日付で仮会計監査人に就任後、同年７月２９日付で

会計監査人に就任）は、令和７年１０月３１日付けで、同年４月期有価証

券報告書及び令和２年４月期から令和７年４月期第３四半期までの過年

度有価証券報告書、過年度半期報告書、過年度四半期報告書及び過年度四

半期決算短信の連結財務諸表及び財務諸表等について監査意見を表明し

ない旨の監査報告書を提出した。 

その後、監査法人アリアは、監査意見の提出に向けて、信文が退任した

後の石田雅文を代表取締役とする体制下において、監査を進めてきたが、

下記２（１）記載の臨時株主総会の招集許可申立てがなされた後の令和８

年３月１０日、仮に、今後、当該招集許可申立てに係る臨時株主総会が開

催され、代表取締役である石田雅文の取締役の解任、及び、元会長である

信文の影響下にある人物の取締役への選任が決議され、その後の取締役

会で当該人物が代表取締役に選定された場合、現在進めている監査の前

提が崩れることから、監査契約の継続が困難となり、直ちに会計監査人を

退任する旨の意向を示していた。 

 

イ 金融機関 

更生会社グループは、本件会計不祥事により、取引金融機関との間の借

入契約のコベナンツに抵触し、令和７年８月以降、取引金融機関に対して、

元本の返済猶予を依頼する状況に陥った。その後も、バンクミーティング

による協議を継続してきたが（いわゆる純粋私的整理）、本更生手続開始
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申立日時点において、子会社の借入債務を含めた１４金融機関からの借

入金総額１４６億５１６４万９０００円（子会社の借入債務の連帯保証・

物上保証を含む。）のうち大部分について、期限の利益の付与を得られて

いない状態であり、既に弁済期が到来し、かつ経過した状態（いわゆる期

流れの状態）に陥った。 

 

（３）東証による特別注意銘柄の指定 

東証は、日本取引所自主規制法人（以下「自主規制法人」という。）の

審査結果に基づき、更生会社の状況について、元代表取締役会長である信

文の倫理観・誠実性の欠如などからガバナンスが機能不全に陥り、長期間

にわたり複数の不適切会計が行われた結果、投資者の投資判断に深刻な

影響を与える虚偽と認められる開示が行われ、また、投資者が適切な投資

判断を行うに当たっての前提となる有価証券報告書等の財務諸表等に添

付される監査報告書等の監査意見等が意見不表明等となったものであり、

内部管理体制等について改善の必要性が高いと判断し、令和７年１１月

２２日付けで、更生会社の株式を特別注意銘柄に指定した。 

これにより、更生会社については、特別注意銘柄の指定解除に向けて、

自主規制法人による内部管理体制等の審査が行われることとなり、その

審査にあたり、更生会社は、特別注意銘柄指定から６か月以内に、改善計

画・状況報告書 （以下「改善計画書」という。）を開示しなければなら

ないこととなった。なお、これが開示できない場合には、内部管理体制等

が適切に整備され、運用される見込みがなくなったとして上場廃止とな

るおそれがあることから、東証から監理銘柄への指定がなされるおそれ

があった。 

そこで、更生会社の代表取締役石田雅文（当時）を中心とする経営陣は、

令和７年１２月２３日に改善計画の策定方針を定めるとともに、改善計

画書のドラフトを策定するなどして、自主規制法人とやり取りを続けて

きた。 

 

２ 臨時株主総会の招集許可決定と上場廃止の回避及び更生手続開始の申立

てについて 

（１）臨時株主総会の招集許可決定 

上記１のような状況下において、更生会社の元代表取締役である信文

の資産管理会社である株式会社ジェット（以下「ジェット」という。）か

ら、令和７年１２月３０日及び令和８年１月１６日、会社法２９７条１項

に基づき、石田雅文の取締役解任と新たな取締役の選任を目的事項とす
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る臨時株主総会の招集請求がなされた。続いて、同年１月２３日、ジェッ

トは、名古屋地方裁判所に対し、株主による臨時株主総会の招集許可申立

てを行い、同年３月３１日、同庁より、同年５月１２日までの日を会日と

する臨時株主総会の招集許可決定（その後、ジェットの申立てにより、同

決定は同月２８日までの日を会日とする旨変更された。）がなされた。 

 

（２）上場廃止の可能性 

仮に、上記（１）記載の名古屋地方裁判所による臨時株主総会の招集許

可決定に基づいて臨時株主総会が開催され、石田雅文の解任と、ジェット

の指名する取締役の選任が可決された場合には、更生会社の取締役会に

おいてはジェットの影響力が及ぶ取締役が過半数を占めることとなるた

め代表取締役の交代が必至となるが、そうなった場合、石田雅文を代表取

締役とする経営体制下で進められてきた抜本的な経営改革が中断される

可能性が高く、同年５月の開示が要求されている改善計画書の作成も不

可能となることが想定された。また、上記１（２）ア記載のとおり、信文

の影響下にある取締役が更生会社の代表取締役に選定された場合には、

監査法人アリアが会計監査人を退任する意向を示しているところ、これ

が現実化すれば、更生会社において、期限までに会計監査人の意見が表明

された有価証券報告書を提出することは著しく困難となる。 

以上に示したように、改善計画の開示を行うことができず、また、会計

監査人の意見が表明された有価証券報告書を期限内に提出することがで

きない事態が現実化した場合には、特別注意銘柄の指定の解除を受ける

ことは絶望的となり、上場が廃止される蓋然性が極めて高いものと想定

された。 

 

（３）更生手続開始の申立て 

更生会社グループは、本件会計不祥事により、取引金融機関との間の借

入契約のコベナンツに抵触し、令和７年８月以降、取引金融機関に対して、

元本の返済猶予を依頼する状況に陥った。その後も、バンクミーティング

による協議を継続してきたが（いわゆる純粋私的整理）、本更生手続開始

申立日時点において、子会社の借入債務を含めた１４金融機関からの借

入金総額１４６億５１６４万９０００円（子会社の借入債務の連帯保証・

物上保証を含む。）のうち大部分について、期限の利益の付与を得られて

いない状態であり、既に弁済期が到来し、かつ経過した状態（いわゆる期

流れの状態）に陥った。そして、本更生手続開始申立日時点における更生

会社グループの手元資金やその他の流動資産によっては、上記の弁済期
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が到来している債務全額を直ちに弁済することができなかった。そのた

め、更生会社においては、本更生手続開始申立日時点において、少なくと

も、「支払不能」の状態となるおそれ、すなわち「破産手続開始の原因と

なる事実が生ずるおそれ」（会社更生法１７条１項１号、破産法１５条１

項・２条１１項）が認められた。 

また、上記（２）記載の事態が現実化するに至れば、適時に適切な会計

監査がなされない以上、更生会社が金融機関から今後の支援を引き出せ

る可能性は事実上消滅するものと想定され、ひいては、金融機関によって

債権者の立場において担保権の実行や更生手続開始の申立てなどの最終

手段が講じられる可能性が高まるものと想定された。 

本件会計不祥事を経ても、更生会社に所属する従業員は、現経営体制下

で会社を再建していこうと前向きに励んでいる者が大多数を占めるが、

以上のような状況に立ち至った場合には、それら従業員もいよいよ散逸

することとなり、事業価値がさらに毀損することとなりかねない。こうし

た展開は、取引債権者にも多大な損害を与えかねないほか、上記（２）で

述べた上場廃止により、多数の一般株主にも財産上の損害を与えかねな

いものであった。 

更生会社は、このような最悪の事態に発展することを回避し、現経営体

制下で進められている経営改革路線を継続し、金融機関の継続的な支援

を受けることにより経営を安定させ、更生会社をとりまく多数のステー

クホルダーの利益に資するべく、円滑な事業継続を図る必要があった。 

以上の経緯に照らし、更生会社は、更生手続開始の申立てをすることが、

「窮境にある株式会社について、更生計画の策定及びその遂行に関する

手続を定めること等により、債権者、株主その他の利害関係人の利害を適

切に調整し、もって当該株式会社の事業の維持更生を図る」という会社更

生法第１条所定の目的に適うものと判断し、本更生手続開始の申立てに

至った。 

 
第２節 更生手続開始決定後の経過 

 
第１ 管財人団の編成 
１ 更生会社は、令和８年５月８日午後４時、東京地方裁判所より、更生手続

開始決定を受け、同時に、更生会社の管財人として、令和８年５月８日時点

で更生会社の代表取締役であった石田雅文及び本更生手続開始の申立てに

おいて申立代理人を務めた弁護士粟田口太郎が選任された。なお、石田雅文

は事業家管財人、粟田口太郎は法律家管財人であるが、これは主な役割又は
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出自を示すものにとどまり、両管財人について会社更生法上の職務分掌の

定めはなされておらず、更生会社の事業経営権及び財産管理処分権の全体

が両管財人に帰属している。 
２ 管財人は、就任後、裁判所の許可を得て、法律家アドバイザーとして弁護

士法人アンダーソン・毛利・友常法律事務所と、会計アドバイザーとして株

式会社コンサルティング・モールと、それぞれ委任契約を締結し、法律上・

会計上の補助を受けている。 
 
第２ 更生手続開始後に管財人がとった主な措置 

１ 適時開示及び臨時報告書の提出 
管財人は、令和８年５月８日、更生会社が更生手続開始の申立てを行った

こと等について適時開示を行うとともに、更生会社が更生手続開始の申立

てを行ったことに関する臨時報告書の提出を行った。 
 

２ ＤＩＰファイナンス契約の締結 
管財人は、令和８年５月８日、裁判所の許可を受けて、株式会社三井住友

銀行スペシャライズドファイナンス部との間で、貸越限度額を７億円とす

る当座貸越契約を締結し、資金支援の体制を構築した。 
 

３ 関係者への協力依頼等 
管財人は、更生手続開始決定を受けたことから、金融機関、取引先等への

協力依頼を適宜行っており、マスコミ対応についても、積極的な情報開示を

行った。 
 

４ 商取引債務・リース債務の弁済 
管財人は、会社更生手続の円滑化を企図し、更生手続開始決定日より前の

原因に基づき発生した商取引債務等について、裁判所より、会社更生法４７

条５項後段による許可を取得した上で、当該許可に基づき、商取引債務等に

ついて、総額金６３９５万７０８１円（令和８年７月３１日現在）の支払を

実施した（別表１１（弁済した更生債権等一覧表））。 
また、管財人は、裁判所の許可を受けた上で、更生会社が事業活動を行う

ために必要不可欠な物件に係るリース契約等を締結している全てのリース

会社との間で、当該物件に係るリース債権等を共益債権とする内容の和解

契約を令和８年６月２３日までに締結し、約定弁済を継続している（別表１

２（共益債権支払実績及び未払残高表））。 
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５ 資産の売却 
（１）タワー・ザ・ファースト名古屋伏見 

更生会社が、愛知県名古屋市中区に所有していた、区分所有マンション

「タワー・ザ・ファースト名古屋伏見」の１室については、更生手続開始

決定前から売却を検討していたところ、更生手続開始決定後、買受希望者

が現れたことから、管財人は、裁判所の許可を取得した上で、令和８年６

月３０日、当該買受人との間で、上記不動産を１億７２５０万円で売却す

る旨の売買契約を締結し、同年７月２３日、当該物件を買受人に引き渡し、

約定の売買代金を受領した。 
 

（２）プラウドタワー栄 
更生会社が、愛知県名古屋市中区に所有していた、区分所有マンション

「プラウドタワー栄」の１室については、更生手続開始決定前から売却を

検討していたところ、更生手続開始決定後、買受希望者が現れたことから、

裁判所の許可を取得した上で、令和８年８月２２日、当該買受人との間で、

上記不動産を１億５０００万円で売却する旨の売買契約を締結した。管

財人は、当該売買契約に基づき、同年９月１７日に当該物件を買受人に引

き渡すことを予定している。 
 

６ 債権調査及び財産評定 
管財人は、会計アドバイザーである株式会社コンサルティング・モール所

属の泉範行公認会計士・税理士及び吉田圭太公認会計士の協力を得ながら、

更生会社における全財産の財産評定を行うとともに、債権の認否を行い、更

生計画案策定の基礎となるべき更生会社の資産負債を明らかにした。 

 

７ 特別注意銘柄解除プロジェクトチームの発足 

本章・第１節・第３・１（３）記載のとおり、更生会社の上場株式は、東

証により、令和７年１１月２２日付けで特別注意銘柄に指定されていると

ころ、特別注意銘柄に指定されている上場株券等の発行者である上場会社

は、特別注意銘柄への指定から１年後に内部管理体制確認書を提出し、内部

管理体制等が適切に整備され、運用されているか否かの審査を受けること

となり、その結果、内部管理体制等が適切に整備されていないと判断される

場合には、上場廃止となる。 
そこで、更生会社は、上記事由による上場廃止をできるかぎり阻止すべく、

管財人、更生会社の役職員、管財人の法律家アドバイザー及び会計アドバイ

ザー並びに従前より更生会社の会計支援・内部統制支援を担当してきた公
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認会計士チーム等から構成される特別注意銘柄解除プロジェクトチームを

発足し、当該チームが主導して、内部管理体制の改善を引き続き進めるとと

もに、内部管理体制確認書の作成を開始した。さらに、管財人は、特別注意

銘柄の指定を受けた上場企業に対する助言実績を有する株式会社ＫＰＭＧ 

Ｆｏｒｅｎｓｉｃ ＆ Ｒｉｓｋ Ａｄｖｉｓｏｒｙとの間で、内部管理

体制等の整備・運用に関するアドバイス業務を内容とする業務委託契約を

締結した上、同社を特別注意銘柄解除プロジェクトチームに参画させるこ

とにより、東証の審査に適う内部管理体制の構築を目指している。 

 

第３節 スポンサー選定手続の経緯等 

 

管財人は、更生会社の再建には、第三者割当増資の方法により信用力・資金力

のあるスポンサーによる支援を得ることが望ましいことから、以下のとおり、ス

ポンサー選定手続を行った。 

しかし、以下に述べるとおり、結論として、管財人が定めた期限までに、第三

者割当増資の方法による実現可能な提案はスポンサー候補者から示されなかっ

たことから、本更生計画案においては、自主再建を軸とする弁済計画を示すこと

とし、更生計画の履行段階において、改めて、スポンサーによる支援の可能性を

探求することとした。 

 

第１ フィナンシャル・アドバイザーの選定 

更生会社に対しては、更生手続開始決定を受けた当初から、複数のスポンサ

ー候補による支援の申入れがなされており、また、更生会社は、上場維持のた

め、特別注意銘柄の指定の解除を行うことが急務であったため、管財人として

は、迅速・効率的にスポンサー選定手続を進める必要性があった。そこで、複

数の候補者の中から、実績及び適性の観点から適任であり、提示された報酬額

に合理性が認められたＬＢＰ ＦＡＳ株式会社（以下「本ＦＡ」という。）を、

令和８年６月２６日付けの裁判所の許可を得て、フィナンシャル・アドバイザ

ーに選定した。 

 

第２ スポンサー選定過程と結果 

管財人は、本ＦＡの協力を得ながら、合計２８社に対して更生会社への支援

を打診し、このうち１２社から秘密保持誓約書の差入れを受けた。さらに、当

該１２社のうち６社からはクリーンチーム機密保持誓約書の差入れも受けた

ため、これら６社（以下「スポンサー候補」という。）に対して、資料を開示

し、各スポンサー候補において実施されたデュー・デリジェンスに対応した。 
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その結果、管財人が定めた期限までに、スポンサー候補各社からは、更生会

社グループの各事業（モバイル事業、リゾート事業、不動産事業）を個別に譲

り受ける等の意向が示されたが、更生会社グループ全体の再建が可能となる

と考えられる、実現可能な第三者割当増資の方法による提案を示すスポンサ

ー候補者は現れなかった。 

 

第４節 経営の状況 

 

第１ 資産・負債の状況 

１ 更生会社の更生手続開始決定日現在における資産・負債の状況は、別表１

－１（貸借対照表（帳簿価額）令和８年５月８日現在）記載のとおりであり、

会社更生法に基づく財産評定及び債権調査により修正された貸借対照表は、

別表１－２（貸借対照表（財産評定後）令和８年５月８日現在）記載のとお

りである。 

２ 更生会社の更生手続開始決定日現在の清算貸借対照表は、別表１－３（貸

借対照表（清算価値）令和８年５月８日現在）記載のとおりである。 

 

第２ 損益の状況 

更生会社の更生手続開始決定日の翌日から令和８年７月３１日現在にお

ける更生会社の損益の状況は、別表２（損益計算書（令和８年５月９日～令

和８年７月３１日））記載のとおりである。 

 

第３ 従業員の状況 

令和８年７月３１日現在の更生会社における従業員数は、以下のとおり

である。 

 

正社員 ２７名 

契約社員・アルバイト ９名 

合計 ３６名 
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第２章 更生計画の基本方針及び骨子 

第１節 更生計画の基本方針 

 

第１ 更生会社の再建における上場維持の重要性 

東証スタンダード上場企業である更生会社が上場を維持することは、更

生会社のみならず、更生会社グループ全体の事業の維持・向上に必要不可欠

である。 

更生会社は、上場企業として資本市場のみならず企業金融及び商取引上

の信用を維持しているものであり、更生会社が事業の更生を図るためには、

上場廃止を極力回避し、上場企業としての信用を維持する必要がある。仮に

上場が廃止されれば、更生会社、ひいては更生会社グループに対する信用の

低下を招き、事業価値は著しく毀損する。その結果、株主、金融債権者、商

取引債権者、従業員（労働債権者）、公租公課債権者等の利害関係人に多大

な影響を及ぼし、東海地区をはじめとした社会的な影響も大きい。とりわけ、

一般株主にとっては、甚大な影響を生ずる。 

すなわち、更生会社の上場が廃止された場合、更生会社の発行済普通株式

（上場株式）の経済的価値は大幅に下落・失墜し、一般株主の経済的利益は、

著しく毀損される。したがって、更生会社が上場を維持することは、一般株

主の経済的価値の維持にとって、重要な役割を果たすものであり、株主共同

の利益に資するものである。 

更生会社の上場株式は、前述した二度にわたる会計不祥事の後、令和７年

１１月２２日に東証により特別注意銘柄に指定されているところ、これは、

「上場会社の財務諸表等に添付される監査報告書等において意見不表明 

等が記載され、内部管理体制等について改善の必要性が高いと認められる

ため（有価証券上場規程第５０３条第１項第２号ｂ及びｃ）」及び「適時開

示の規定に違反し、内部管理体制等について改善の必要性が高いと認めら

れるため（有価証券上場規程第５０３条第１項第３号）」の２点の理由によ

るものである。 

とりわけ、東証により、「本件は、元代表取締役会長の倫理観・誠実性の

欠如などにより、同社は全社的なガバナンスの機能不全に陥り、長期間にわ

たり複数の不適切会計が行われた結果、投資者の投資判断に深刻な影響を

与える虚偽と認められる開示が行われたものであり、また、投資者が適切な

投資判断を行うにあたっての前提となる有価証券報告書等の財務諸表等に

添付される監査報告書等の監査意見等が意見不表明等となったものであり、

同社の内部管理体制等について改善の必要性が高いと認められることから、
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同社株式を特別注意銘柄に指定することとします。」と指摘されている。 

更生会社の上場維持にとっては、創業者株主（元代表取締役会長）らの影

響力を適切に抑制することが内部管理体制の改善にとって必要不可欠な状

況にある。 

本更生計画案は、更生会社において上場維持を図るため、創業者株主らの

影響力を適切に抑制して経営の独立性・透明性を確保し、特別注意銘柄の指

定の解除に向けたガバナンスの強化を行うことを基本方針とする。こうし

た観点から、本更生計画案においては、上場維持を図るために、更生手続中

のみならず更生手続が終結した後においても経営の独立性・透明性ができ

るだけ確保されるよう、さまざまな手段を講じている。 

加えて、本更生計画案は、更生会社グループの事業価値を維持しつつ、コ

スト構造を見直した上で、事業収益による弁済に加え、事業収益に貢献する

度合いの低い不動産の売却によって本更生計画案に基づく弁済を進める方

針である。すなわち、更生担保権者及び更生債権者（以下、総称して「更生

債権者等」といい、更生担保権と更生債権を総称して「更生債権等」という。）

並びに子会社の私的整理手続の対象となる金融債権者（以下「子会社対象債

権者」といい、子会社対象債権者が子会社に対して有する債権を「子会社対

象債権」という。）に対する弁済資金を確保し、本更生計画及び子会社の私

的整理手続における弁済計画（以下「子会社弁済計画」という。）に基づく

分割弁済により、更生債権等及び子会社対象債権を完済することで、自主再

建を目指す。 

また、本更生計画案においては、デット・エクイティ・スワップにより、

更生債権等（負債）が株式（資本）に振り替わる仕組みを設けることにより、

更生会社の財務体質が改善されるとともに、負債の実質的な弁済が促進さ

れ、更生会社の企業価値が維持・向上することを目標としている。 

あわせて、更生債権等及び子会社対象債権の早期の完済、更なるガバナン

スの強化による事業運営の安定等を企図し、引き続き、更生会社グループ全

体を支援する意向のあるスポンサーの探索を継続する方針である。 

 

第２ 経営改革 

更生計画を確実に遂行できる会社として存続を図るため、以下のとおり関

係会社を含めた経営を改革する。 

 

１ ガバナンス体制 

（１）更生手続開始決定から更生計画認可決定までのガバナンス体制 

東京地方裁判所から選任された下記両名の管財人の管理の下、事業を
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従前どおり継続している。 

事業家管財人（石田 雅文） 

法律家管財人（弁護士 粟田口 太郎） 

 

（２）更生計画認可決定後のガバナンス体制 

管財人は、第９章・第４節記載のとおり、取締役、監査役及び会計監査

人を新たに選任するとともに、代表取締役を新たに選定する。そして、更

生手続中は、管財人が役員選任権を保持しつつ、取締役会及び監査役会の

実効性及び内部管理体制の確保に努める。 

 

２ 経営改革の方針 

（１）更生会社及び子会社等 

経費削減策として、事業規模に応じた管理業務体制に移行し、広告宣伝

費・接待交際費・保守料などの各種経費の抑制を行う。また、収益・キャ

ッシュフローへの貢献度が低い物件を中心とした不動産売却等により、

成熟市場においても着実に収益を確保できる体制を目指す。 

 

（２）移動体関連事業（ＴＳＭ） 

移動体関連事業については、従前の売上至上の体制から収益力を重視

した体制に移行し、更なる改善を図る。加えて、モニタリングを含めた管

理体制の強化や販売員の指導・育成により、携帯電話販売店舗全店の販売

力を強化する。 

販売管理費においては大きな割合を占める販促費の見直しや、人員強

化のために就業条件の見直しを図る。 

 

（３）不動産事業（更生会社及びＴＳＣ） 

収益やキャッシュフローへの貢献度が低い物件を中心に不動産を適正

価格で売却し、売却収入を原資とした早期弁済による更生計画及び子会

社弁済計画に基づく弁済を行い、利払いを軽減して更生会社グループ全

体の資金繰りの改善を図る。 

入居者対応におけるサービス品質の向上のため、業務管理体制の見直

しを図り、顧客満足を高め、入居率向上に向けたサービス展開を行う。 

また、更生会社の所有物件のうち特に重要な物件であるさくらＨｉｌ

ｌｓ ＮＩＳＨＩＫＩ Ｐｌａｔｉｎｕｍ Ｒｅｓｉｄｅｎｃｅにて行っ

ていたゴルフリークス事業（ゴルフレッスン・ショップ事業）撤退後の区

画を貸し出す等積極的に事業展開を図り、収益の拡大を目指す。 
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（４）リゾート事業（ＴＳＲ及びＩＳＧ） 

各ゴルフ場における立地条件や特色を活かし、季節に左右されない集

客を目指す。更には閉鎖した競合ゴルフ場からの会員獲得を積極的に推

進し、プライシングの更なる最適化により来客数を伸ばしつつ、繁閑に応

じた柔軟な人員体制へと移行することにより、コスト削減を図る。 

不採算であったゴルフリークスの閉鎖に伴い、雇用していた従業員は

ＴＳＲへ転籍し、同社におけるショップ事業への配置転換を行う等積極

的に他事業への転換を図り、適材適所の人員配置による収益増を図る。 

 

第３ 更生債権等の弁済方針 

１ 事業収益による弁済 

更生会社は、原則として、更生計画認可決定後も継続する事業の収益によ

り更生債権等の弁済を行うことを基本方針とし、その原資は、将来の事業損

益計画（別表３（事業損益計画表）参照）に基づく予想事業収益と資産状況

を踏まえ、毎年事業年度の末日における更生会社グループの現預金残高の

うち、更生会社グループの翌期支払の法人税相当額及び更生会社グループ

に留保すべき資金７億円を超過する部分に対し、毎年事業年度の末日にお

ける更生会社及び子会社を主債務者とする債権残高の合計額に占める、更

生会社を主債務者とする債権残高の割合を乗じて得た金額（以下「本分割弁

済収益金」という。）とした。なお、将来の収益予想は不確実要素が多く、

移動体関連事業及びリゾート事業ともに、その市場環境は縮小傾向にある

と見込まれることなどを考慮し、弁済計画の前提となる事業損益計画は保

守的に立案している（別表３（事業損益計画表）参照）。 

 

２ 不動産売却による弁済 

更生会社は、上記１の事業収益による弁済に加えて、所有不動産（主とし

て収益性の低い物件）の売却を進めることにより、更生債権等の弁済を進め

る。 

 

３ 非選択的デット・エクイティ・スワップ（更生債権の利息及び損害金を対

象とするデット・エクイティ・スワップ） 

更生会社は、更生債権のうち更生手続開始前に発生した利息及び損害金、

並びに更生手続開始決定時から更生計画認可決定時までに発生した利息及

び損害金（以下「本ＤＥＳ対象債権」という。）につき、第３章・第３節・

第１・２（２）エの規定に基づきデット・エクイティ・スワップを行い、こ

れを消滅させる。本ＤＥＳ対象債権の更生債権者は、消滅した本ＤＥＳ対象
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債権相当額について、第９章・第２節・第１の規定に基づき、Ａ種種類株式

（第９章・第２節・第１に定義する。以下に同じ。）に係る払込みを行った

ものとみなし、更生会社からＡ種種類株式の発行を受ける。 

 

４ 選択的デット・エクイティ・スワップ 

更生会社は、第３章・第１節・第３及び第３章・第３節・第１・２（２）

オの定めるところにより、希望する更生債権者等に対して本新株予約権（第

９章・第２節・第２に定義する。以下に同じ。）を発行するとともに、更生

債権者等による本新株予約権の行使を促し、更生会社の普通株式の発行と

引き換えに更生債権等を更生会社に対して現物出資させ、これにより更生

債権等の消滅を進める。 

 

第２節 更生計画の骨子 

 

第１ 更生担保権の弁済 

１ 不動産に係る更生担保権 

（１）事業収益弁済 

確定更生担保権全額について、原則として、本分割弁済収益金を弁済原

資として、分割弁済する。 

 

（２）更生担保権の目的物となっている不動産が売却された場合の特則 

管財人が、裁判所の許可を受けて更生担保権の目的物となっている不

動産を売却した場合は、「担保弁済額」（第３章・第１節・第１・３（２）

に規定する金額をいう。以下に同じ。）をもって、確定更生担保権を繰り

上げて弁済する。 

 

２ 預金に係る更生担保権 

確定更生担保権全額を更生計画認可決定日から１か月以内に一括弁済す

る。 

 

３ 選択的デット・エクイティ・スワップ 

更生担保権者は、自らに割り当てられた本新株予約権を行使することが

できる。この場合、普通株式の発行と引き換えに更生担保権者が指定する更

生担保権が更生会社に対して現物出資され、かかる更生担保権は消滅する。 
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第２ 優先的更生債権の弁済 

優先的更生債権は存在しない。 

 

第３ 一般更生債権の弁済 

１ 事業収益弁済 

確定一般更生債権（ただし、本ＤＥＳ対象債権を除く。）については、原

則として、本分割弁済収益金を弁済原資として、分割弁済する。 

 

２ 非選択的デット・エクイティ・スワップ（更生債権の利息及び損害金を対

象とするデット・エクイティ・スワップ） 
更生会社は、本ＤＥＳ対象債権につき、第３章・第３節・第１・２（２）

エの定めるところにより、デット・エクイティ・スワップを行い、Ａ種種類

株式の発行と引き換えに、これを全額消滅させる。 

 
３ 選択的デット・エクイティ・スワップ 

更生債権者は、第３章・第３節・第１・２（２）オの定めるところにより、

自らに割り当てられた本新株予約権を行使することができる。この場合、普

通株式の発行と引き換えに更生債権者が指定する更生債権が更生会社に対

して現物出資され、かかる更生債権は消滅する。 
 
第４ 株主の権利の変更 

更生会社の発行済株式について、その全部を消却しない。ただし、第９章・

第２節・第１の規定に基づいて新株が発行された場合、第９章・第２節・第２

の規定に基づいて発行された本新株予約権が行使された場合及びスポンサー

等に対する第三者割当増資が行われる場合（第９章・第３節の規定に基づき新

株又は新株予約権の発行が行われる場合を含む。）、これにより、更生会社の発

行済株式について、東証の上場廃止基準に反しない範囲（希薄化率３００％以

内の範囲）で、既存発行株式の価値が希薄化されることになる。 

また、第９章・第１節・第４の規定に基づき、会社更生法１９４条１項に基

づき定められた「基準日」時点で更生会社の株主名簿に記載されており、かつ、

当該株主名簿に記載されている株式数の全部又は一部を、令和１２年１０月

末日時点において継続して保有している株主（会社更生法１９４条１項に基

づき定められた「基準日」時点で更生会社の株主名簿に記載されていた株主か

ら、当該株主名簿に記載されている株式全てを包括承継した株主を含む。）に

対して、その保有する株式について、更生会社が更生手続開始決定日時点で清

算した場合の残余財産の分配により得ることが見込まれる利益の額の支払を
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保障する。 

 

第５ 選択的デット・エクイティ・スワップ 

更生債権者等（ただし、更生会社に対して債権を有しない更生担保権者は除

く。以下、本節・第５に同じ。）は、以下に定める方法により、更生会社から

本新株予約権の割当てを受け、これを行使し、更生債権等を現物出資する代わ

りに更生会社の普通株式を取得することができる。 

 

１ 本新株予約権の希望に関する通知 

各更生債権者等は、その保有する更生債権等（ただし、本ＤＥＳ対象債権

を除く。以下、本節・第５に同じ。）の合計額を金１００万円で除して得ら

れる最大整数を上限として、更生計画認可決定確定日から３か月が経過する

日までに、本新株予約権の付与を希望する旨、及び希望する本新株予約権の

数を管財人に書面で通知することができる（以下、当該通知を「本新株予約

権希望通知」という。）。ただし、本新株予約権希望通知には、本新株予約権

の払込みの対象とする更生債権等（第９章・第２節・第２に定める本新株予

約権の払込金額に、希望する本新株予約権の数を乗じた金額に相当するもの）

を特定して記載することを要する。 

 

２ 更生債権者等に割り当てられる本新株予約権の数 

更生債権者等が希望する本新株予約権の数の合計が７００個を超えない

場合には、各更生債権者等に割り当てられる本新株予約権の数（以下「本新

株予約権割当数」という。）は、当該更生債権者等が本新株予約権希望通知

に記載した数とする。 

更生債権者等が希望する本新株予約権の数の合計が７００個を超える場

合には、各更生債権者等の本新株予約権割当数は、７００個を当該各更生債

権者等の更生債権等の金額で按分した数とする（なお、更生債権等の金額で

按分した数が本新株予約権希望通知に記載した数を上回ることとなった更

生債権者等が存在する場合、その上回る個数について、当該更生債権者等を

除く更生債権者等の間で、繰り返し同様の方法により按分等を行うものとす

る。）。 

 

３ 再度の本新株予約権希望通知の通知期限の設定 

更生債権者等が希望する本新株予約権の数の合計が７００個を下回る場

合、管財人は、裁判所の許可を得て、本新株予約権希望通知の再度の通知の

期限を定めることができ、かかる通知期限が定められた場合には、更生債権
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者等は、上記１の方法に準じて、既に提出した本新株予約権希望通知と重複

しない範囲で管財人に本新株予約権希望通知を提出することができる。この

場合、管財人は、既にされた本新株予約権希望通知に記載された数との合計

で７００個を超えない範囲で、上記２の方法により、追加の本新株予約権割

当数を定める。なお、本項は、更生債権者等が希望する本新株予約権の数の

合計が７００個を下回る限り、繰り返し適用されるものとする。 

 

４ 本新株予約権の払込み 

更生会社は、更生債権者等が本新株予約権希望通知において本新株予約権

の払込みの対象として指定した更生債権等を、デット・エクイティ・スワッ

プにより、本新株予約権の払込みに充てたものとみなして消滅させ、本新株

予約権を発行する。かかる払込みを行った更生債権者等は、本新株予約権を

取得する。 

 

５ 本新株予約権の行使 

更生債権者等は、本新株予約権を行使する場合、本新株予約権１個につき、

額面１００万円の更生債権等（ただし、本ＤＥＳ対象債権及びすでに弁済等

の理由により消滅しているものを除く。）を現物出資の対象として特定し、

更生会社に書面で通知しなければならない。更生債権者等により通知された

更生債権等は、通知が更生会社に到達した時点で更生会社に対し現物出資さ

れたものとみなして消滅するものとする。 
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第３章 更生債権等に関する権利の変更及び弁済・納付方法 

第１節 更生担保権 

 

第１ 不動産に係る更生担保権の権利の変更及び弁済方法 

１ 確定更生担保権 

件数 金額 別表 

 18 件 11,708,994,651 円及び額未定 5-1 及び 5-2 

 

２ 権利の変更及び弁済方法 

（１）権利の変更 

確定更生担保権全額について弁済期限の猶予を受け、各更生担保権者

に対し、下記（２）アの方法により分割弁済する。また、更生担保権者の

選択により、本節・第３に規定する処理を行う。 

さらに、担保不動産が売却された場合の「担保弁済額」が「新しい債権

額」を下回った場合には、その不足額について、これが一般更生債権に変

更される場合がある（本節・第１・３（４）参照）。 

 

（２）弁済方法 

ア 事業収益弁済 

確定更生担保権全額について、原則として次のとおり、分割弁済する。

なお、更生会社は、本節・第１・３の規定、及び第４章・第２の規定に基

づき、令和１９年２月末日を目途として確定更生担保権全額を弁済する

ことを目指す。 

（ア）第１回更生担保権弁済期 

更生計画認可決定日後最初の事業年度の末日から４か月後の応当日

（以下「第１回更生担保権弁済期」という。）限り、当該事業年度の末

日における本分割弁済収益金から下記イに定める利息（下記イに定め

る弁済期に弁済することができなかった全部又は一部の利息（以下「本

利息繰延金（更生担保権）」という。）がある場合にはこれを含む。以下

「更生担保権に係る利息」という。）及び本章・第３節・第１・２（２）

イに定める利息（本章・第３節・第１・２（２）イに定める弁済期に弁

済することができなかった全部又は一部の利息（以下「本利息繰延金

（一般更生債権）」という。）がある場合にはこれを含む。以下「一般更

生債権に係る利息」という。）を控除した金額を弁済原資として、各更

生担保権者が有する、当該事業年度の末日における確定更生担保権の
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額に応じて按分し、各更生担保権者に分割弁済する。ただし、本分割弁

済収益金が、更生担保権に係る利息及び一般更生債権に係る利息の全

額を弁済するに足りない場合には、更生担保権に係る利息の額及び一

般更生債権に係る利息の額に応じて按分し、各利息を弁済する。 

 

（イ）第２回弁済期～第１４回弁済期 

前回弁済期日の属する事業年度の末日から４か月後の応当日限り、

当該各事業年度の末日における本分割弁済収益金から更生担保権に係

る利息及び一般更生債権に係る利息を控除した金額を弁済原資として、

各更生担保権者が有する、当該各事業年度の末日における確定更生担

保権の額に応じて按分し、各更生担保権者に分割弁済する。ただし、本

分割弁済収益金が、更生担保権に係る利息及び一般更生債権に係る利

息の全額を弁済するに足りない場合には、更生担保権に係る利息の額

及び一般更生債権に係る利息の額に応じて按分し、各利息を弁済する。 

 

（ウ）第１５回弁済期 

令和２３年１０月末日限り、各更生担保権者に対し、各更生担保権者

が有する確定更生担保権の残額を弁済する。 

 

（エ）「新しい債権額」の減額 

本項に基づいて各更生担保権者が弁済を受けた金額については、各

更生担保権者が担保権の設定を受けている各不動産（現に更生会社が

所有する不動産に限る。）について有する各「新しい債権額」（第８章・

第１節・第１に規定する存続する担保権の被担保債権額をいう。以下に

同じ。）の額で按分し（ただし、担保権の順位、根抵当権又は抵当権の

別、共同担保の関係、被担保債権の範囲等に照らして、管財人が合理的

な調整を行うことは妨げない。）、当該各「新しい債権額」に充当して減

額する。 

 

イ 事業収益弁済に対する利息 

第１回弁済期においては、更生計画認可決定日現在の確定更生担保権

のうち元本部分の残額に対し、更生計画認可決定日の翌日から第１回弁

済期までの期間について約定利率（更生計画認可決定時における約定利

率による。以下、本項に同じ。）で計算した利息を、本分割弁済収益金を

弁済原資として、各更生担保権者に対して弁済する。 

第２回以降の弁済期においては、各弁済期日の翌日現在の確定更生担
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保権のうち元本部分の残額に対し、当該弁済期日の翌日から次回弁済期

日までの期間について約定利率で計算した利息を、第２回弁済期から第

１４回弁済期まで、各弁済期に、本分割弁済収益金を弁済原資として、弁

済する。 

第１５回弁済期においては、第１４回弁済期日の翌日現在の確定更生

担保権のうち元本部分の残額に対し、第１４回弁済期日の翌日から第１

５回弁済期日までの期間について約定利率で計算した利息を、本分割弁

済収益金を弁済原資として、各更生担保権者に対して弁済する。 

ただし、各弁済期に支払う利息の計算期間において、第３章・第１節・

第１・３に基づく担保不動産の「担保弁済額」による弁済、第４章・第２

に基づく繰上弁済等の理由により確定更生担保権のうち元本部分が減額

された場合には、各弁済期に支払う利息の計算は、減額後の金額を基準と

して行う。 

なお、本利息繰延金（更生担保権）については、翌弁済期に本項の規定

によって発生する利息に加算し、翌弁済期に、本分割弁済収益金を弁済原

資として、各更生担保権者に対して弁済する。 

 

ウ 子会社を主債務者とする更生担保権の場合の特則 

（ア）子会社を主債務者とする更生担保権のみを有する更生担保権者の取

扱い 

別表５－２（更生担保権弁済計画表（不動産に係る子会社を主債務者

とする更生担保権））記載の子会社を主債務者とする更生担保権につい

ては、主債務者が主たる債務の期限の利益を喪失することなく約定に

基づく弁済を継続している限り（子会社弁済計画が成立している場合

には当該弁済計画を履行している限り）、上記ア及びイ記載の弁済を留

保する（更生会社が子会社の保証人、物上保証人又は保証人兼物上保証

人のいずれであるかを問わない。）。 

主債務者が主たる債務の期限の利益を喪失した場合には、当該子会

社を主債務者とする更生担保権につき、別表５－２（更生担保権弁済計

画表（不動産に係る子会社を主債務者とする更生担保権））記載の確定

更生担保権額から当該期限の利益を喪失した日までに主債務者が弁済

した金額を控除した残額を確定更生担保権額とみなし、他の確定更生

担保権と同様に上記ア及びイ記載の方法により弁済する。 
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（イ）子会社を主債務者とする更生担保権とそれ以外の更生担保権を有す

る債権者の取扱い 

一人の債権者が、子会社を主債務者とする更生担保権とそれ以外の

更生担保権を有する場合は、前者（子会社を主債務者とする更生担保権）

については、上記（ア）の定めによる。後者（それ以外の更生担保権）

については、上記ア及びイの定めに基づく弁済を行う。 

ただし、前者（子会社を主債務者とする更生担保権）について、上記

（ア）の定めに基づき、上記ア及びイの定めに基づく弁済を行うことと

なる場合には、前者（子会社を主債務者とする更生担保権）に係る確定

更生担保権額と後者（それ以外の更生担保権）に係る確定更生担保権額

とを合算し、上記ア及びイの定めに従って弁済する。 

 

３ 更生担保権の目的物となっている不動産が売却された場合の特則 

（１）更生担保権の目的物となっている不動産の売却 

ア 管財人は、裁判所の許可を得て、更生担保権の目的物となっている不動

産を売却することができる。 

イ 管財人は、裁判所の許可を得る前に、売却をする予定の更生担保権の目

的物となっている不動産に係る全ての更生担保権者に対し、売却予定価

格、売却条件等を通知する。 

ウ 当該不動産に係るいずれかの更生担保権者が、通知を受けた後１か月

以内に、管財人に対し、より高い価格での購入希望者で支払が確実な者を

書面で紹介した場合、管財人は、裁判所の許可を得てその者に当該担保不

動産を売却することができる。 

エ 当該不動産に係る全ての更生担保権者が、１か月以内に上記紹介をし

なかった場合、又はその期限前でも全ての更生担保権者が同意した場合、

管財人は通知したところに従って、裁判所の許可を得て、当該不動産を売

却する。 

 

（２）「担保弁済額」 

「担保弁済額」とは、不動産売却代金（消費税を除く。）から、下記「控

除項目」記載の経費等を控除した金額をいう。 

記 

「控除項目」 

① 売主負担の仲介手数料 

② 売主負担の印紙代（契約書・領収書） 

③ 売主負担の手付金保全手数料 
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④ 売主負担の測量費用 

⑤ 売主負担の土壌調査費用 

⑥ 売主負担の登記手続費用 

⑦ 売主負担の解体撤去費・土壌汚染洗浄費など物件引渡費用 

⑧ 賃借人付き不動産の売却に際し、買主に承継された敷金相当額 

⑨ 更生手続開始決定日以降、決済日前日までの固定資産税、都市計画

税、特別土地保有税などの公租公課。ただし、特別土地保有税（延滞

金を含む。）については、更生手続開始決定日以降に徴収猶予の終了

などにより具体的納付義務が生じたものを含む。なお、会社が現に事

業に使用していた期間に係るものは会社が負担するものとし、控除

しない。 

⑩ 更生手続開始決定日以降、決済日前日までの共益費・管理費・火災

保険料等の担保不動産の維持費用。なお、会社が現に事業に使用して

いた期間に係るものは会社が負担するものとし、控除しない。 

⑪ 広告宣伝費（事前に更生担保権者と合意した範囲内に限る。） 

⑫ 不動産売却に伴って発生する法人税、法人住民税、法人事業税、地

方法人税などの公租公課相当額 

⑬ 売主に生じる種々の負担の補填金として売却代金（消費税抜き。）

の３％ 

⑭ その他売却にあたり生じる合理的な費用（原状回復費、移転費用を

含む。） 

 

（３）「担保弁済額」が「新しい債権額」を上回る場合 

「担保弁済額」のうち「新しい債権額」に相当する部分を、更生担保権

の目的物となっている不動産の売却代金全額を受領した後１か月以内に

弁済する。この場合、当該更生担保権者が弁済を受けた額を、別表５－１

（更生担保権弁済計画表（不動産に係る更生会社を主債務者とする更生

担保権））記載の更生担保権に係る最終の弁済期から遡って各年に弁済す

べき金額から控除する。 

また、「担保弁済額」と「新しい債権額」の差額については、更生計画

に遂行に必要な費用、会社の運営に必要な運転資金（危機対応に備えた余

裕資金を含む。）若しくは裁判所の許可に基づく、共益債権等の支払又は

借入金の返済に充てる。 

 

（４）「担保弁済額」が「新しい債権額」を下回る場合 

「担保弁済額」を、更生担保権の目的となっている不動産の売却代金全
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額を受領した後１か月以内に弁済する。この場合、当該更生担保権者が弁

済を受けた額を、別表５－１（更生担保権弁済計画表（不動産に係る更生

会社を主債務者とする更生担保権））記載の更生担保権に係る最終の弁済

期から遡って各年に弁済すべき金額から控除する。 

また、不足額については、これを一般更生債権に変更するものとし、当

該更生担保権者の他の一般更生債権と合算し、合算後の一般更生債権に

ついて、本章・第３節・第１・２（２）の定めに従って弁済する。 

 

（５）共同担保となっている複数の担保不動産の一部が売却された場合の処

理 

ア 「担保弁済額」が「新しい債権額」を上回る場合 

「担保弁済額」と「新しい債権額」の差額については、更生計画に遂行

に必要な費用、会社の運営に必要な運転資金（危機対応に備えた余裕資金

を含む。）若しくは裁判所の許可に基づく、共益債権等の支払又は借入金

の返済に充てる代わりに、共同担保となっている他の担保不動産に係る

「新しい債権額」の合計額に満つるまで、当該更生担保権者に弁済する。

この場合、当該更生担保権が弁済を受けた額を、別表５－１（更生担保権

弁済計画表（不動産に係る更生会社を主債務者とする更生担保権））記載

の更生担保権に係る最終の弁済期から遡って各年に弁済すべき金額から

控除する。 

また、更生担保権者の弁済に充てられた「担保弁済額」と「新しい債権

額」の差額を、共同担保となっている他の担保不動産に係る各「新しい債

権額」の額で按分し（ただし、担保権の順位、根抵当権又は抵当権の別、

共同担保の関係、被担保債権の範囲等に照らして、管財人が合理的な調整

を行うことは妨げない。）、当該各「新しい債権額」に充当して減額する。 

「担保弁済額」と「新しい債権額」の差額のうち、共同担保となってい

る他の担保不動産に係る「新しい債権額」の合計額を超える部分について

は、更生計画の遂行に必要な費用、会社の運営に必要な運転資金（危機対

応に備えた余裕資金を含む。）若しくは裁判所の許可に基づく、共益債権

等の支払又は借入金の返済に充てる。 

 

イ 「担保弁済額」が「新しい債権額」を下回る場合 

「新しい債権額」と「担保弁済額」の差額を、共同担保となっている他

の担保不動産に係る各「新しい債権額」の額で按分し（ただし、担保権の

順位、根抵当権又は抵当権の別、共同担保の関係、被担保債権の範囲等に

照らして、管財人が合理的な調整を行うことは妨げない。）、当該各「新し
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い債権額」に充当して増額する。 

 

（６）同順位又は異順位に複数の担保権が存する場合の処理 

ア 同順位に複数の担保権が存する場合 

同順位に複数の担保権（第８章・第１節により存続する担保権に限る。

以下に同じ。）が存する場合には、「担保弁済額」を、当該担保不動産に係

る各更生担保権者の「新しい債権額」を基準に按分した金額をもって各更

生担保権者の「担保弁済額」とする。 

 

イ 異順位に複数の担保権が存する場合 

異順位に複数の担保権が存する場合には、その順位に従って、「担保弁

済額」を各更生担保権者の「新しい債権額」まで順次充当し、その金額（同

順位に複数の更生担保権者が存する場合は、上記アに従って各更生担保

権者に按分した金額）をもって各更生担保権者の「担保弁済額」とする。 

 

４ 被担保債権に係る債務者と担保不動産の所有者とが一致していない場合

において担保不動産が売却されたときの調整方法 

本更生手続の更生債権者等の中には、更生会社及び（又は）子会社に債権

を有する者や、当該債権について、更生会社が所有する不動産及び（又は）

子会社が所有する不動産に担保権を有する者が存在する。そして、更生会社

については更生手続、子会社については私的整理手続に付されており、それ

ぞれの手続の中で、担保不動産の売却方法及び売却代金の担保権者への弁

済方法を定める必要がある。そこで、更生債権者等が担保権を有する不動産

が売却された場合の処理方法について、当該更生債権者等が債権を有する

債務者、及び当該債権を被担保債権とする担保権が設定されている不動産

の所有者ごとに類型化して以下に示す。 
なお、①更生会社に対してのみ債権を有しており、かつ、当該債権を被担

保債権とする担保権が、更生会社が所有する不動産（以下「更生会社所有不

動産」という。）にのみ設定されている場合は本章・第１節・第１・３の規

定に従って当該更生担保権者に弁済し、②子会社に対してのみ債権を有し

ており、かつ、当該債権を被担保債権とする担保権が、子会社が所有する不

動産（以下「子会社所有不動産」という。）にのみ設定されている場合は、

当該被担保債権は更生債権等に当たらず、子会社弁済計画によって弁済さ

れるため、本項において具体的な取扱方法を規定しない。 
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（１）更生会社に対してのみ債権を有しており、かつ、当該債権を被担保債権

とする担保権が子会社所有不動産のみに設定されている場合 
ア 子会社所有不動産が売却された場合は、子会社弁済計画の定めるとこ

ろにより、子会社所有不動産の売却代金から子会社弁済計画で定める費

用等を控除した残額のうち、各子会社対象債権者に対する弁済額を確定

し、これを各子会社対象債権者に弁済する。 
 
イ 前項に規定する子会社所有不動産が売却されたことにより、当該不動

産に担保権の設定を受けている一般更生債権者が弁済を受けた場合には、

当該一般更生債権者が弁済を受けた金額を、別表６－１（一般更生債権弁

済計画表（事業収益弁済（更生会社を主債務者とする一般更生債権）））記

載の一般更生債権者に係る最終の弁済期から遡って各年に弁済すべき金

額から控除する。 
 

（２）更生会社に対してのみ債権を有しており、かつ、当該債権を被担保債権

とする担保権が更生会社所有不動産及び子会社所有不動産に設定されて

いる場合 
ア 更生会社所有不動産が売却された場合 
（ア）更生会社所有不動産が売却された場合、本章・第１節・第１・３の規

定に従い、売却された更生会社所有不動産に設定されている担保権に

係る被担保債権を有する各更生担保権者に対する弁済額を確定し、こ

れを各更生担保権者に弁済する。 
 
（イ）前項による弁済の後、更生会社所有不動産の「担保弁済額」に余剰が

あるときは、これを更生計画の遂行に必要な費用、会社の運営に必要な

運転資金（危機対応に備えた余裕資金を含む。）若しくは裁判所の許可

に基づく、共益債権等の支払又は借入金の返済に充てる。 
 
イ 子会社所有不動産が売却された場合 

子会社所有不動産が売却された場合は、子会社弁済計画の定めるとこ

ろにより、子会社所有不動産の売却代金から子会社弁済計画で定める費

用等を控除した残額のうち、各子会社対象債権者に対する弁済額を確定

し、これを各子会社対象債権者に対して弁済する。この場合、子会社所有

不動産に担保権の設定を受けている更生担保権者（一般更生債権者の地

位を有する者を含む。）が弁済を受けた金額については、以下の順序に従

って取り扱う。 
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（ア）当該更生担保権者（一般更生債権者の地位を有する者を含む。）が弁

済対象の被担保債権に関して有する一般更生債権の額を限度として、

当該更生担保権者が弁済を受けた金額を、別表６－１（一般更生債権弁

済計画表（事業収益弁済（更生会社を主債務者とする一般更生債権）））

記載の一般更生債権に係る最終の弁済期から遡って各年に弁済すべき

金額から控除する。 
 
（イ）当該更生担保権者が弁済を受けた金額と、当該更生担保権者が弁済対

象の被担保債権に関して有する一般更生債権の額とを比較して、前者

（当該更生担保権者が弁済を受けた金額）が後者（当該更生担保権者が

弁済対象の被担保債権に関して有する一般更生債権の額）を上回る場

合には、当該更生担保権者が弁済を受けた金額から、当該更生担保権者

が弁済対象の被担保債権に関して有する一般更生債権の額を控除した

金額を限度として、別表５－１（更生担保権弁済計画表（不動産に係る

更生会社を主債務者とする更生担保権））記載の更生担保権に係る最終

の弁済期から遡って各年に弁済すべき金額から控除する。この場合、別

表５－１（更生担保権弁済計画表（不動産に係る更生会社を主債務者と

する更生担保権））記載の更生担保権に係る最終の弁済期から遡って各

年に弁済すべき金額から控除した金額については、当該更生担保権者

が担保権の設定を受けている各不動産（現に更生会社が所有する不動

産に限る。）について有する各「新しい債権額」の額で按分し（ただし、

担保権の順位、根抵当権又は抵当権の別、共同担保の関係、被担保債権

の範囲等に照らして、管財人が合理的な調整を行うことは妨げない。）、

当該各「新しい債権額」に充当して減額する。 
 
ウ 更生会社所有不動産及び子会社所有不動産が同時に売却された場合 

更生会社所有不動産及び子会社所有不動産が同時に売却された場合に

は、まず、上記アに従って、売却された更生会社所有不動産に設定されて

いる担保権に係る被担保債権を有する更生担保権者（一般更生債権者の

地位を有する者を含む。）に対する弁済を行い、なお、弁済対象の被担保

債権が残存する場合に限り、子会社所有不動産の売却代金から子会社弁

済計画で定める費用等を控除した残額を、上記イに従って、売却された子

会社所有不動産に設定されている担保権に係る被担保債権を有する更生

担保権者（一般更生債権者の地位を有する者を含む。）に対する弁済を行

う。 
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（３）子会社に対してのみ債権を有しており、かつ、当該債権を被担保債権と

する担保権が更生会社所有不動産のみに設定されている場合 
ア 更生会社所有不動産が売却された場合、本章・第１節・第１・３の規定

に従い、売却された更生会社所有不動産に設定されている担保権に係る

被担保債権を有する各更生担保権者に対する弁済額を確定し、これを各

更生担保権者に弁済する。 
 
イ 前項による弁済の後、更生会社所有不動産の「担保弁済額」に余剰があ

るときは、これを更生計画の遂行に必要な費用、会社の運営に必要な運転

資金（危機対応に備えた余裕資金を含む。）若しくは裁判所の許可に基づ

く、共益債権等の支払又は借入金の返済に充てる。 
 

（４）子会社に対してのみ債権を有しており、かつ、当該債権を被担保債権と

する担保権が更生会社所有不動産及び子会社所有不動産に設定されてい

る場合 
ア 子会社所有不動産が売却された場合 
（ア）子会社所有不動産が売却された場合は、子会社弁済計画の定めるとこ

ろにより、子会社所有不動産の売却代金から子会社弁済計画で定める

費用等を控除した残額のうち、各子会社対象債権者に対する弁済額を

確定し、これを各子会社対象債権者に対して弁済する。 
 
（イ）前項に規定する子会社所有不動産が売却されたことにより、当該不動

産に担保権の設定を受けている更生担保権者が弁済を受けた場合であ

って、当該不動産の売却によって弁済を受けた被担保債権の弁済後の

残高が、当該更生担保権者が有する債権のうち、当該弁済対象の被担保

債権に関して有する更生担保権額を下回ることとなる場合には、その

差額に相当する金額を限度として、別表５－２（更生担保権弁済計画表

（不動産に係る子会社を主債務者とする更生担保権））記載の更生担保

権者に係る最終の弁済期から遡って各年に弁済すべき金額から控除す

る。この場合、別表５－２（更生担保権弁済計画表（不動産に係る子会

社を主債務者とする更生担保権））記載の更生担保権に係る最終の弁済

期から遡って各年に弁済すべき金額から控除した金額については、当

該更生担保権者が担保権の設定を受けている各不動産（現に更生会社

が所有する不動産に限る。）について有する各「新しい債権額」の額で

按分し（ただし、担保権の順位、根抵当権又は抵当権の別、共同担保の

関係、被担保債権の範囲等に照らして、管財人が合理的な調整を行うこ



 

 31 

とは妨げない。）、当該各「新しい債権額」に充当して減額する。 
 
イ 更生会社所有不動産が売却された場合 
（ア）更生会社所有不動産が売却された場合、本章・第１節・第１・３の規

定に従い、売却された更生会社所有不動産に設定されている担保権に

係る被担保債権を有する各更生担保権者に対する弁済額を確定し、こ

れを各更生担保権者に対して弁済する。 
 

（イ）前項による弁済の後、更生会社所有不動産の「担保弁済額」に余剰が

あるときは、これを更生計画の遂行に必要な費用、会社の運営に必要な

運転資金（危機対応に備えた余裕資金を含む。）若しくは裁判所の許可

に基づく、共益債権等の支払又は借入金の返済に充てる。 
 
ウ 更生会社所有不動産及び子会社所有不動産が同時に売却された場合 

更生会社所有不動産及び子会社所有不動産が同時に売却された場合に

は、まず、上記アに従って、売却された子会社所有不動産に設定されてい

る担保権に係る被担保債権を有する更生担保権者に対する弁済を行い、

なお、弁済対象の被担保債権が残存する場合に限り、上記イに従って、売

却された更生会社所有不動産に設定されている担保権に係る被担保債権

を有する更生担保権者に対する弁済を行う。 
 

（５）更生会社及び子会社に対して債権を有しており、かつ、当該各債権を被

担保債権とする担保権が更生会社所有不動産のみに設定されている場合 
ア 更生会社所有不動産が売却された場合、本章・第１節・第１・３の規定

に従い、売却された更生会社所有不動産に設定されている担保権に係る

被担保債権を有する各更生担保権者に対する弁済額を確定する。 
 
イ 上記アによって確定した弁済額のうち、更生担保権者が有する、更生会

社を主債務者とする被担保債権に対する弁済額と子会社を主債務者とす

る被担保債権に対する弁済額について、以下の方法により確定する。 
（ア）更生会社を主債務者とする被担保債権に係る担保権と、子会社を主

債務者とする被担保債権に係る担保権が同順位の場合は、各被担保債

権の金額に応じて按分し、各被担保債権に対する弁済額とする。 
 
（イ）更生会社を主債務者とする被担保債権に係る担保権と、子会社を主

債務者とする被担保債権に係る担保権が異順位の場合は、その順位に
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従って、上記アによって確定した弁済額を順次充当し、その金額（同

順位に複数の担保権が存する場合は、上記（ア）に従って各被担保債

権の金額に応じて按分した金額）をもって、各被担保債権に対する弁

済額とする。 
 
ウ 上記イによって確定した、更生会社を主債務者とする被担保債権に対

する弁済額と子会社を主債務者とする被担保債権に対する弁済額につい

ては、以下のとおり取り扱う。 
（ア）更生会社を主債務者とする被担保債権に対する弁済額を当該被担保

債権に対して弁済する。この場合、別表５－１（更生担保権弁済計画

表（不動産に係る更生会社を主債務者とする更生担保権））記載の更生

担保権に係る最終の弁済期から遡って各年に弁済すべき金額から控

除する。 
 
（イ）子会社を主債務者とする被担保債権に対する弁済額を当該被担保債

権に対して弁済する。この場合、別表５－２（更生担保権弁済計画表

（不動産に係る子会社を主債務者とする更生担保権））記載の更生担

保権に係る最終の弁済期から遡って各年に弁済すべき金額から控除

する。 
 

（６）更生会社及び子会社に対して債権を有しており、かつ、当該各債権を被

担保債権とする担保権が子会社所有不動産のみに設定されている場合 
ア 子会社所有不動産が売却された場合は、子会社弁済計画の定めるとこ

ろにより、子会社所有不動産の売却代金から子会社弁済計画で定める費

用等を控除した残額のうち、各子会社対象債権者に対する弁済額を確定

する。 
 
イ 上記アによって確定した弁済額のうち、子会社弁済計画の定めるとこ

ろにより、更生会社を主債務者とする被担保債権に対する弁済額と、子会

社を主債務者とする被担保債権に対する弁済額を確定する。 
 
ウ 上記イによって確定した弁済額のうち、更生会社を主債務者とする被

担保債権に対する弁済額については、これを、当該被担保債権を有する一

般更生債権者に弁済する。この場合、別表６－１（一般更生債権弁済計画

表（事業収益弁済（更生会社を主債務者とする一般更生債権）））記載の一

般更生債権に係る最終の弁済期から遡って各年に弁済すべき金額から控
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除する。 
 

（７）更生会社及び子会社に対して債権を有しており、かつ、当該各債権を被

担保債権とする担保権を更生会社所有不動産及び子会社所有不動産に設

定されている場合 
ア 更生会社所有不動産が売却された場合 
（ア）更生会社所有不動産が売却された場合、本章・第１節・第１・３の規

定に従い、売却された更生会社所有不動産に設定されている担保権に

係る被担保債権を有する各更生担保権者に対する弁済額を確定する。 
 
（イ）上記（ア）によって確定した弁済額のうち、更生担保権者が有する、

更生会社を主債務者とする被担保債権に対する弁済額と子会社を主債

務者とする被担保債権に対する弁済額について、以下の方法により確

定する。 
ａ 更生会社を主債務者とする被担保債権に係る担保権と、子会社を主

債務者とする被担保債権に係る担保権が同順位の場合は、各被担保債

権の金額に応じて按分し、各被担保債権に対する弁済額を確定する。 
 

ｂ 更生会社を主債務者とする被担保債権に係る担保権と、子会社を主

債務者とする被担保債権に係る担保権が異順位の場合は、その順位に

従って、上記（ア）によって確定した弁済額を順次充当し、その金額

（同順位に複数の更生担保権が存する場合は、上記ａに従って各被担

保債権の金額に応じて按分した金額）をもって、各被担保債権に対す

る弁済額とする。 
 
（ウ）上記（イ）によって確定した、更生会社を主債務者とする被担保債権

に対する弁済額と子会社を主債務者とする被担保債権に対する弁済額

については、以下のとおり取り扱う。 
ａ 更生会社を主債務者とする被担保債権に対する弁済額を当該被担

保債権に対して弁済する。この場合、別表５－１（更生担保権弁済計

画表（不動産に係る更生会社を主債務者とする更生担保権））記載の更

生担保権に係る最終の弁済期から遡って各年に弁済すべき金額から

控除する。 
 

ｂ 子会社を主債務者とする被担保債権に対する弁済額を当該被担保

債権に対して弁済する。この場合、別表５－２（更生担保権弁済計画
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表（不動産に係る子会社を主債務者とする更生担保権））記載の更生担

保権に係る最終の弁済期から遡って各年に弁済すべき金額から控除

する。 
 
イ 子会社所有不動産が売却された場合 
（ア）子会社所有不動産が売却された場合は、子会社弁済計画の定めるとこ

ろにより、子会社所有不動産の売却代金から子会社弁済計画で定める

費用等を控除した残額のうち、各子会社対象債権者に対する弁済額を

確定する。 
 
（イ）上記（ア）によって確定した弁済額のうち、子会社弁済計画の定める

ところにより、更生会社を主債務者とする被担保債権に対する弁済額

と、子会社を主債務者とする被担保債権に対する弁済額を確定する。 
 
（ウ）上記（イ）によって確定した弁済額のうち、更生会社を主債務者とす

る被担保債権に対する弁済額については、これを、当該被担保債権を有

する更生担保権者に弁済する。この場合、当該更生担保権者が弁済を受

けた金額については、以下の順序に従って取り扱う。 
ａ 当該更生担保権者が弁済対象の被担保債権に関して有する一般更

生債権の額を限度として、当該更生担保権者が弁済を受けた金額を、

別表６－１（一般更生債権弁済計画表（事業収益弁済（更生会社を主

債務者とする一般更生債権）））記載の一般更生債権に係る最終の弁済

期から遡って各年に弁済すべき金額から控除する。 
 

ｂ 当該更生担保権者が弁済を受けた金額と、当該更生担保権者が弁済

対象の被担保債権に関して有する一般更生債権の金額とを比較して、

前者（当該更生担保権者が弁済を受けた金額）が後者（当該更生担保

権者が弁済対象の被担保債権に関して有する一般更生債権の金額）を

上回る場合には、当該更生担保権者が弁済を受けた金額から、当該更

生担保権者が弁済対象の被担保債権に関して有する一般更生債権の

額を控除した金額を限度として、別表５－１（更生担保権弁済計画表

（不動産に係る更生会社を主債務者とする更生担保権））記載の更生

担保権に係る最終の弁済期から遡って各年に弁済すべき金額から控

除する。この場合、別表５－１（更生担保権弁済計画表（不動産に係

る更生会社を主債務者とする更生担保権））記載の更生担保権に係る

最終の弁済期から遡って各年に弁済すべき金額から控除した金額に
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ついては、当該更生担保権者が担保権の設定を受けている各不動産

（現に更生会社が所有する不動産に限る。）について有する各「新しい

債権額」の額で按分し（ただし、担保権の順位、根抵当権又は抵当権

の別、共同担保の関係、被担保債権の範囲等に照らして、管財人が合

理的な調整を行うことは妨げない。）、当該各「新しい債権額」に充当

して減額する。 
 
（エ）上記（イ）によって確定した弁済額のうち、子会社を主債務者とする

被担保債権に対する弁済額については、子会社弁済計画の定めるとこ

ろにより、子会社対象債権者に対して弁済する。この場合、別表５－２

（更生担保権弁済計画表（不動産に係る子会社を主債務者とする更生

担保権））記載の更生担保権に係る最終の弁済期から遡って各年に弁済

すべき金額から控除する。この場合、別表５－２（更生担保権弁済計画

表（不動産に係る子会社を主債務者とする更生担保権））記載の更生担

保権に係る最終の弁済期から遡って各年に弁済すべき金額から控除し

た金額については、当該更生担保権者が担保権の設定を受けている各

不動産（現に更生会社が所有する不動産に限る。）について有する各「新

しい債権額」の額で按分し（ただし、担保権の順位、根抵当権又は抵当

権の別、共同担保の関係、被担保債権の範囲等に照らして、管財人が合

理的な調整を行うことは妨げない。）、当該各「新しい債権額」に充当し

て減額する。 
 
ウ 更生会社所有不動産及び子会社所有不動産が同時に売却された場合 

更生会社所有不動産及び子会社所有不動産が同時に売却された場合に

は、まず、上記アに従って、売却された更生会社所有不動産に設定されて

いる担保権に係る被担保債権を有する更生担保権者に対する弁済を行い、

なお、弁済対象の被担保債権が残存する場合に限り、上記イに従って、売

却された子会社所有不動産に設定されている担保権に係る被担保債権を

有する更生担保権者に対する弁済を行う。 
 

５ 更生計画認可決定時に売却済みの担保不動産に係る更生担保権の取扱い 

管財人は、更生計画認可決定前に、別表８－１（担保権の目的物一覧表（土

地））から別表８－３（担保権の目的物一覧表（区分所有建物））記載の各不

動産に担保権を有する更生担保権者の同意及び裁判所の許可を得て、担保

権を抹消した上で当該各不動産を売却し、「担保弁済額」を限度として「新

しい債権額」に満つる額まで、当該更生担保権者のために預金質権を設定す
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ることができる。 

更生計画認可決定時に売却済みである担保不動産に係る更生担保権につ

いては、更生計画認可決定後１か月以内に一括弁済する。 

当該弁済の実施にあたって、管財人は、更生担保権者から、当該更生担保

権に係る預金変換担保の解除を受けることにより、当該預金をもって更生

担保権の弁済に充てる。 

 

６ 担保権の放棄 

（１）更生担保権者は、いつでも、管財人に対する書面による意思表示により、

担保権を放棄することができる。この場合、更生担保権者は、当該担保権

抹消登記に必要な一切の書類を管財人に交付しなければならない。抹消

登記に要する費用は更生会社の負担とする。 

 

（２）上記（１）により担保権が放棄された更生担保権の「新しい債権額」に

ついては、担保権放棄の時点において、これを一般更生債権に変更するも

のとし、当該更生担保権者の他の一般更生債権と合算し、合算後の金額に

対し、本章・第３節・第１・２（２）の定めに従って、弁済する。 

 

第２ 預金に係る更生担保権の権利の変更及び弁済方法 

１ 確定更生担保権 

件数 金額 別表 

2 件 159,100,345 円及び額未定 5-3 

 

２ 弁済方法 

（１）一括弁済 

確定更生担保権額全額を更生計画認可決定日から１か月以内に一括弁

済する。 

 

（２）利息 

更生計画認可決定日現在の確定更生担保権の残額に対し、更生計画認

可決定日の翌日から上記（１）に基づく弁済を行う日までの期間につき約

定利率（更生計画認可決定時における約定利率による。）で計算した利息

を各更生担保権者に対して弁済する。 
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第３ 選択的デット・エクイティ・スワップ 

１ 本新株予約権の払込みに伴う更生担保権の消滅 
第２章・第２節・第５・４の定めにより、本新株予約権の払込みの対象と

して特定された更生担保権は、更生計画認可決定確定日から６か月以内に到

来する日であって、管財人が裁判所の許可を得て定める日において、本新株

予約権の払込みに充てたものとみなして消滅し、当該更生担保権の更生担保

権者に対して本新株予約権を発行する。この場合、消滅した更生担保権の金

額は、別表５－１（更生担保権弁済計画表(不動産に係る更生会社を主債務

者とする更生担保権））及び別表５－２（更生担保権弁済計画表(不動産に係

る子会社を主債務者とする更生担保権））記載の当該更生担保権に係る最終

の弁済期から遡って各年に弁済すべき金額から控除する。 

 

２ 本新株予約権の行使時の更生担保権の消滅 

更生担保権者が、第２章・第２節・第５・５の定めにより、自らに割り当

てられた本新株予約権を行使する際、現物出資の対象として、更生担保権を

選択した場合、現物出資の対象として特定された更生担保権は消滅する。こ

の場合、消滅した更生担保権の金額は、別表５－１（更生担保権弁済計画表

（不動産に係る更生会社を主債務者とする更生担保権））及び別表５－２（更

生担保権弁済計画表(不動産に係る子会社を主債務者とする更生担保権））

記載の当該更生担保権に係る最終の弁済期から遡って各年に弁済すべき金

額から控除する。 

 

３ 「新しい債権額」の減額 

上記１又は２により消滅した更生担保権に相当する金額については、各

更生担保権者が担保権の設定を受けている各不動産（現に更生会社が所有

する不動産に限る。）について有する各「新しい債権額」の額で按分し（た

だし、担保権の順位、根抵当権又は抵当権の別、共同担保の関係、被担保債

権の範囲等に照らして、管財人が合理的な調整を行うことは妨げない。）、当

該各「新しい債権額」に充当して減額する。 

 

第２節 優先的更生債権 

 

更生会社につき、優先的更生債権はない。 
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第３節 一般更生債権 

 
第１ 一般更生債権の権利の変更及び弁済方法 

１ 確定一般更生債権 

件数 金額 別表 

35 件 4,949,535,931 円及び額未定 6-1～6-4 

 

２ 権利の変更及び弁済方法 

（１）権利の変更 
確定一般更生債権のうち、元本部分について弁済期限の猶予を受け、各

一般更生債権者に対し、下記（２）アの方法により分割弁済する。また、

一般更生債権者の選択により、下記（２）オに規定する処理を行う。 

確定一般更生債権のうち、更生手続開始決定日より前に発生した利息及

び損害金、並びに更生手続開始決定日から更生計画認可決定日までに発生

した利息及び損害金については、下記（２）エに規定する処理を行う（た

だし、確定一般更生債権のうち、下記（２）エの規定に基づき、デット・

エクイティ・スワップの対象から除外された利息及び損害金については、

下記（２）アの方法により分割弁済する。）。 

 

（２）弁済方法 

ア 事業収益弁済 

確定一般更生債権のうち、元本部分については、以下のとおり分割弁済

する。 

（ア）第１回更生債権弁済期 

更生担保権の弁済が完了した日の属する事業年度の末日から４か月

後の応当日（以下「第１回更生債権弁済期」という。）限り、当該事業

年度の末日における本分割弁済収益金から更生担保権に係る利息及び

一般更生債権に係る利息を控除した金額を弁済原資として、各一般更

生債権者が有する、当該事業年度末日における確定一般更生債権額に

応じて按分し、各一般更生債権者に分割弁済する。 

 

（イ）第２回弁済期以降 

前回弁済期日の属する事業年度の末日から４か月後の応当日限り、

当該各事業年度の末日における本分割弁済収益金から更生担保権に係

る利息及び一般更生債権に係る利息を控除した金額を弁済原資として、

各一般更生債権者が有する、当該各事業年度の末日における確定一般
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更生債権の額に応じて按分し、各一般更生債権者に分割弁済する。 

 

（ウ）最終弁済期 

令和２３年１０月末日限り、各一般更生債権者に対し、各一般更生債

権者が有する確定一般更生債権の残額を弁済する。 

 

イ 確定一般更生債権のうち、元本に相当する部分に対する利息 

（ア）更生担保権の弁済期における利息の支払 

第１回更生担保権弁済期においては、更生計画認可決定日現在の確定

一般更生債権のうち元本部分の残額に対し、更生計画認可決定日の翌日

から第１回更生担保権弁済期までの期間について約定利率（更生計画認

可決定時における約定利率による。以下、本項に同じ。）で計算した利

息を、本分割弁済収益金を弁済原資として、各一般更生債権者に対して

弁済する。 

第２回以降の更生担保権の弁済期においては、前回の更生担保権の弁

済期日の翌日現在の確定一般更生債権のうち元本部分の残額に対し、当

該弁済期日の翌日から翌年の更生担保権の弁済期日までの期間につい

て約定利率で計算した利息を、第２回以降の更生担保権の各弁済期に、

本分割弁済収益金を弁済原資として、各一般更生債権者に対して弁済す

る。 

更生担保権の最終弁済期においては、前回の更生担保権の弁済期日の

翌日現在の確定一般更生債権のうち元本部分の残額に対し、前回の更生

担保権の弁済期日の翌日から更生担保権の最終弁済期日までの期間に

ついて約定利率で計算した利息を、本分割弁済収益金を弁済原資として、

各一般更生債権者に対して弁済する。 

ただし、各弁済期に支払う利息の計算期間において、第３章・第１節・

第１・３に基づく担保不動産の「担保弁済額」による弁済、第４章・第

２に基づく繰上弁済等の理由により確定一般更生債権のうち元本部分

が増減額された場合には、各弁済期に支払う利息の計算は、増減額後の

金額を基準として行う。 

なお、本利息繰延金（一般更生債権）については、翌弁済期に本項の

規定によって発生する利息に加算し、翌弁済期に本分割弁済収益金を弁

済原資として、各一般更生債権者に対して弁済する。 

 

（イ）更生債権の弁済期における利息の支払 

第１回更生債権弁済期においては、更生担保権の弁済が完了した日の
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翌日現在の確定一般更生債権のうち元本部分の残額に対し、更生担保権

の弁済が完了した日の翌日から第１回更生債権弁済期日までの期間に

ついて約定利率で計算した利息を、本分割弁済収益金を弁済原資として、

各一般更生債権者に対して弁済する。 

第２回以降の更生債権の弁済期においては、前回の更生債権の弁済期

日の翌日現在の確定一般更生債権のうち元本部分の残額に対し、当該弁

済期日の翌日から翌年の更生債権の弁済期日までの期間について約定

利率で計算した利息を、第２回以降の更生債権の各弁済期に、本分割弁

済収益金を弁済原資として、各一般更生債権者に対して弁済する。 

更生債権の最終弁済期においては、前回の更生債権の弁済期の翌日現

在の確定一般更生債権のうち元本部分の残額に対し、前回の更生債権の

弁済期の翌日から更生債権の最終弁済期までの期間について約定利率

で計算した利息を、本分割弁済収益金を弁済原資として、各一般更生債

権者に対して弁済する。 

ただし、各弁済期に支払う利息の計算期間において、第３章・第１節・

第１・３に基づく担保不動産の「担保弁済額」による弁済、第４章・第

２に基づく繰上弁済等の理由により確定一般更生債権のうち元本部分

が増減額された場合には、各弁済期に支払う利息の計算は、増減額後の

金額を基準として行う。 

なお、本利息繰延金（一般更生債権）については、翌弁済期に本項の

規定によって発生する利息に加算し、翌弁済期に本分割弁済収益金を弁

済原資として、各一般更生債権者に対して弁済する。 

 
ウ 更生担保権の弁済が完了する前に更生債権の弁済を開始する場合の特

則 
管財人は、裁判所の許可を得て、更生担保権の弁済が完了する前に更生

債権の弁済を開始することができる。この場合、上記ア（ア）の適用につ

いては、上記ア（ア）中「更生担保権の弁済が完了した日の属する事業年

度」とあるのは、「管財人が、更生担保権の弁済が完了する前に更生債権

の弁済を開始することについて裁判所の許可を得た日の属する事業年度」

とし、上記イ（ア）の規定は適用しない。 
 

エ 非選択的デット・エクイティ・スワップ（更生債権の利息及び損害金を

対象とするデット・エクイティ・スワップ） 
更生会社は、更生計画認可決定確定日から３か月以内に到来する日で

あって、管財人が裁判所の許可を得て定める日において、本ＤＥＳ対象債
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権について、デット・エクイティ・スワップを行い、Ａ種種類株式の払込

みに充てたものとみなして消滅させ、本ＤＥＳ対象債権の更生債権者に

対してＡ種種類株式を発行する。ただし、当該日までに更生会社の普通株

式の上場廃止が決定された場合、又は、管財人が裁判所の許可を得て本Ｄ

ＥＳ対象債権を対象とするデット・エクイティ・スワップの全部又は一部

を行わないことを決定した場合には、管財人は、本ＤＥＳ対象債権の全部

又は一部をデット・エクイティ・スワップの対象から除外することができ

る（この場合、本更生計画案における「本ＤＥＳ対象債権」は、当該除外

後の本ＤＥＳ対象債権をいうものとする。）。なお、本ＤＥＳ対象債権の更

生債権者ごとに、本ＤＥＳ対象債権の金額を、第９章・第２節・第１に定

める「募集株式１株あたりの払込金額」で除した際に生じる剰余額（余り

に相当する金額）は、本ＤＥＳ対象債権から除外されるものとし、当該剰

余額については、更生債権の最終の弁済期において、各更生債権者からの

請求に基づき更生会社が支払うものとする。 

 

オ 選択的デット・エクイティ・スワップ 
（ア）本新株予約権の払込みに伴う更生債権の消滅 

第２章・第２節・第５・４の定めにより、本新株予約権の払込みの対

象として特定された更生債権は、更生計画認可決定確定日から６か月

以内に到来する日であって、管財人が裁判所の許可を得て定める日に

おいて、本新株予約権の払込みに充てたものとして消滅し、当該更生債

権の更生債権者に対して本新株予約権を発行する。この場合、消滅した

更生債権の金額は、別表６－１（一般更生債権弁済計画表（事業収益弁

済（更生会社を主債務者とする一般更生債権）））及び別表６－２（一般

更生債権弁済計画表（事業収益弁済（保証債務履行請求権）））記載の当

該更生債権に係る最終の弁済期から遡って各年に弁済すべき金額から

控除する。 

 

（イ）本新株予約権の行使時の更生債権の消滅 

更生債権者が、第２章・第２節・第５・５の定めにより、自らに割り

当てられた本新株予約権を行使する際、現物出資の対象として、更生債

権を選択した場合（ただし、更生債権のうち本ＤＥＳ対象債権及び弁済

等により消滅したものを選択することはできないものとする。）、現物

出資の対象となった更生債権は消滅する。この場合、消滅した更生債権

の金額は、別表６－１（一般更生債権弁済計画表（事業収益弁済（更生

会社を主債務者とする一般更生債権）））及び別表６－２（一般更生債権
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弁済計画表（事業収益弁済（保証債務履行請求権）））記載の当該更生債

権に係る最終の弁済期から遡って各年に弁済すべき金額から控除する。 

 

第２ 保証債務履行請求権である一般更生債権の場合の特則 

１ 保証債務履行請求権のみを有する一般更生債権者の取扱い 

別表６－２（一般更生債権弁済計画表（事業収益弁済（保証債務履行請

求権）））記載の保証債務履行請求権である一般更生債権については、主債

務者が主たる債務の期限の利益を喪失することなく約定に基づく弁済を

継続している限り（子会社弁済計画が成立している場合には当該弁済計

画を履行している限り）、本節・第１・２（２）記載の弁済を留保する。 

主債務者が主たる債務の期限の利益を喪失した場合には、当該保証債

務履行請求権につき、別表６－２（一般更生債権弁済計画表（事業収益弁

済（保証債務履行請求権）））記載の確定一般更生債権額から当該期限の利

益を喪失した日までに主債務者が弁済した金額を控除した残額を確定一

般更生債権額とみなし、他の確定一般更生債権と同様に本節・第１・２（２）

記載の方法により弁済する。 

 

２ 保証債務履行請求権である一般更生債権とそれ以外の確定更生債権

を有する債権者の取扱い 

一人の債権者が、保証債務履行請求権である一般更生債権とそれ以

外の一般更生債権を有する場合は、前者（保証債務履行請求権である一

般更生債権）については、上記１の定めによる。後者（それ以外の一般

更生債権）について、本節・第１・２（２）の定めに基づき弁済を行う。 

ただし、前者（保証債務履行請求権である一般更生債権）について、

上記１の定めに基づき、本節・第１・２（２）の定めに基づく弁済を行

うこととなる場合には、前者（保証債務履行請求権である一般更生債権）

と後者（それ以外の一般更生債権）とを合算し、本節・第１・２（２）

の定めに従って弁済する。 

 

第３ 子会社の事前求償権についての取扱い 

別表６－３（一般更生債権弁済計画表（事業収益弁済（求償権）））記載の

子会社が更生会社に対して有する求償権である一般更生債権については、

子会社が、更生会社の債務に係る物上保証に基づいて、更生会社に代わり、

当該物上保証に係る債権全額を弁済するまで、本節・第１・２（２）記載の

弁済を留保する。 

子会社が、更生会社の債務に係る物上保証に基づいて、更生会社に代わり、
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当該物上保証に係る債権全額を弁済した場合には、会社更生法１３５条２

項、破産法１０４条５項、同条２項に基づき、子会社から弁済を受けた債権

者の有する原債権を確定一般更生債権とみなし、本節・第１・２（２）記載

の方法により弁済する。 

 

第４節 子会社を主債務者とする更生債権等が弁済を受けた場合の取扱い 

 

第１ 子会社を主債務者とする更生担保権が弁済を受けた場合の取扱い 

別表５－２（更生担保権弁済計画表（不動産に係る子会社を主債務とする更

生担保権））記載の子会社を主債務者とする更生担保権が、本章・第１節・第

１・２（２）ア及び本章・第１節・第１・３に基づいて弁済を受けた場合、並

びに子会社弁済計画に基づいて弁済を受けた場合には、別表５－２（更生担保

権弁済計画表（不動産に係る子会社を主債務とする更生担保権））記載の当該

更生担保権に係る最終の弁済期から遡って各年に弁済すべき金額から控除す

る。また、この場合には、当該更生担保権者が担保権の設定を受けている各不

動産（現に更生会社が所有する不動産に限る。）について有する各「新しい債

権額」の額で按分し（ただし、担保権の順位、根抵当権又は抵当権の別、共同

担保の関係、被担保債権の範囲等に照らして、管財人が合理的な調整を行うこ

とは妨げない。）、当該各「新しい債権額」に充当して減額する。 

 

 

第２ 子会社を主債務者とする一般更生債権（保証債務履行請求権）が弁済を

受けた場合の取扱い 

別表６－２（一般更生債権弁済計画表（事業収益弁済（保証債務履行請求

権）））記載の子会社を主債務者とする一般更生債権（保証債務履行請求権）が、

子会社弁済計画に基づいて子会社を主債務者とする主債務の弁済を受けた場

合には、別表６－２（一般更生債権弁済計画表（事業収益弁済（保証債務履行

請求権）））記載の当該一般更生債権に係る最終の弁済期から遡って各年に弁

済すべき金額から控除する。 

 

第５節 弁済に関するその他の事項 

 

第１ 弁済の場所等 

本更生計画案による弁済は、弁済時における更生会社の本店において行

う。ただし、更生債権者等が預金口座を指定しその口座への振り込みを求め

た場合には、更生会社の振込手数料負担において、債権者の指定する預金口
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座に振り込む方法で行う。なお、株主が、第９章・第１節・第４に基づく支

払について、預金口座を指定しその口座への振り込みを求めた場合には、振

込手数料は株主の負担とする。 

公租公課の納付は、徴収権者の指定する場所において行う。 

弁済日が、銀行休業日である場合は、翌営業日に弁済を行う。 

 

第２ 放棄又は取下げの取り扱い 

更生債権等の一部の放棄又は取下げがあったときは、放棄又は取下げ後

の債権額について本章の基準を適用し、その結果算出した金額を弁済額と

する。 

 

第３ 更生債権等の承継等について 

１ 更生債権等が相続等の包括承継により移転した場合は、当該包括承継

人に対して弁済する。 

 

２ 更生債権等が特定承継により移転した場合は、管財人の判断において

債権譲渡等の特定承継行為の有無及び対抗要件の具備を確認した上、当

該特定承継人を権利者として更生債権等の弁済を行う。 

 

３ 本章における更生債権等に関する権利の変更については、開始決定時

における債権者を基準としてその数ごとに行う 

 

第４ 免除の効力発生日 

本更生計画案本文に特段の定めがない限り、免除の効力は、更生計画認可

決定時に生ずる。 

 

第５ 端数の処理 

更生債権等に係る分割弁済により生じる債権額の１円未満の端数は、こ

れを切り上げて支払う。 

 

第６ 充当の順序 

弁済する更生債権等の中に利息、損害金を含む場合の充当順序は、本更生

計画案に特段の定めがないかぎり、元本、利息、損害金の順序とし、いずれ

の場合も同じ性質の債権については古いものから順次充当する。 
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第４章 弁済資金の調達方法 

第１ 弁済資金の調達 

更生債権等の弁済資金は、主として、事業収益金、資産の売却代金、手元資

金、必要な場合に裁判所の許可を得て行う借入金、スポンサー等を含む第三者

が募集株式を引き受けた場合の払込金又は事業譲渡代金等をもってこれに充

てる。なお、今後、更生会社グループの再建を支援するスポンサーが現れた場

合には、第９章・第２節に基づき、又は必要に応じて会社更生法２３３条１項

に基づき更生計画の変更を行い、当該スポンサーに対する募集株式の発行等

を行う予定である。 

 

第２ 予想超過収益金の使途（繰上弁済） 

更生計画遂行中に、予想超過収益金が生じた場合には、原則として、更生計

画の遂行に必要な費用、共益債権等の支払、借入金の返済又は更生会社の事業

の運営に必要な運転資金（危機対応に備えた余裕資金を含む。）の内部留保に

充て、さらに余裕があるときは、裁判所の許可を得て、本更生計画案によって

分割弁済の対象となっている更生担保権及び一般更生債権の繰上弁済に充て

ることができる。この場合、弁済した金額に相当する金額については、更生債

権等に係る最終の弁済期から遡って各年に弁済すべき金額から控除する。ま

た、本項に基づいて更生担保権者が弁済を受けた場合には、当該金額について

は、弁済を受けた各更生担保権者が担保権の設定を受けている各不動産（現に

更生会社が所有する不動産に限る。）について有する各「新しい債権額」の額

で按分し（ただし、担保権の順位、根抵当権又は抵当権の別、共同担保の関係、

被担保債権の範囲等に照らして、管財人が合理的な調整を行うことは妨げな

い。）、当該各「新しい債権額」に充当して減額する。 
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第５章 共益債権の弁済 

 共益債権（裁判所の許可に基づく和解により共益債権とされたものを含む。）

は、次のとおり取り扱う。 

 

第１ 支払共益債権 

更生手続開始決定日の翌日である令和８年５月９日から令和８年７月３１

日までに弁済した共益債権の合計額は４億４１２４万１２２円であり、その

内訳は別表１２（共益債権支払実績及び未払残高表）に記載のとおりである。 

 

第２ 未払共益債権 

更生会社の令和８年７月３１日現在の未払共益債権の合計額は２億１６０

２万７９０３円であり、その内訳は別表１２（共益債権支払実績及び未払残高

表）に記載のとおりである。 

 

第３ 共益債権の弁済方法 

未払共益債権及び令和８年７月３１日から更生手続終結までの間に生ずる

共益債権は、事業収益金等をもって随時弁済する。 
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第６章 少額更生債権等の弁済 

更生会社が、会社更生法４７条５項後段に基づき、裁判所の許可を得て弁済

した少額更生債権等は、別表１１（弁済した更生債権等一覧表）に記載のとお

りである。 
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第７章 未確定更生債権等の措置 

第１節 未確定更生債権等 

 

第１ 未確定更生担保権 

管財人は、別表９（未確定更生担保権一覧表）記載の更生担保権に関し、同

表「認めない額」欄記載の額についてこれを認めなかったところ、本更生計画

案提出時において、一般調査期間の末日から１か月を経過していないため、そ

の債権が確定していない。 

 

第２ 未確定一般更生債権 

管財人は、別表１０（未確定一般更生債権一覧表）記載の一般更生債権に関

し、同表「認めない額」欄記載の額についてこれを認めなかった。そして、本

更生計画案提出日時点において、一般調査期間の末日から１か月を経過して

いないため、その債権が確定していない。なお、別表１０（未確定一般更生債

権一覧表）記載の一般更生債権のうち、整理番号１及び２については、本更生

手続が開始される前に訴え提起がされたものであり、本更生計画案提出日現

在においても訴訟係属中である。 

 

第２節 未確定更生債権等の措置 

 

第１ 未確定更生担保権 

１ 確定前の取扱い 

別表９（未確定更生担保権一覧表）の未確定更生担保権のうち、一般更生

債権として認めているものについては、確定するまでの間、一般更生債権と

同様に取り扱うこととし、第３章・第３節の一般更生債権の権利の変更と弁

済方法の定めを適用して弁済する。 

 

２ 確定後の取扱い 

別表９（未確定更生担保権一覧表）の未確定更生担保権が確定したときは、

更生担保権として確定した額については、第３章・第１節の更生担保権の権

利の変更と弁済方法の定めを、一般更生債権として確定した額については

第３章・第３節の一般更生債権の権利の変更と弁済方法の定めを適用して

弁済する。この場合において、上記１による確定前の既払額は、それぞれ権

利変更後の弁済額に充当し、充当後において既に弁済期が経過している未

払金がある場合には、その金額を確定後の最初に到来する弁済期に加算し
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て弁済する。また、本項に基づいて更生担保権額が増額された場合には、当

該増額分の金額を、増額された更生担保権を有する更生担保権者が担保権

の設定を受けている各不動産（現に更生会社が所有する不動産に限る。）に

ついて有する各「新しい債権額」の額で按分し（ただし、担保権の順位、根

抵当権又は抵当権の別、共同担保の関係、被担保債権の範囲等に照らして、

管財人が合理的な調整を行うことは妨げない。）、当該各「新しい債権額」に

充当して増額する。 

 

第２ 未確定一般更生債権 

別表１０（未確定一般更生債権一覧表）の未確定更生債権が確定更生債権と

して確定したときは、その確定債権額については第３章・第３節の一般更生債

権の権利の変更と弁済方法の定めを適用する。確定期において既に弁済期が

経過している未払金がある場合には、その金額を確定後の最初に到来する弁

済期に加算して弁済する。  
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第８章 担保権等の措置 

第１節 存続する担保権 

 

第１ 不動産を目的とする担保権 

１ 担保権の存続 

別表７－１（存続する担保権一覧表（不動産））記載の担保権は、更生

計画認可決定後も、同各表の「新しい債権額」欄記載の限度で従前の順位

により存続する。 

 

２ 担保権の消滅時期 

別表７－１（存続する担保権一覧表（不動産））記載の担保権は、第３

章・第１節・第１・２の定めに基づく更生担保権者が有する被担保債権全

額の弁済が完了したとき、又は第３章・第１節・第１・３の定めに基づい

て管財人が裁判所の許可を得て担保不動産を売却したときに消滅する。 

 

３ 担保権が消滅した場合の抹消登記手続 

上記２により担保権が消滅した場合、当該担保権に係る担保権者は、管

財人の書面による要請があった日から２週間以内に、担保権設定登記の

抹消登記手続その他担保権の抹消に必要な一切の書類を管財人に対して

交付する。ただし、不動産を目的とする担保権が第３章・第１節・第１・

３の定めに基づいて管財人が裁判所の許可を得て担保不動産を売却する

ことにより消滅するときは、当該担保権に係る担保権者は、当該不動産の

決済引渡日までに、担保権設定登記の抹消登記手続その他担保権の抹消

に必要な一切の書類を管財人に対して交付する。 

 

第２ 定期預金を目的とする担保権 

１ 担保権の存続 

別表７－２（存続する担保権一覧表（預金））記載の担保権は、更生計

画認可決定後も、同各表の「新しい債権額」欄記載の限度で従前の順位に

より存続する。 

 

２ 担保権の消滅時期 

別表７－２（存続する担保権一覧表（預金））記載の担保権は第３章・

第１節・第２の定めに基づいて更生担保権者が有する被担保債権全額の
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弁済が完了したときに消滅する。この場合、担保権者は、管財人の要請に

より、当該担保権の解除手続をしなければならない。 

 

第３ 担保変換後の預金質権に係る担保権 

１ 担保権の存続 

更生計画認可決定までの間に裁判所の許可を得て設定された担保変換

に係る預金質権は、更生計画認可決定後も存続する。 

 

２ 担保権の消滅時期 

担保変換後の預金質権に係る担保権は、当該預金質権に係る預金を被

担保債権全額の弁済に充当するときに消滅する。この場合、担保権者は、

管財人の要請により、当該預金質権の解除手続をしなければならない。 

 

第２節 存続しない担保権 

 

別表７－１（存続する担保権一覧表（不動産））及び別表７－２（存続する

担保権一覧表（預金））記載の担保権を除き、更生会社の財産の上に設定され

た全ての担保権は、更生計画認可決定時に消滅する。 

 

 

第３節 登記等の費用 

 

本章による登記手続に要する登録免許税等の費用は、更生会社が負担する。

ただし、担保権者の商号又は住所の変更等に伴う変更登記のために要する登

録免許税等の費用は、当該担保権者の負担とする。 
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第９章 更生会社の措置 

第１節 株主の権利の変更等 

 

第１ 株式の消却等 

更生会社の発行済株式について、その全部を消却しない（いわゆる１０

０％減資は行わない。）。 

ただし、本章・第２節・第１の規定に基づいて新株が発行された場合、本

章・第２節・第２の規定に基づいて発行された本新株予約権が行使された場

合及びスポンサー等に対する第三者割当増資が行われる場合（本章・第３節

の規定に基づき新株又は新株予約権の発行が行われる場合を含む。）、これ

により、更生会社の発行済株式について、東証の上場廃止基準に反しない範

囲（希薄化率３００％以内の範囲）で、既存発行株式の価値は希薄化される

こととなる。 

 

第２ 資本金及び資本準備金の額の減少 

１ 更生会社は、資本金の額を以下のとおり減少する。 

（１）減少する資本金の額 

金６億４２０９万９９５９円 

 

（２）減少後の資本金の額 

金１億円 

 

（３）効力発生日 

資本金の額の減少は、更生計画認可決定日にその効力を生ずる。 

 

２ 更生会社は、資本準備金の額を以下のとおり減少する。 

（１）減少する資本準備金の額 

金８億８０６１万７２３９円 

 

（２）減少後の資本準備金の額 

金０円 

 

（３）効力発生日 

資本準備金の額の減少は、更生計画認可決定日にその効力を生ずる。 
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３ 再度の減資 

（１）資本金の額の減少 

ア 減少する資本金の額 

更生計画認可決定日から更生計画認可決定確定日後３か月を経過し

た日（当該日が休日の場合には翌営業日）までの間に、本章・第３節に

基づく払い込まれた株式の発行があった場合には、当該株式発行によ

り増加する資本金の額 

 

イ 減少後の資本金の額 

金１億円 

 

ウ 効力発生日 

上記ア記載の株式の発行日（当該日が休日の場合には翌営業日）にそ

の効力を生ずる。 

 

（２）資本準備金の額の減少 

ア 減少する資本準備金の額 

更生計画認可決定日から更生計画認可決定確定日後３か月を経過し

た日（当該日が休日の場合には翌営業日）までの間に、本章・第３節に

基づく払い込まれた株式の発行があった場合には、当該株式発行によ

り増加する資本準備金の額 

 

イ 減少後の資本準備金の額 

金０円 

 

ウ 効力発生日 

上記ア記載の株式の発行日（当該日が休日の場合には翌営業日）にそ

の効力を生ずる。 

 

４ 管財人は、上記１から３に規定する資本金及び資本準備金の額の減少

を行った後も、裁判所の許可を受けて、減少後の資本金の額を金１億円、

減少後の資本準備金の額を金０円とすることができる。それらの効力発

生日については、裁判所の許可を得て管財人が定める。また、管財人は、

裁判所の許可を受けて、資本金及び資本準備金の額の減少により生じた

その他資本剰余金について、既存のその他資本剰余金と併せ、繰越利益剰

余金の損失処理に充てることにより、繰越利益剰余金の欠損の填補を行
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うことができる。その場合の具体的金額及び効力発生日については、裁判

所の許可を得て管財人が定める。 

 

第３ 剰余金の配当・自己株式の取得 

１ 剰余金の配当 

会社更生手続中は、原則として、株主に対する剰余金の配当を行わない。 

ただし、株主に対する剰余金の配当を行うことについて適宜の方法に

より更生債権者等の意見を聞いた上で、裁判所の許可を得て、株主に対す

る剰余金の配当を行うことができる。 

 

２ 自己株式の取得 

管財人は、必要があると認めるときは、裁判所の許可を得て、分配可能

額の範囲で更生会社の株式の取得を行うことができる。取得する株式の

数（更生会社が種類株式発行会社である場合には種類及び数）、株式一株

を取得するのと引換えに交付する金銭等の内容及び数若しくは額又はこ

れらの算定方法、株式を取得するのと引換えに交付する金銭等の総額、株

式の譲渡しの申込みの期日等については、裁判所の許可を得て管財人が

定める。 

 

第４ 株主に対する清算価値の保障 

１ 対象となる株主 

会社更生法１９４条１項に基づき定められた「基準日」時点で更生会社の

株主名簿に記載されており、かつ、当該株主名簿に記載されている株式数の

全部又は一部（以下「本件対象株式」という。）を、令和１２年１０月末日

時点において継続して保有している株主（会社更生法１９４条１項に基づ

き定められた「基準日」時点で更生会社の株主名簿に記載されていた株主か

ら、当該株主名簿に記載されている株式全てを包括承継した株主を含む。以

下、「本件対象株主」という。）は、令和１２年１０月末日から３か月以内に

更生会社に対して書面により請求することにより、個別に下記２の適用を

受けることができる。ただし、会社更生法１９４条１項に基づき定められた

「基準日」時点で更生会社の株主名簿に記載されていた株主について、当該

株主名簿に記載されている株式数の一部を売却した場合には、その残部の

みを本件対象株式として下記２を適用し、その後、令和１２年１０月末日ま

でに更生会社の株式を買い増したとしても、新たに増加した株式に対して

は下記２を適用しない。また、本件対象株主が、本件対象株式に加えて更生

会社の株式を買い増した場合には、会社更生法１９４条１項に基づき定め



 

 55 

られた「基準日」時点で更生会社の株主名簿に記載されている株式数に相当

する数の株式に対してのみ下記２を適用し、新たに増加した株式に対して

は下記２を適用しない。 

 

２ 支払方法 

本件対象株主が保有する本件対象株式（株式の併合、株式無償割当て、株

式の分割、その他の本件対象株主の意思に基づかない理由により本件対象

株式の数が増減した場合においては、増減後の株式数とする。）について、

令和１３年３月末日限り、下記①と②とを比較し、①が②を上回っていた場

合に、その差額を支払う。ただし、下記①が②と同額である場合、又は下記

①が②を下回る場合には、本件対象株主が保有する本件対象株式の数に１

円を乗じて算出される金額（株式の併合、株式無償割当て、株式の分割、そ

の他の本件対象株主の意思に基づかない理由により本件対象株式の数が増

減した場合には、増減した割合に応じて１株あたりの金額を調整する。）を

支払う。 

記 

① 更生会社が更生手続開始決定日時点で清算した場合の残余財産の分

配により得ることが見込まれる利益の額（株式の併合、株式無償割当て、

株式の分割、その他の本件対象株主の意思に基づかない理由により本

件対象株式の数が増減した場合には、増減した割合に応じて１株あた

りの金額を調整する。） 

② 本件対象株式に係る令和１２年１０月末日時点の評価額（当該株式

が国内に開設されている取引所金融商品市場に上場している場合は、

令和１２年１０月末日時点の当該市場における本件対象株式の終値に

よる。）に、本件対象株主が保有する本件対象株式の数を乗じて算出さ

れる金額 

 

３ 更生債権等の弁済が早期に完了した場合の特則 

更生債権等の弁済が、令和１２年１０月末日よりも早期に完了した場合

における上記１及び２の適用については、各項中「令和１２年１０月末日」

とあるのは、「更生債権等の弁済が完了した日の属する月の末日」とし、上

記２中「令和１３年３月末日限り」とあるのは、「更生債権等の弁済が完了

した日から５か月後の日の属する月の末日限り」とする。 

 

第５ 株式の併合 

管財人は、必要があると認めるときは、裁判所の許可を得て、株式の併合を
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行うことができる。この場合、併合の割合、株式の併合がその効力を生ずる日、

併合する株式の種類その他の事項は、裁判所の許可を得て管財人がこれを定

める。 

 

第６ 株式の分割 

管財人は、必要があると認めるときは、裁判所の許可を得て、株式の分割を

行うことができる。この場合、株式の分割により増加する株式の総数の株式の

分割前の発行済株式の総数に対する割合、株式の分割がその効力を生ずる日、

分割する株式の種類その他の事項は、裁判所の許可を得て管財人がこれを定

める。 

 

第２節 更生債権者等に対する新株及び新株予約権の発行 

 

第１ 更生債権者に対する新株の発行 

更生会社は、第３章・第３節・第１・２（２）エの定めるところにより、

本ＤＥＳ対象債権が消滅した場合には、次のとおり各更生債権者がＡ種種

類株式の発行価額の払込みをしたものとみなして、Ａ種種類株式を発行す

る。なお、下記５に定める日までに更生会社の普通株式の上場廃止が決定さ

れた場合、又は、管財人が裁判所の許可を得て本ＤＥＳ対象債権を対象とす

るデット・エクイティ・スワップの全部又は一部を行わないことを決定した

場合には、管財人は、本ＤＥＳ対象債権の全部又は一部をデット・エクイテ

ィ・スワップの対象から除外することができ、その範囲でＡ種種類株式は発

行されないものとする。 

 

１ 募集株式の種類 

別表１３（定款変更表）に基づく変更後の定款に定めるＡ種種類株式（以

下「Ａ種種類株式」という。） 

 

２ 募集株式の数 

各更生債権者ごとの本ＤＥＳ対象債権を１株あたりの払込金額で除して

得られる最大整数の合計数 

 

３ 募集株式１株あたりの払込金額 

１株あたり１３０円（ただし、管財人は、裁判所の許可を得て、１株あた

り１３０円を超える金額に改めることができる。） 
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４ 出資の目的 

以下のとおり、金銭以外の財産を出資の目的とする。 

（１）財産の内容 

本ＤＥＳ対象債権 

 

（２）財産の価額 

本ＤＥＳ対象債権の金額 

 

５ 募集株式と引き換えにする出資の目的である財産の給付の期日 

更生計画認可決定確定日から３か月以内に到来する日であって、管財人

が裁判所の許可を得て定める日とする。 

 

６ 増加する資本金及び資本準備金 

（１）資本金 

本ＤＥＳ対象債権の２分の１相当額 

 

（２）資本準備金 

本ＤＥＳ対象債権の２分の１相当額 

 

７ 募集株式の割当先 

本ＤＥＳ対象債権を有する更生債権者に対し、当該更生債権者が有する

本ＤＥＳ対象債権を１株あたりの払込金額で除して得られる最大整数のＡ

種種類株式を割り当てる。 

 

第２ 更生債権者等に対する新株予約権の発行 

更生会社は、第３章・第１節・第３・１及び第３章・第３節・第１・２（２）

オの定めるところにより、本新株予約権の払込みの対象として特定された

更生債権等が消滅した場合には、次のとおり、当該更生債権等に係る更生債

権者等が本新株予約権の発行価額の払込みをしたものとみなして、当該更

生債権者等に対し、第１回新株予約権（以下「本新株予約権」という。）を

発行する。ただし、下記３に定める日までの間、管財人は裁判所の許可を得

て本新株予約権の全部又は一部の割当てを行わないことを決定することが

できる。 

 

１ 募集新株予約権の総数 

第２章・第２節・第５・２及び第２章・第２節・第５・３の規定により決
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定される本新株予約権割当数の合計 

 

２ 新株予約権の払込金額 

本新株予約権１個につき、金１７８８円 

 

３ 割当日 

更生計画認可決定確定日から６か月以内に到来する日であって、管財人

が裁判所の許可を得て定める日とする。 

 

４ 割当方法 

管財人は、裁判所の許可を得て、第２章・第２節・第５・２及び第２章・

第２節・第５・３の規定により、本新株予約権を希望する更生債権者等に対

し、本新株予約権を割り当てる。 

 

５ 新株予約権の内容 

本新株予約権の内容は次のとおりとする。 

 

1. 本新株予約権の目的である株式の種類及び数 

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類は、当会社の普通株式とする。 

(2) 本新株予約権 1 個あたりの目的である株式の数（以下「対象株式数」という。）

は、金 1,000,000 円を、その時点で有効な行使価額（下記第 2項(2)に定義する。）

で除して得られる最大整数とする（ただし、1 株未満の端数が生じたときはこれ

を切り捨て、現金による調整は行わない。）。 

2. 本新株予約権の行使に際して出資する財産の内容及び価額 

(1) 本新株予約権の行使に際して出資する財産は、当会社に係る更生手続（東京地方

裁判所令和 8 年（ミ）第 4号）における確定更生担保権又は確定更生債権（以下、

総称して「確定更生債権等」という。）であって、同更生手続において同裁判所よ

り認可された更生計画に基づき出資の対象として特定されるものとし、その 1 個

あたりの価額は、金 1,000,000 円とする。本新株予約権の行使に際して出資され

た確定更生債権等は、当該出資と同時に、弁済期が到来したものとみなされ、か

つ消滅する。 

 

 
 

(2) 本新株予約権の行使により当会社が当会社の普通株式を交付する場合において、

本新株予約権の行使に際して出資される確定更生債権等の当会社普通株式 1 株あ

たりの価額（以下「行使価額」という。）は、更生計画認可決定日に先立つ 45 取
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引日目に始まる連続する 30 取引日の東京証券取引所における当会社の普通株式

の毎日の終値の単純平均値（終値のない日数を除く。円単位未満小数第 1 位まで

算出し、その小数点以下第 1位を切り捨てる。以下同じ。）の 95％の価格とする。 

(3) ① 行使価額は、初回を 2027 年 4 月末日として、以後毎年 4 月末日及び 10 月末

日を行使価額修正日とし、行使価額修正日に先立つ 45 取引日目に始まる連続す

る 30 取引日の東京証券取引所における当会社の普通株式の毎日の終値の単純平

均値の 95％の価格に修正する。 

② 上記①の行使価額の算出の結果、行使価額が金 200 円（以下「下限行使価額」

という。ただし、本(3)乃至下記(5)による調整を受ける。）を下回る場合には、行

使価額は下限行使価額とする。また、上記①の行使価額の算出の結果、行使価額

が金 600 円（以下「上限行使価額」という。ただし、本(3)乃至下記(5)による調

整を受ける。）を上回る場合には、行使価額は上限行使価額とする。 

(4) 当会社が株式の分割、株式無償割当て又は株式の併合を行う場合は、次の算式に

より行使価額、下限行使価額及び上限行使価額を調整する。ただし、この調整は、

当該調整の時点で発行又は行使されていない本新株予約権に係る行使価額につい

てのみ行う。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
1 

分割・併合の比率 

※「行使価額」は、適宜「下限行使価額」・「上限行使価額」に読み替える。
 

(5) 行使価額、下限行使価額及び上限行使価額の調整を必要とする事由が生じた場合

は、管財人又は当会社は、行使価額、下限行使価額及び上限行使価額について、

裁判所の許可を得たうえで、合理的な範囲で必要と認める調整を行うことができ

る。 

3. 本新株予約権を行使することができる期間（行使期間） 

 割当日以降、割当日から 10 年が経過する日まで本新株予約権を行使することが

できる。 

4. 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本

準備金に関する事項 

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第 17 条第 1 項に従い算出される資本金等増加限度額の 2 分の 1 の金

額とし、計算の結果生じる 1円未満の端数は、これを切り上げる。 

 
 

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額

は、上記(1)記載の資本金等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額

を減じた額とする。 

5. 譲渡による本新株予約権の取得の制限 
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 譲渡による本新株予約権の取得については、当会社の取締役会の決議による承認

を要するものとする。 

6. 本新株予約権の取得事由 

 当会社は、当会社の事業を支援する者との間で第三者割当増資等に関する契約を

締結した場合、東京証券取引所において当会社の普通株式の上場廃止が決定され

た場合、割当日から 10 年が経過した場合、その他、裁判所の許可を得て管財人が

決定した場合、会社法第 273 条第 2項の規定に従って 15 取引日前に通知をした

うえで、当会社の取締役会が裁判所の許可を得て定める取得日に、本新株予約権

1 個あたり本新株予約権払込金額相当額と同額で、本新株予約権者（当会社を除

く｡）の保有する本新株予約権の全部又は一部を取得することができる。 

7. 組織再編行為による承継新株予約権の交付 

 当会社が、当会社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当会社が分割会

社となる吸収分割若しくは新設分割、又は当会社が完全子会社となる株式交換若

しくは株式移転（以下、総称して「組織再編行為」という。）を行う場合は、組織

再編行為の効力発生の直前の時点において行使されておらず、かつ当会社により

取得されていない本新株予約権の新株予約権者に対し、その有する本新株予約権

に代えて、組織再編行為の内容に応じて、合併における存続会社若しくは新設会

社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、又は株式交換若しくは株式移

転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下、総称して「再編

対象会社」という。）の新株予約権（以下「承継新株予約権」という。）を、以下

の条件に従って交付する。ただし、以下の条件に合致する再編対象会社の新株予

約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 新株予約権者が保有する新株予約権の数を基準に、管財人が裁判所の許可を得て

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に決定する数とする。 

(2) 交付する新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とする。 

(3) 交付する新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

 管財人が裁判所の許可を得て組織再編行為の条件等を勘案して合理的に決定する

数とする。 
 

(4) 交付する新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 承継新株予約権の行使に際して出資される財産は確定更生債権等とし、その 1 個

あたりの価額は、1,000,000 円とする。その他本要項に掲げる事項（行使価額、行

使期間等を含む。）については、裁判所の許可を得て、本要項に従い、必要最小限

かつ合理的な範囲で調整を行う。 
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(5) 交付する新株予約権の行使期間 

 組織再編行為の効力発生日から、上記第 3項に定める行使期間の末日までとする。 

(6) 交付する新株予約権の行使の条件 

 なし。 

(7) 交付する新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及

び資本準備金に関する事項 

 上記第 4項に定めるところと同様とする。 

(8) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとす

る。 

(9) 交付する新株予約権の取得事由 

 なし。 

(10) 組織再編行為の際の取扱い 

 本第 7項に定めるところと同様とする。 

 

 
第３節 払込みによる新株及び新株予約権の発行 

 

第１ 払込みによる新株（普通株式）の発行 

更生会社は、次のとおり第三者割当てによる新たに払込みを受けて、新株

を発行する。 

１ 募集株式の種類 

更生会社の普通株式 

 

２ 募集株式の数 

管財人が６５３万６８００株（ただし、更生会社の株式につき、株式分割、

株式併合又はこれに類する事由があった場合には、管財人により適切に調

整される。）を超えない範囲、かつ、東証の上場廃止基準に反しない範囲で、

裁判所の許可を得て定める数とする。 

 

３ 募集株式１株あたりの払込金額 

募集株式１株につき金１５０円（ただし、更生会社の株式につき、株式分

割、株式併合又はこれに類する事由があった場合には、管財人により適切に

調整される。）以上の金額で、管財人が裁判所の許可を得て定める金額とす

る。 
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４ 出資の目的 

金銭  

 

５ 募集株式と引き換えにする出資の目的である金銭の払込みの期日 

更生計画認可決定確定日以降の日であって、管財人が裁判所の許可を得

て定める日とする。 

 

６ 増加する資本金及び資本準備金 

（１）資本金 

払込金額の総額の２分の１相当額 

 

（２）資本準備金 

払込金額の総額の２分の１相当額 

 

７ 募集株式の割当て 

募集株式は、管財人が裁判所の許可を得て指定する者に割り当てる。 

 

第２ 追加的な払込みによる新株（普通株式）の発行 

管財人は、裁判所の許可を得て、本章・第５節による変更後の定款第６条

に定める発行可能株式総数に満つるまで新株を発行することができる。 

また、管財人は、裁判所の許可を得て、発行可能株式総数についての定款

第６条をさらに変更した上、新株を発行することができる。 

その場合の新株の割当ては、裁判所の許可を得て、管財人が行う。 

 

第３ 払込みによる新株（Ｂ種種類株式）の発行 

更生会社は、次のとおり第三者割当てにより新たに払込みを受けて、新株

（Ｂ種種類株式）を発行することができる。この場合、管財人は、本章・第

５節による変更後の定款につき、裁判所の許可を得て、Ｂ種種類株式（下記

８記載のただし書による内容を含む。）に係る定款変更を行う。 

 

１ 募集株式の種類 

更生会社のＢ種種類株式 

 

２ 募集株式の数 

管財人が６５３万６８００株（ただし、更生会社の株式につき、株式分割、

株式併合又はこれに類する事由があった場合には、管財人により適切に調
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整される。）を超えない範囲、かつ、東証の上場廃止基準に反しない範囲で、

裁判所の許可を得て定める数とする。 

 

３ 募集株式１株あたりの払込金額 

募集株式１株につき金１００円（ただし、更生会社の株式につき、株式分

割、株式併合又はこれに類する事由があった場合には、管財人により適切に

調整される。）以上の金額で、管財人が裁判所の許可を得て定める金額とす

る。 

 

４ 出資の目的 

金銭  

 

５ 募集株式と引き換えにする出資の目的である金銭の払込みの期日 

更生計画認可決定確定日以降の日であって、管財人が裁判所の許可を得

て定める日とする。 

 

６ 増加する資本金及び資本準備金 

（１）資本金 

払込金額の総額の２分の１相当額 

 

（２）資本準備金 

払込金額の総額の２分の１相当額 

 

７ 募集株式の割当て 

募集株式は、管財人が裁判所の許可を得て指定する者に割り当てる。 

 

８ その他の内容 

Ａ種種類株式と同じとする。ただし、管財人は、Ｂ種種類株式の内容につ

いて、裁判所の許可を得て、Ａ種種類株式と異なる内容とすることができる。 

 

第４ 払込みによる新株予約権の発行 

更生会社は、次のとおり第三者割当てによる新たに払込みを受けて、第２

回新株予約権を発行する。 

 

１ 募集新株予約権の総数 

管財人が２０００個（ただし、更生会社の株式につき、株式分割、株式併
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合又はこれに類する事由があった場合には、管財人により適切に調整され

る。）を超えない範囲、かつ、東証の上場廃止基準に反しない範囲で、裁判

所の許可を得て定める数とする。 

 

２ 新株予約権の払込金額 

募集新株予約権１個につき、管財人が裁判所の許可を得て定める金額と

する。 

 

３ 割当日 

管財人が裁判所の許可を得て定める日とする。 

 

４ 割当方法 

募集新株予約権は、管財人が裁判所の許可を得て指定する者に割り当て

る。 

 

５ 新株予約権の内容 

第２回新株予約権の内容は次のとおりとする。 

1. 第 2 回新株予約権の目的である株式の種類及び数 

(1) 第 2 回新株予約権の目的である株式の種類は、当会社の普通株式とする。 

(2) 第 2 回新株予約権 1個当たりの目的である株式の数（以下「対象株式数」という。）

は、金 1,000,000 円を、その時点で有効な行使価額（下記第 2項(2)に定義する。）

で除して得られる最大整数とする（ただし、1 株未満の端数が生じたときはこれ

を切り捨て、現金による調整は行わない。）。 

2. 第 2 回新株予約権の行使に際して出資する財産の内容及び価額 

(1) 第 2 回新株予約権の行使に際して出資する財産は、金銭とし、その価額は、金

1,000,000 円とする。 

(2) 第 2 回新株予約権の行使により当会社が当会社の普通株式を交付する場合におい

て、第 2 回新株予約権の行使に際して出資される金銭の当会社普通株式 1 株あた

りの価額（以下「行使価額」という。）は、第 2回新株予約権の発行決定日に先立

つ 45 取引日目に始まる連続する 30 取引日の東京証券取引所における当会社の普

通株式の毎日の終値の単純平均値（終値のない日数を除く。円単位未満小数第 1

位まで算出し、その小数点以下第 1 位を切り捨てる。以下同じ。）の 95％の価格

とする。 

 

 

(3) ① 行使価額は、初回を第 2 回新株予約権の発行後最初に到来する 4 月末日又は
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10 月末日のいずれか早い日として、以後毎年 4 月末日及び 10 月末日を行使価額

修正日とし、行使価額修正日に先立つ 45 取引日目に始まる連続する 30 取引日の

東京証券取引所における当会社の普通株式の毎日の終値の単純平均値の 95％の

価格に修正する。 

② 上記①の行使価額の算出の結果、行使価額が下限行使価額（管財人が裁判所

の許可を得て定める。）を下回る場合には、行使価額は下限行使価額とする。また、

上記①の行使価額の算出の結果、行使価額が上限行使価額（管財人が裁判所の許

可を得て定める。）を上回る場合には、行使価額は上限行使価額とする。 

(4) 当会社が株式の分割、株式無償割当て又は株式の併合を行う場合は、次の算式に

より行使価額、下限行使価額及び上限行使価額を調整する。ただし、この調整は、

当該調整の時点で発行又は行使されていない第 2 回新株予約権に係る行使価額に

ついてのみ行う。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
1 

分割・併合の比率 

※「行使価額」は、適宜「下限行使価額」・「上限行使価額」に読み替える。
 

(5) 行使価額、下限行使価額及び上限行使価額の調整を必要とする事由が生じた場合

は、管財人又は当会社は、行使価額、下限行使価額及び上限行使価額について、

裁判所の許可を得たうえで、合理的な範囲で必要と認める調整を行うことができ

る。 

3. 第 2 回新株予約権を行使することができる期間（行使期間） 

 割当日以降、割当日から 10 年が経過する日まで第 2 回新株予約権を行使するこ

とができる。 

4. 第 2 回新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び

資本準備金に関する事項 

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第 17 条第 1 項に従い算出される資本金等増加限度額の 2 分の 1 の金

額とし、計算の結果生じる 1円未満の端数は、これを切り上げる。 

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額

は、上記(1)記載の資本金等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額

を減じた額とする。 

5. 譲渡による第 2回新株予約権の取得の制限 

 譲渡による第 2 回新株予約権の取得については、当会社の取締役会の決議による

承認を要するものとする。 

 
 

6. 第 2 回新株予約権の取得事由 

 当会社は、当会社の事業を支援する者との間で第三者割当増資等に関する契約を
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締結した場合、東京証券取引所において当会社の普通株式の上場廃止が決定され

た場合、割当日から 10 年が経過した場合、その他、裁判所の許可を得て管財人が

決定した場合、会社法第 273 条第 2項の規定に従って 15 取引日前に通知をした

うえで、当会社の取締役会が裁判所の許可を得て定める取得日に、第 2 回新株予

約権 1 個あたり第 2 回新株予約権の払込金額と同額で、第 2 回新株予約権者（当

会社を除く｡）の保有する第 2 回新株予約権の全部又は一部を取得することがで

きる。 

7. 組織再編行為による承継新株予約権の交付 

 当会社が、当会社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当会社が分割会

社となる吸収分割若しくは新設分割、又は当会社が完全子会社となる株式交換若

しくは株式移転（以下、総称して「組織再編行為」という。）を行う場合は、組織

再編行為の効力発生の直前の時点において行使されておらず、かつ当会社により

取得されていない第 2 回新株予約権の新株予約権者に対し、その有する第 2 回新

株予約権に代えて、組織再編行為の内容に応じて、合併における存続会社若しく

は新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、又は株式交換若しく

は株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下、総称し

て「再編対象会社」という。）の新株予約権（以下「承継新株予約権」という。）

を、以下の条件に従って交付する。ただし、以下の条件に合致する再編対象会社

の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新

設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 新株予約権者が保有する新株予約権の数を基準に、管財人が裁判所の許可を得て

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に決定する数とする。 

(2) 交付する新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とする。 

(3) 交付する新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

 管財人が裁判所の許可を得て組織再編行為の条件等を勘案して合理的に決定する

数とする。 

(4) 交付する新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 承継新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、

1,000,000 円とする。その他本要項に掲げる事項（行使価額、行使期間等を含む。）

については、裁判所の許可を得て、本要項に従い、必要最小限かつ合理的な範囲

で調整を行う。 

 
 

(5) 交付する新株予約権の行使期間 

 組織再編行為の効力発生日から、上記第 3項に定める行使期間の末日までとする。 
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(6) 交付する新株予約権の行使の条件 

 なし。 

(7) 交付する新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及

び資本準備金に関する事項 

 上記第 4項に定めるところと同様とする。 

(8) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとす

る。 

(9) 交付する新株予約権の取得事由 

 なし。 

(10) 組織再編行為の際の取扱い 

 本第 7項に定めるところと同様とする。 

 

 

第４節 役員の選任等 

第１ 役員の選任 

次の者を役員に選任する。管財人石田雅文は、更生計画認可決定の時をも

って管財人を退任し、取締役に就任する。 

 

１ 取締役 

石 田 雅 文 

奥 村 竜 弥 

前 田 千代子（四十山 千代子） 

２ 監査役 

大 田 貴 之 

長谷川 正 勝 

大 橋 大 輔 

３ 会計監査人 

監査法人アリア 

以上の役員以外の役員については、会社更生法２１１条４項に基づき、更

生計画認可決定の時に退任する。 

 

第２ 代表取締役の選定 

次の者を代表取締役に選定する。 
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石 田 雅 文 

住所：愛知県日進市赤池一丁目１９０１番地 

 

第３ 取締役及び監査役の任期 

本節・第１記載の取締役、監査役及び会計監査人並びに本節・第２記載の代

表取締役の任期は、更生計画認可決定の日から１年又は同決定の日から１年

以内の最終の決算期に関する定時株主総会の終結時までのいずれか短い期間

とする。 

 

第４ 役員の変更、補充又は増員 

本節・第３記載の任期内に役員の変更、補充又は増員の必要が生じたときは、

裁判所の許可を得て管財人が選任又は選定する。ただし、管財人が適当と認め

るときは、裁判所の許可を得て、取締役、監査役及び会計監査人の選任方法を、

更生会社の定款に基づく会社法３０９条１項の株主総会による普通決議の方

法とすることができる。変更又は補充により選任又は選定された役員の任期

は、前任者と同一期間とし、増員により選任又は選定された役員の任期は、他

の役員の残任期間と同一期間とする。 

 

第５ 任期満了に伴う役員選任等 

役員について任期が満了したときは、管財人が、裁判所の許可を得て、新た

な役員を選任又は選定する。なお、従前選任又は選定された役員の全部又は一

部を再度選任又は選定することを妨げない。管財人によって選任又は選定さ

れた役員の任期は、下記のとおりとする。 

取締役 １年 

代表取締役 １年 

監査役 １年 

会計監査人 １年 

ただし、管財人が適当と認めるときは、裁判所の許可を得て、取締役、監査

役及び会計監査人の選任方法を、更生会社の定款に基づく会社法３０９条１

項の株主総会による普通決議の方法とすることができる。なお、管財人が更生

会社の役員の選任又は選定の権限を有する間は、更生会社の株主総会は、更生

会社の役員の選任権限を有しない。 

 

第６ 役員の報酬 

更生会社の役員は、更生手続終結までの間の報酬を更生会社に請求するこ

とはできない。 
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ただし、更生計画認可決定後、会社更生法７２条４項前段の規定による裁判

所の決定に基づき当該役員がその権限を回復している期間に限り、同法６６

条２項の規定により、裁判所の許可を得て管財人が決定した報酬を請求する

ことができる。 

 

第７ 取締役等の権限の回復 

１ 取締役及び監査役の権限の回復 

管財人は、取締役会及び監査役会の実効性及び内部管理体制が確立され

たと判断するときその他適切と認めるときは、会社更生法７２条４項前段

及び５項に基づき、管財人の申立てに基づく裁判所の決定により、同法７２

条１項の規定について、更生計画認可決定後の更生会社に対して適用され

ないものとし、これにより、取締役（取締役会を含む。）及び監査役（監査

役会を含む。）の権限を回復させることができる。この場合、本更生計画案

において、管財人が更生会社の事業経営権及び財産管理処分権に基づき行

うものとされている行為については、更生会社が行うものとして適宜読み

替えて規定を適用する。 

 

２ 管財人による監督 

上記１の規定に基づき取締役（取締役会を含む。）及び監査役（監査役会

を含む。）がその権限を回復したときは、管財人は、取締役（取締役会を含

む。）及び監査役（監査役会を含む。）を監督する。管財人は、会社更生法７

２条４項後段に基づく監督権の行使にあたっては、更生会社及び子会社等

の取締役会及び監査役会に出席することができるものとし、取締役、監査役

及び使用人に対して、必要な助言を与えるとともに、同法７７条１項及び２

項に基づき、更生会社及び子会社等に対して、その業務及び財産の状況につ

き報告を求め、又はその帳簿、書類その他の物件を検査することができる。 

 

３ 役員の変更又は回復した権限の取消し 

上記２に規定する監督の結果、管財人が必要と認めるときは、管財人は、

本節・第４に基づき裁判所の許可を得て役員を変更し、又は会社更生法７２

条６項に基づき上記１に規定する役員の権限の回復の取消しを求めること

ができる。 

 

第５節 定款の変更 

更生会社は、更生計画認可決定日をもって、定款の一部を別表１３（定款変更

表）記載のとおり変更する。 
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管財人は、更生計画の認可決定後も、裁判所の許可を得て、更生会社の定款を

さらに変更することができる。 

 

 

第６節 事業譲渡等 

管財人は、必要があるときは、裁判所の許可を得て、事業譲渡等（会社法４６

８条１項に規定する事業譲渡等をいう。以下同じ。）を行うことができる。この

場合、事業譲渡等の目的物、対価、相手方その他の事項は、裁判所の許可を得て、

管財人がこれを定める。 
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第１０章 その他の事項 

会社更生法１６７条１項６号又は７号に該当する事項はない。ただし、金融商

品取引法上の課徴金が課される可能性がある。 
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-2 担保権の目的物一覧表（建物）

-3 担保権の目的物一覧表（区分所有建物）

9 未確定更生担保権一覧表

10 未確定一般更生債権一覧表

11 弁済した更生債権等一覧表

12 共益債権支払実績及び未払残高表

13 定款変更表
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更生会社　株式会社トーシンホールディングス

（単位：円）

勘定科目 金額 勘定科目 金額

【流動資産】 2,522,932,805 【流動負債】 7,226,570,366

現金及び預金 1,261,725,379 買掛金 1,246,820

売掛金 30,691,191 短期借入金 4,739,856,868

商品及び製品 18,510,825 1年内返済予定の長期借入金 1,222,082,000

原材料及び貯蔵品 196,690 リース債務 11,576,010

前払金 2,000,000 未払金 1,073,865,843

前払費用 19,733,141 未払費用 52,066,844

未収入金 990,358,657 未払法人税等 8,315,200

預け金 23,300,000 未払消費税等 735,500

立替金 176,416,922 未払配当金 2,054,777

預り金 27,114,959

【固定資産】 12,861,852,579 前受金 18,590,730

（有形固定資産） 11,079,283,034 前受収益 1,631,034

建物 4,593,302,872 賞与引当金 8,033,781

建物附属設備 937,265,525 訂正関連費用引当金 59,400,000

構築物 86,321,176

車両運搬具 7,552,804 【固定負債】 7,813,593,496

工具、器具及び備品 5,141,555 長期借入金 6,117,337,000

土地 5,401,974,766 リース債務 40,062,968

リース資産 47,724,336 長期未払金 215,985,480

退職給付引当金 5,949,400

（無形固定資産） 113,829,603 預り敷金 224,104,207

借地権 111,500,000 預り保証金 96,654,000

電話加入権 2,329,600 役員退職慰労引当金 123,338,000

ソフトウェア 3 資産除去債務 8,835,600

関係会社事業損失引当金 817,075,854

（投資その他の資産） 1,668,739,942 繰延税金負債 164,250,987

投資有価証券 58,695,600

関係会社株式 110,630,001 <負債の部計> 15,040,163,862

出資金 10,000

長期貸付金 30,880,952 【株主資本】 318,890,815

関係会社長期貸付金 1,353,238,732

長期前払費用 79,145,592 [資本金] 742,099,959

敷金保証金 41,352,334

差入保証金 5,000,000 [資本剰余金] 880,617,239

会員権 26,027,273 資本準備金 880,617,239

長期性預金 108,929,289

デリバティブ資産 8,495,169 [利益剰余金] △ 1,253,783,402

貸倒引当金 △ 153,665,000 利益準備金 54,942,000

その他利益剰余金

圧縮積立金 313,317,787

別途積立金 195,000,000

繰越利益剰余金 △ 1,817,043,189

[自己株式] △ 50,042,981

【評価・換算差額等】 25,730,707

その他有価証券評価差額金 25,730,707

<純資産の部計> 344,621,522

15,384,785,384 15,384,785,384

※財産評定書提出日現在、貸借対照表（帳簿価額）につき、会計監査人による会計監査は未了である。

<<資産の部計>> <<負債・純資産の部計>>

貸　　借　　対　　照　　表

（帳　簿　価　額）

令和８年５月８日現在

資産の部 負債及び純資産の部

別表1-1
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更生会社　株式会社トーシンホールディングス

（単位：円）

勘定科目 金額 勘定科目 金額

【流動資産】 1,362,223,322 共益債権等

現金及び預金 382,261,445 【流動負債】 208,645,502

売掛金 9,255,002 買掛金 1,246,820

商品及び製品 18,510,825 短期借入金 0

原材料及び貯蔵品 196,690 1年内返済予定の長期借入金 0

前払金 2,000,000 リース債務 11,576,010

前払費用 19,733,141 未払金 68,593,354

未収入金 730,666,844 未払費用 1,353,337

預け金 23,300,000 未払法人税等 8,315,200

立替金 176,299,375 未払消費税等 735,500

未払配当金 2,054,777

【固定資産】 14,640,578,127 預り金 27,114,959

（有形固定資産） 11,079,283,034 前受金 18,590,730

建物 4,593,302,872 前受収益 1,631,034

建物附属設備 937,265,525 賞与引当金 8,033,781

構築物 86,321,176 訂正関連費用引当金 59,400,000

車両運搬具 7,552,804

工具、器具及び備品 5,141,555 【固定負債】 1,502,135,496

土地 5,401,974,766 長期借入金 0

リース資産 47,724,336 リース債務 40,062,968

長期未払金 21,864,480

（無形固定資産） 113,829,603 退職給付引当金 5,949,400

借地権 111,500,000 預り敷金 224,104,207

電話加入権 2,329,600 預り保証金 96,654,000

ソフトウェア 3 役員退職慰労引当金 123,338,000

資産除去債務 8,835,600

（投資その他の資産） 3,447,465,490 関係会社事業損失引当金 817,075,854

投資有価証券 58,695,600 繰延税金負債 164,250,987

関係会社株式 110,630,001

出資金 10,000 更生債権等 14,139,727,350

長期貸付金 30,880,952 一般更生債権 2,271,631,327

関係会社長期貸付金 694,000,000 更生担保権 11,868,096,023

長期前払費用 79,145,592

敷金保証金 41,352,334 <負債の部計> 15,850,508,348

差入保証金 5,000,000

会員権 26,027,273 【株主資本】 126,562,394

長期性預金 0

デリバティブ資産 0 [資本金] 742,099,959

求償権 2,555,388,738

貸倒引当金 △ 153,665,000 [資本剰余金] 880,617,239

資本準備金 880,617,239

[利益剰余金] △ 1,446,111,823

利益準備金 54,942,000

その他利益剰余金

圧縮積立金 313,317,787

別途積立金 195,000,000

繰越利益剰余金 △ 2,009,371,610

[自己株式] △ 50,042,981

【評価・換算差額等】 25,730,707

その他有価証券評価差額金 25,730,707

<純資産の部計> 152,293,101

16,002,801,449 16,002,801,449<<資産の部計>> <<負債・純資産の部計>>

貸　　借　　対　　照　　表

（財　産　評　定　後）

令和８年５月８日現在

資産の部 負債及び純資産の部

別表1-2
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更生会社　株式会社トーシンホールディングス

（単位：円）

勘定科目 金額 勘定科目 金額

【流動資産】 1,311,257,438 優先債権及び一般債権

現金及び預金 382,261,445 【流動負債】 270,180,521

売掛金 9,119,202 買掛金 1,246,820

商品及び製品 9,255,413 短期借入金 0

原材料及び貯蔵品 157,352 1年内返済予定の長期借入金 0

前払金 2,000,000 リース債務 11,576,010

前払費用 2,648,190 未払金 138,162,154

未収入金 706,216,461 未払費用 1,353,337

預け金 23,300,000 未払法人税等 8,315,200

立替金 176,299,375 未払消費税等 735,500

未払配当金 2,054,777

【固定資産】 11,693,459,866 預り金 27,114,959

（有形固定資産） 9,883,735,818 前受金 18,590,730

建物 4,149,406,070 前受収益 1,631,034

建物附属設備 0 賞与引当金 0

構築物 0 訂正関連費用引当金 59,400,000

車両運搬具 5,286,962

工具、器具及び備品 1,618,233 【固定負債】 1,503,011,324

土地 5,717,681,430 長期借入金 0

リース資産 9,743,123 リース債務 40,062,968

長期未払金 21,864,480

（無形固定資産） 206,610,000 退職給付引当金 11,747,700

借地権 206,610,000 預り敷金 224,104,207

電話加入権 0 預り保証金 96,654,000

ソフトウェア 0 役員退職慰労引当金 0

資産除去債務 784,700

（投資その他の資産） 1,603,114,048 関係会社事業損失引当金 0

投資有価証券 58,695,600 繰延税金負債 0

関係会社株式 749,222,416 清算費用引当金 286,680,392

出資金 10,000 担保権解除費用引当金 821,112,877

長期貸付金 0 破産債権等 12,040,783,001

関係会社長期貸付金 694,000,000 一般破産債権（金融債権等） 2,579,546,865

長期前払費用 0 別除権付破産債権 8,909,283,132

敷金保証金 33,104,434 開始後遅延損害金引当額 551,953,004

差入保証金 3,500,000

会員権 17,448,000 <負債の部計> 13,813,974,846

長期性預金 0

デリバティブ資産 0

求償権 47,133,598

貸倒引当金 0

<純資産の部計> △ 809,257,542

13,004,717,304 13,004,717,304<<資産の部計>> <<負債・純資産の部計>>

貸　　借　　対　　照　　表

（清　算　価　値）

令和８年５月８日現在

資産の部 負債及び純資産の部

別表1-3
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(単位：千円)

区分 金額

売上高 229,093

売上原価 6,067

売上総利益 223,026

販売費及び一般管理費 359,995

営業利益 -136,969

営業外収益 72,143

営業外費用 51,756

経常利益 -116,582

特別利益 8,075

特別損失 0

税引前当期純利益 -108,508

法人税、住民税及び事業税 262

法人税等調整額 0

法人税等 0

当期純利益 -108,770

損益計算書
（令和8年5月9日～令和8年7月31日）

別表2
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-

事
業

損
益

計
画

表

（
注

1
）
更

生
計

画
案

提
出

日
時
点
に
お
け
る
更
生
会
社
の
定
款
記
載
の
事
業
年
度

を
基

準
に
作

成
し
て
い
る
。

（
注

2
）
本

事
業

損
益

計
画

表
に
お
い
て
は

、
売

却
を
予

定
し
て
い
る
担

保
不

動
産

の
大

宗
に
つ
き
、
計

画
1
年

目
か

ら
2
年

目
に
か

け
て
売

却
が

完
了

す
る
と
の

前
提
を
置
い
て
試
算
を
し
て
い
る
が
、
各
担
保
不
動
産
の
実
際
の
売
却
時
期
は
こ
れ
と
異
な
る
可
能
性
が
あ
る
。
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弁
済
方
法
（
更
生
債
権
等
の
種
類
）

件
数

関
連

別
表

債
権
額

弁
済
額
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定

及
び
額
未
定

1,
45
6,
82
9,
38
8

1,
45
6,
82
9,
38
8

及
び
額
未
定
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（
注
1）

「
開
始
前
利
息
」
と
は
、
更
生
手
続
開
始
決
定
前
に
発
生
し
た
利
息
を
い
う
。

（
注
2）

「
開
始
前
損
害
金
」
と
は
、
更
生
手
続
開
始
決
定
前
に
発
生
し
た
損
害
金
を
い
う
。

（
注
3）

「
開
始
後
利
息
・
損
害
金
」
と
は
、
更
生
手
続
開
始
決
定
日
か
ら
更
生
計
画
認
可
決
定
日
ま
で
に
発
生
し
た
利
息
又
は
損
害
金
を
い
う
。

合
計

55

一
般
更
生
債
権

事
業
収
益
弁
済
（
求
償
権
）

デ
ッ
ト
・
エ
ク
イ
テ
ィ
・
ス
ワ
ッ
プ
（
一
般
更
生
債
権
の
う
ち
、
開
始
前
利
息
（
注

1）
、
開
始
前
損
害
金
（
注
2）

、
開
始
後
利
息
・
損
害
金
（
注
3）

部
分
）

13 6 1 15

事
業
収
益
弁
済
（
更
生
会
社
を
主
債
務
者
と
す
る
一
般
更
生
債
権
）

事
業
収
益
弁
済
（
保
証
債
務
履
行
請
求
権
）

6-
1

6-
2

6-
3

6-
4

小
計

35

弁
済
計
画
総
括
表

事
業
収
益
弁
済
（
不
動
産
に
係
る
子
会
社
を
主
債
務
者
と
す
る
更
生
担
保
権
）

4

5-
1

小
計

更
生
担
保
権

20

5-
2

事
業
収
益
弁
済
（
不
動
産
に
係
る
更
生
会
社
を
主
債
務
者
と
す
る
更
生
担
保
権
）

14

一
括
弁
済
（
預
金
に
係
る
更
生
担
保
権
）

2
5-
3

別
表
4
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第
1回

弁
済
期

〜
第
14
回
弁
済
期

第
15
回
弁
済
期

元
本

85
,4
50
,6
20

85
,4
50
,6
20

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
利
息
（
注
1）

0
0

0
0

開
始
前
損
害
金
（
注
2）

0
0

0
0

開
始
後
利
息
・
損
害
金
（
注
3）

0
0

0
0

認
可
決
定
後
利
息
（
注
4）

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

80
6,
84
6,
84
1

80
6,
84
6,
84
1

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
利
息

2,
47
9,
21
4

2,
47
9,
21
4

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
損
害
金

36
5,
11
1

36
5,
11
1

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

99
,2
98
,7
99

99
,2
98
,7
99

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
利
息

0
0

0
0

開
始
前
損
害
金

0
0

0
0

開
始
後
利
息
・
損
害
金

0
0

0
0

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

67
6,
30
1,
24
8

67
6,
30
1,
24
8

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
利
息

1,
10
5,
58
5

1,
10
5,
58
5

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
損
害
金

0
0

0
0

開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

4,
44
1,
87
0,
37
3

4,
44
1,
87
0,
37
3

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
利
息

19
,7
51
,5
50

19
,7
51
,5
50

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
損
害
金

22
,9
69
,2
62

22
,9
69
,2
62

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

株
式
会
社
三
菱
UF
J銀
行

10
6

5

更
生
担
保
権
弁
済
計
画
表

（
不
動
産
に
係
る
更
生
会
社
を
主
債
務
者
と
す
る
更
生
担
保
権
）

整
理

番
号

届
出

番
号

債
権
者
名

項
目

確
定
更
生
担
保
権
額

（
単
位
：
円
）

弁
済
総
額

（
単
位
：
円
）

弁
済
期

1
10
1

株
式
会
社
あ
い
ち
銀
行

2 4
10
5

瀬
⼾
信
⽤
金
庫

10
3

株
式
会
社
十
六
銀
行

3
10
4

株
式
会
社
三
十
三
銀
行

別
表
5
-
1
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第
1回

弁
済
期

〜
第
14
回
弁
済
期

第
15
回
弁
済
期

整
理

番
号

届
出

番
号

債
権
者
名

項
目

確
定
更
生
担
保
権
額

（
単
位
：
円
）

弁
済
総
額

（
単
位
：
円
）

弁
済
期

元
本

47
7,
18
8,
10
6

47
7,
18
8,
10
6

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
利
息

2,
41
9,
04
1

2,
41
9,
04
1

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
損
害
金

36
0,
73
9

36
0,
73
9

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

25
8,
82
8,
00
0

25
8,
82
8,
00
0

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
利
息

26
8,
36
5

26
8,
36
5

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
損
害
金

0
0

0
0

開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

17
6,
84
7,
08
8

17
6,
84
7,
08
8

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
利
息

0
0

0
0

開
始
前
損
害
金

0
0

0
0

開
始
後
利
息
・
損
害
金

0
0

0
0

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

10
8,
94
5,
52
0

10
8,
94
5,
52
0

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
利
息

0
0

0
0

開
始
前
損
害
金

0
0

0
0

開
始
後
利
息
・
損
害
金

0
0

0
0

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

16
2,
30
3,
10
7

16
2,
30
3,
10
7

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
利
息

0
0

0
0

開
始
前
損
害
金

0
0

0
0

開
始
後
利
息
・
損
害
金

0
0

0
0

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

9
11
0

株
式
会
社
商
工
組
合
中
央
金
庫

8
10
9

株
式
会
社
り
そ
な
銀
行

10
8

愛
知
県

株
式
会
社
大
垣
共
立
銀
行

10
7

6 10
11
1

株
式
会
社
百
五
銀
行

7
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第
1回

弁
済
期

〜
第
14
回
弁
済
期

第
15
回
弁
済
期

整
理

番
号

届
出

番
号

債
権
者
名

項
目

確
定
更
生
担
保
権
額

（
単
位
：
円
）

弁
済
総
額

（
単
位
：
円
）

弁
済
期

元
本

21
4,
41
2,
89
4

21
4,
41
2,
89
4

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
利
息

0
0

0
0

開
始
前
損
害
金

0
0

0
0

開
始
後
利
息
・
損
害
金

0
0

0
0

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

2,
56
5,
40
5,
85
9

2,
56
5,
40
5,
85
9

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
利
息

3,
33
3,
76
0

3,
33
3,
76
0

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
損
害
金

48
0,
98
5

48
0,
98
5

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

88
,9
37
,4
25

88
,9
37
,4
25

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
利
息

0
0

0
0

開
始
前
損
害
金

0
0

0
0

開
始
後
利
息
・
損
害
金

0
0

0
0

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

35
,9
95
,7
71

35
,9
95
,7
71

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
利
息

0
0

0
0

開
始
前
損
害
金

0
0

0
0

開
始
後
利
息
・
損
害
金

0
0

0
0

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

10
,1
98
,6
31
,6
51

10
,1
98
,6
31
,6
51

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
利
息

29
,3
57
,5
15

29
,3
57
,5
15

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
損
害
金

24
,1
76
,0
97

24
,1
76
,0
97

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

（
注
1）

「
開
始
前
利
息
」
と
は
、
更
生
手
続
開
始
決
定
前
に
発
生
し
た
利
息
を
い
う
。

（
注
2）

「
開
始
前
損
害
金
」
と
は
、
更
生
手
続
開
始
決
定
前
に
発
生
し
た
損
害
金
を
い
う
。

（
注
3）

「
開
始
後
利
息
・
損
害
金
」
と
は
、
更
生
手
続
開
始
決
定
日
か
ら
更
生
計
画
認
可
決
定
日
ま
で
に
発
生
し
た
利
息
又
は
損
害
金
を
い
う
。

（
注
4）

「
認
可
決
定
後
利
息
」
と
は
、
確
定
更
生
担
保
権
の
元
本
部
分
に
つ
い
て
、
更
生
計
画
認
可
決
定
日
の
翌
日
か
ら
発
生
す
る
利
息
を
い
う
。

以
上
14
件
合
計

11
11
2

株
式
会
社
名
古
屋
銀
行

14
11
5

株
式
会
社
み
ず
ほ
銀
行

13
11
4

株
式
会
社
関
⻄
み
ら
い
銀
行

12
11
3

株
式
会
社
三
井
住
友
銀
行
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第
1回

弁
済
期

〜
第
14
回
弁
済
期

第
15
回
弁
済
期

元
本

35
,1
79
,7
53

35
,1
79
,7
53

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
利
息
（
注
1）

0
0

0
0

開
始
前
損
害
金
（
注
2）

0
0

0
0

開
始
後
利
息
・
損
害
金
（
注
3）

0
0

0
0

認
可
決
定
後
利
息
（
注
4）

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

58
8,
65
5,
75
0

58
8,
65
5,
75
0

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
利
息

0
0

0
0

開
始
前
損
害
金

0
0

0
0

開
始
後
利
息
・
損
害
金

0
0

0
0

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

61
1,
30
9,
80
8

61
1,
30
9,
80
8

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
利
息

3,
29
5,
58
1

3,
29
5,
58
1

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
損
害
金

1,
16
8,
23
0

1,
16
8,
23
0

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

21
7,
22
0,
26
6

21
7,
22
0,
26
6

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
利
息

0
0

0
0

開
始
前
損
害
金

0
0

0
0

開
始
後
利
息
・
損
害
金

0
0

0
0

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

4
11
0

株
式
会
社
商
工
組
合
中
央
金
庫

1
10
1

株
式
会
社
あ
い
ち
銀
行

3
10
6

株
式
会
社
三
菱
UF
J銀
行

2
10
2

株
式
会
社
静
岡
銀
行

更
生
担
保
権
弁
済
計
画
表

（
不
動
産
に
係
る
子
会
社
を
主
債
務
者
と
す
る
更
生
担
保
権
）

整
理

番
号

届
出

番
号

債
権
者
名

項
目

確
定
更
生
担
保
権
額

（
単
位
：
円
）

弁
済
総
額

（
単
位
：
円
）

弁
済
期

別
表
5
-
2
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第
1回

弁
済
期

〜
第
14
回
弁
済
期

第
15
回
弁
済
期

整
理

番
号

届
出

番
号

債
権
者
名

項
目

確
定
更
生
担
保
権
額

（
単
位
：
円
）

弁
済
総
額

（
単
位
：
円
）

弁
済
期

元
本

1,
45
2,
36
5,
57
7

1,
45
2,
36
5,
57
7

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
利
息

3,
29
5,
58
1

3,
29
5,
58
1

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
前
損
害
金

1,
16
8,
23
0

1,
16
8,
23
0

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

確
定
更
生
担
保
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

（
注
1）

「
開
始
前
利
息
」
と
は
、
更
生
手
続
開
始
決
定
前
に
発
生
し
た
利
息
を
い
う
。

（
注
2）

「
開
始
前
損
害
金
」
と
は
、
更
生
手
続
開
始
決
定
前
に
発
生
し
た
損
害
金
を
い
う
。

（
注
3）

「
開
始
後
利
息
・
損
害
金
」
と
は
、
更
生
手
続
開
始
決
定
日
か
ら
更
生
計
画
認
可
決
定
日
ま
で
に
発
生
し
た
利
息
又
は
損
害
金
を
い
う
。

（
注
4）

「
認
可
決
定
後
利
息
」
と
は
、
確
定
更
生
担
保
権
の
元
本
部
分
に
つ
い
て
、
更
生
計
画
認
可
決
定
日
の
翌
日
か
ら
発
生
す
る
利
息
を
い
う
。

以
上
4件

合
計

82



弁
済
日

更
生
計
画
認
可
決
定
日
か
ら
1か

月
以
内

元
本

24
,0
38
,1
53

24
,0
38
,1
53

24
,0
38
,1
53

認
可
決
定
後
利
息
（
注
）

額
未
定

額
未
定

元
本
額

13
5,
06
2,
19
2

13
5,
06
2,
19
2

13
5,
06
2,
19
2

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

元
本
額

15
9,
10
0,
34
5

15
9,
10
0,
34
5

15
9,
10
0,
34
5

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

（
注
）
「
認
可
決
定
後
利
息
」
と
は
、
確
定
更
生
担
保
権
の
元
本
部
分
に
つ
い
て
、
更
生
計
画
認
可
決
定
日
の
翌
日
か
ら
発
生
す
る
利
息
を
い
う
。

以
上
2件

合
計

2
10
6

株
式
会
社
三
菱
UF
J銀
行

1
10
2

株
式
会
社
静
岡
銀
行

更
生
担
保
権
弁
済
計
画
表

（
預
金
に
係
る
更
生
担
保
権
）

整
理

番
号

届
出

番
号

債
権
者
名

確
定
更
生
担
保
権
額

（
単
位
：
円
）

弁
済
総
額

（
単
位
：
円
）

項
目

別
表
5
-
3

83



第
1回

更
生
担
保
権
弁
済
期

〜
更
生
担
保
権
の
最
終
弁
済
期
（
注
1）

第
1回

更
生
債
権
弁
済
期
以
降

最
終
弁
済
期

元
本

30
0,
17
0,
50
1

30
0,
17
0,
50
1

0
額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息
（
注
2）

額
未
定

額
未
定

額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

元
本

51
,9
24
,8
10

51
,9
24
,8
10

0
額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

元
本

21
4,
05
4,
93
7

21
4,
05
4,
93
7

0
額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

60
,6
64
,5
85

60
,6
64
,5
85

0
額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

87
,9
72
,0
15

87
,9
72
,0
15

0
額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

12
,9
43
,1
87

12
,9
43
,1
87

0
額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

10
8,
10
0,
91
2

10
8,
10
0,
91
2

0
額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

66
,5
11
,3
48

66
,5
11
,3
48

0
額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

99
,0
84
,1
23

99
,0
84
,1
23

0
額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

8,
60
2,
76
7

8,
60
2,
76
7

0
額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

56
,9
28
,3
99

56
,9
28
,3
99

0
額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

元
本

54
,3
64
,5
75

54
,3
64
,5
75

0
額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

21
,9
73
,6
95

21
,9
73
,6
95

0
額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

1,
14
3,
29
5,
85
4

1,
14
3,
29
5,
85
4

0
額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

額
未
定

（
注
2）

「
認
可
決
定
後
利
息
」
と
は
、
確
定
一
般
更
生
債
権
の
元
本
部
分
に
つ
い
て
、
更
生
計
画
認
可
決
定
日
の
翌
日
か
ら
発
生
す
る
利
息
を
い
う
。

22
5
株
式
会
社
関
⻄
み
ら
い
銀
⾏

124
21
6
株
式
会
社
三
十
三
銀
⾏

株
式
会
社
商
工
組
合
中
央
金
庫

11
22
4
株
式
会
社
三
井
住
友
銀
⾏

株
式
会
社
百
五
銀
⾏

987
22
0
株
式
会
社
り
そ
な
銀
⾏

（
注
1）

本
更
生
計
画
案
第
３
章
・
第
３
節
・
第
１
・
２
（
２
）
ウ
の
規
定
に
基
づ
き
、
更
生
担
保
権
の
弁
済
が
完
了
す
る
前
に
更
生
債
権
の
弁
済
を
開
始
す
る
場
合
に
は
、
管
財
人
が
、
更
生
担
保
権
の
弁
済
が
完
了
す
る
前
に
更
生
債
権
の
弁
済
を
開
始
す
る
こ
と

に
つ
い
て
裁
判
所
の
許
可
を
得
た
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
末
日
か
ら
4か

月
後
の
応
当
日
よ
り
、
「
第
1回

更
生
債
権
弁
済
期
以
降
」
欄
記
載
の
弁
済
を
⾏
う
。

以
上
13
件
合
計

13
22
6
株
式
会
社
み
ず
ほ
銀
⾏

瀬
⼾
信
⽤
金
庫

1
20
9

ト
ー
シ
ン
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン
株
式
会
社

整
理

番
号

届
出

番
号

債
権
者
名

項
目

確
定
一
般
更
生
債
権
額

（
単
位
：
円
）

弁
済
総
額

（
単
位
：
円
）

一
般
更
生
債
権
弁
済
計
画
表

（
事
業
収
益
弁
済
（
更
生
会
社
を
主
債
務
者
と
す
る
一
般
更
生
債
権
）
） 弁

済
日

22
2

21
4
株
式
会
社
あ
い
ち
銀
⾏

10
22
3
株
式
会
社
名
古
屋
銀
⾏

22
1

2 6
21
9
株
式
会
社
大
垣
共
立
銀
⾏

3
21
5
株
式
会
社
十
六
銀
⾏

5
21
7

別
表
6
-
1

84



第
1回

更
生
担
保
権
弁
済
期

〜
更
生
担
保
権
の
最
終
弁
済
期
（
注

第
1回

更
生
債
権
弁
済
期
以
降

最
終
弁
済
期

元
本

1,
49
4,
68
0

1,
49
4,
68
0

0
額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息
（
注
2）

額
未
定

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

32
,0
33
,4
30

32
,0
33
,4
30

0
額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

11
,7
48
,9
91

11
,7
48
,9
91

0
額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

13
2,
77
9,
73
4

13
2,
77
9,
73
4

0
額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

32
5,
82
0,
00
0

32
5,
82
0,
00
0

0
額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

41
0,
87
2,
00
0

41
0,
87
2,
00
0

0
額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本

91
4,
74
8,
83
5

91
4,
74
8,
83
5

0
額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

額
未
定

（
注
2）

「
認
可
決
定
後
利
息
」
と
は
、
確
定
一
般
更
生
債
権
の
元
本
部
分
に
つ
い
て
、
更
生
計
画
認
可
決
定
日
の
翌
日
か
ら
発
生
す
る
利
息
を
い
う
。

（
注
1）

本
更
生
計
画
案
第
３
章
・
第
３
節
・
第
１
・
２
（
２
）
ウ
の
規
定
に
基
づ
き
、
更
生
担
保
権
の
弁
済
が
完
了
す
る
前
に
更
生
債
権
の
弁
済
を
開
始
す
る
場
合
に
は
、
管
財
人
が
、
更
生
担
保
権
の
弁
済
が
完
了
す
る
前
に
更
生
債
権
の
弁
済
を
開
始
す
る
こ
と
に
つ
い
て
裁
判
所

の
許
可
を
得
た
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
末
日
か
ら
4か

月
後
の
応
当
日
よ
り
、
「
第
1回

更
生
債
権
弁
済
期
以
降
」
欄
記
載
の
弁
済
を
行
う
。

一
般
更
生
債
権
弁
済
計
画
表

（
事
業
収
益
弁
済
（
保
証
債
務
履
行
請
求
権
）
）

以
上
6件

合
計

6
22
5

株
式
会
社
関
⻄
み
ら
い
銀
行

5
22
3

株
式
会
社
名
古
屋
銀
行

4
22
1

株
式
会
社
商
工
組
合
中
央
金
庫

3
21
3

十
六
リ
ー
ス
株
式
会
社

1
20
2

株
式
会
社
芙
蓉
総
合
リ
ー
ス

2
20
7

NE
Cキ

ャ
ピ
タ
ル
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
株
式
会
社

弁
済
総
額

（
単
位
：
円
）

弁
済
日

整
理

番
号

届
出

番
号

債
権
者
名

項
目

確
定
一
般
更
生
債
権
額

（
単
位
：
円
）

別
表
6
-
2

85



第
1回

更
生
担
保
権
弁
済
期

〜
更
生
担
保
権
の
最
終
弁
済
期
（
注
1）

第
1回

更
生
債
権
弁
済
期
以
降

最
終
弁
済
期

元
本
額

2,
68
0,
60
1,
65
1

2,
68
0,
60
1,
65
1

0
額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

額
未
定

元
本
額

2,
68
0,
60
1,
65
1

2,
68
0,
60
1,
65
1

0
額
未
定

確
定
一
般
更
生
債
権
残
額

認
可
決
定
後
利
息

額
未
定

額
未
定

額
未
定

額
未
定

（
注
2）

「
認
可
決
定
後
利
息
」
と
は
、
確
定
一
般
更
生
債
権
の
元
本
部
分
に
つ
い
て
、
更
生
計
画
認
可
決
定
日
の
翌
日
か
ら
発
生
す
る
利
息
を
い
う
。

以
上
1件

合
計

（
注
1）

本
更
生
計
画
案
第
３
章
・
第
３
節
・
第
１
・
２
（
２
）
ウ
の
規
定
に
基
づ
き
、
更
生
担
保
権
の
弁
済
が
完
了
す
る
前
に
更
生
債
権
の
弁
済
を
開
始
す
る
場
合
に
は
、
管
財
人
が
、
更
生
担
保
権
の
弁
済
が
完
了
す
る
前
に
更
生
債
権
の
弁
済
を
開
始
す
る
こ
と
に
つ
い
て
裁
判

所
の
許
可
を
得
た
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
末
日
か
ら
4か

月
後
の
応
当
日
よ
り
、
「
第
1回

更
生
債
権
弁
済
期
以
降
」
欄
記
載
の
弁
済
を
行
う
。

弁
済
日

1
21
0

ト
ー
シ
ン
リ
ゾ
ー
ト
株
式
会
社

一
般
更
生
債
権
弁
済
計
画
表

（
事
業
収
益
弁
済
（
求
償
権
）
）

整
理

番
号

届
出

番
号

債
権
者
名

項
目

確
定
一
般
更
生
債
権
額

（
単
位
：
円
）

弁
済
総
額

（
単
位
：
円
）

別
表
6
-
3

86



払
込
み
が
あ
っ
た
と
み
な
さ
れ
る
日

更
生
計
画
認
可
決
定
日
か
ら
3か

月
以
内
に
到
来
す
る
日

で
あ
っ
て
、
管
財
人
が
裁
判
所
の
許
可
を
得
て
定
め
る
日

開
始
前
利
息
（
注
1）

0
0

0
開
始
前
損
害
金
（
注
2）

0
0

0
開
始
後
利
息
・
損
害
金
（
注
3）

額
未
定

額
未
定

額
未
定

開
始
前
利
息

0
0

0
開
始
前
損
害
金

0
0

0
開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

開
始
前
利
息

0
0

0
開
始
前
損
害
金

0
0

0
開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

開
始
前
利
息

4,
22
6,
58
8

4,
22
6,
58
8

4,
22
6,
58
8

開
始
前
損
害
金

0
0

0
開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

開
始
前
利
息

2,
21
7,
36
0

2,
21
7,
36
0

2,
21
7,
36
0

開
始
前
損
害
金

12
,9
56
,0
78

12
,9
56
,0
78

12
,9
56
,0
78

開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

開
始
前
利
息

32
,9
86

32
,9
86

32
,9
86

開
始
前
損
害
金

7,
11
8,
90
3

7,
11
8,
90
3

7,
11
8,
90
3

開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

開
始
前
利
息

34
6,
62
9

34
6,
62
9

34
6,
62
9

開
始
前
損
害
金

0
0

0
開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

開
始
前
利
息

17
8,
04
2

17
8,
04
2

17
8,
04
2

開
始
前
損
害
金

15
4,
50
3

15
4,
50
3

15
4,
50
3

開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

開
始
前
利
息

1,
58
0,
13
9

1,
58
0,
13
9

1,
58
0,
13
9

開
始
前
損
害
金

2,
22
8,
74
3

2,
22
8,
74
3

2,
22
8,
74
3

開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

株
式
会
社
り
そ
な
銀
行

22
0

97
21
7

瀬
⼾
信
⽤
金
庫

8
21
9

株
式
会
社
大
垣
共
立
銀
行

5
21
5

株
式
会
社
十
六
銀
行

6
21
6

三
十
三
銀
行

3
21
0

ト
ー
シ
ン
リ
ゾ
ー
ト
株
式
会
社

4
21
4

株
式
会
社
あ
い
ち
銀
行

2
20
9

ト
ー
シ
ン
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン
株
式
会
社

1
20
7

NE
Cキ

ャ
ピ
タ
ル
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
株
式
会
社

一
般
更
生
債
権
弁
済
計
画
表

（
デ
ッ
ト
・
エ
ク
イ
テ
ィ
・
ス
ワ
ッ
プ
）

整
理

番
号

届
出

番
号

債
権
者
名

項
目

確
定
一
般
更
生
債
権
額

（
単
位
：
円
）

弁
済
総
額

（
単
位
：
円
）

別
表
6
-
4

87



払
込
み
が
あ
っ
た
と
み
な
さ
れ
る
日

更
生
計
画
認
可
決
定
日
か
ら
3か

月
以
内
に
到
来
す
る
日

で
あ
っ
て
、
管
財
人
が
裁
判
所
の
許
可
を
得
て
定
め
る
日

一
般
更
生
債
権
弁
済
計
画
表

（
デ
ッ
ト
・
エ
ク
イ
テ
ィ
・
ス
ワ
ッ
プ
）

整
理

番
号

届
出

番
号

債
権
者
名

項
目

確
定
一
般
更
生
債
権
額

（
単
位
：
円
）

弁
済
総
額

（
単
位
：
円
）

開
始
前
利
息

13
6,
57
6

13
6,
57
6

13
6,
57
6

開
始
前
損
害
金

32
,1
63
,4
99

32
,1
63
,4
99

32
,1
63
,4
99

開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

開
始
前
利
息

54
8,
96
5

54
8,
96
5

54
8,
96
5

開
始
前
損
害
金

12
,2
73
,9
72

12
,2
73
,9
72

12
,2
73
,9
72

開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

開
始
前
利
息

11
2,
17
7

11
2,
17
7

11
2,
17
7

開
始
前
損
害
金

54
7,
01
8

54
7,
01
8

54
7,
01
8

開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

開
始
前
利
息

1,
26
5,
95
2

1,
26
5,
95
2

1,
26
5,
95
2

開
始
前
損
害
金

12
2,
92
4,
98
2

12
2,
92
4,
98
2

12
2,
92
4,
98
2

開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

開
始
前
利
息

2,
77
6,
27
9

2,
77
6,
27
9

2,
77
6,
27
9

開
始
前
損
害
金

96
3,
21
4

96
3,
21
4

96
3,
21
4

開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

開
始
前
利
息

0
0

0
開
始
前
損
害
金

6,
13
6,
98
6

6,
13
6,
98
6

6,
13
6,
98
6

開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

開
始
前
利
息

13
,4
21
,6
93

13
,4
21
,6
93

13
,4
21
,6
93

開
始
前
損
害
金

19
7,
46
7,
89
8

19
7,
46
7,
89
8

19
7,
46
7,
89
8

開
始
後
利
息
・
損
害
金

額
未
定

額
未
定

額
未
定

（
注
1）

「
開
始
前
利
息
」
と
は
、
更
生
手
続
開
始
決
定
前
に
発
生
し
た
利
息
を
い
う
。

（
注
2）

「
開
始
前
損
害
金
」
と
は
、
更
生
手
続
開
始
決
定
前
に
発
生
し
た
損
害
金
を
い
う
。

（
注
3）

「
開
始
後
利
息
・
損
害
金
」
と
は
、
更
生
手
続
開
始
決
定
日
か
ら
更
生
計
画
認
可
決
定
日
ま
で
に
発
生
し
た
利
息
又
は
損
害
金
を
い
う
。

11
22
2

株
式
会
社
百
五
銀
行

12
22
3

株
式
会
社
名
古
屋
銀
行

以
上
15
件
合
計

13
22
4

株
式
会
社
三
井
住
友
銀
行

14
22
5

株
式
会
社
関
⻄
み
ら
い
銀
行

15
22
6

株
式
会
社
み
ず
ほ
銀
行

10
22
1

株
式
会
社
商
工
組
合
中
央
金
庫
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（
単

位
：

円
）

現
在

順
位

権
利

の
種

類
法

務
局

受
付

年
月

日
受

付
番

号
順

位
番

号
物

件
通

称
別

表
物

件
番

号
枝

番 号
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
44

（
く

）
（

わ
）

第
23

22
号

TO
SH

IN
 H

ON
M

AC
HI

ビ
ル

8-
1

2
1

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

44
（

く
）

（
わ

）
第

23
22

号
TO

SH
IN

 H
ON

M
AC

HI
ビ

ル
8-

1
2

2
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
44

（
く

）
（

わ
）

第
23

22
号

TO
SH

IN
 H

ON
M

AC
HI

ビ
ル

8-
1

2
3

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

2（
く

）
（

わ
）

第
23

22
号

TO
SH

IN
 H

ON
M

AC
HI

ビ
ル

8-
2

2
ー

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

44
（

け
）

（
わ

）
第

23
23

号
TO

SH
IN

 H
ON

M
AC

HI
ビ

ル
8-

1
2

1
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
44

（
け

）
（

わ
）

第
23

23
号

TO
SH

IN
 H

ON
M

AC
HI

ビ
ル

8-
1

2
2

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

44
（

け
）

（
わ

）
第

23
23

号
TO

SH
IN

 H
ON

M
AC

HI
ビ

ル
8-

1
2

3
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
2（

け
）

（
わ

）
第

23
23

号
TO

SH
IN

 H
ON

M
AC

HI
ビ

ル
8-

2
2

ー
3

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
5（

く
）

（
わ

）
第

23
22

号
TO

SH
IN

 S
AK

AE
ビ

ル
8-

1
3

1
3

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
18

（
く

）
（

わ
）

第
23

22
号

TO
SH

IN
 S

AK
AE

ビ
ル

8-
1

3
2

3
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

3（
く

）
（

わ
）

第
23

22
号

TO
SH

IN
 S

AK
AE

ビ
ル

8-
2

3
ー

3
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

5（
け

）
（

わ
）

第
23

23
号

TO
SH

IN
 S

AK
AE

ビ
ル

8-
1

3
1

3
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

18
（

け
）

（
わ

）
第

23
23

号
TO

SH
IN

 S
AK

AE
ビ

ル
8-

1
3

2
3

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
3（

け
）

（
わ

）
第

23
23

号
TO

SH
IN

 S
AK

AE
ビ

ル
8-

2
3

ー
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
4（

く
）

（
わ

）
第

23
22

号
さ

く
ら

Hi
lls

 N
IS

HI
KI

 P
la

tin
um

 R
es

id
en

ce
8-

1
5

1
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
4（

く
）

（
わ

）
第

23
22

号
さ

く
ら

Hi
lls

 N
IS

HI
KI

 P
la

tin
um

 R
es

id
en

ce
8-

1
5

2
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
4（

く
）

（
わ

）
第

23
22

号
さ

く
ら

Hi
lls

 N
IS

HI
KI

 P
la

tin
um

 R
es

id
en

ce
8-

1
5

3
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
4（

く
）

（
わ

）
第

23
22

号
さ

く
ら

Hi
lls

 N
IS

HI
KI

 P
la

tin
um

 R
es

id
en

ce
8-

1
5

4
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
4（

く
）

（
わ

）
第

23
22

号
さ

く
ら

Hi
lls

 N
IS

HI
KI

 P
la

tin
um

 R
es

id
en

ce
8-

1
5

5
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
4（

く
）

（
わ

）
第

23
22

号
さ

く
ら

Hi
lls

 N
IS

HI
KI

 P
la

tin
um

 R
es

id
en

ce
8-

1
5

6
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
2（

く
）

（
わ

）
第

23
22

号
さ

く
ら

Hi
lls

 N
IS

HI
KI

 P
la

tin
um

 R
es

id
en

ce
8-

2
5

ー
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
4（

け
）

（
わ

）
第

23
23

号
さ

く
ら

Hi
lls

 N
IS

HI
KI

 P
la

tin
um

 R
es

id
en

ce
8-

1
5

1
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
4（

け
）

（
わ

）
第

23
23

号
さ

く
ら

Hi
lls

 N
IS

HI
KI

 P
la

tin
um

 R
es

id
en

ce
8-

1
5

2
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
4（

け
）

（
わ

）
第

23
23

号
さ

く
ら

Hi
lls

 N
IS

HI
KI

 P
la

tin
um

 R
es

id
en

ce
8-

1
5

3
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
4（

け
）

（
わ

）
第

23
23

号
さ

く
ら

Hi
lls

 N
IS

HI
KI

 P
la

tin
um

 R
es

id
en

ce
8-

1
5

4
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
4（

け
）

（
わ

）
第

23
23

号
さ

く
ら

Hi
lls

 N
IS

HI
KI

 P
la

tin
um

 R
es

id
en

ce
8-

1
5

5
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
4（

け
）

（
わ

）
第

23
23

号
さ

く
ら

Hi
lls

 N
IS

HI
KI

 P
la

tin
um

 R
es

id
en

ce
8-

1
5

6
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
2（

け
）

（
わ

）
第

23
23

号
さ

く
ら

Hi
lls

 N
IS

HI
KI

 P
la

tin
um

 R
es

id
en

ce
8-

2
5

ー
1

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
1（

く
）

（
わ

）
第

23
22

号
栄

三
丁

目
貸

店
舗

8-
1

7
1

1
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

1（
く

）
（

わ
）

第
23

22
号

栄
三

丁
目

貸
店

舗
8-

2
7

ー
1

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
1（

け
）

（
わ

）
第

23
23

号
栄

三
丁

目
貸

店
舗

8-
1

7
1

1
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

1（
け

）
（

わ
）

第
23

23
号

栄
三

丁
目

貸
店

舗
8-

2
7

ー

48
,3

94
,5

89

株
式

会
社

あ
い

ち
銀

行
10

1
1

16
,1

47
,3

14

53
,2

94
,6

53

存
続
す
る
担
保
権
一
覧
表

（
不

動
産

）

新
し

い
債

権
額

（
注

）
担

保
権

の
設

定
状

況

2,
79

3,
81

7

整
理

番
号

届
出

番
号

債
権

者
名

共
同

担
保

目
録

番
号

担
保

権
の

目
的

物
一

覧

別
表
7
-
1

89



現
在

順
位

権
利

の
種

類
法

務
局

受
付

年
月

日
受

付
番

号
順

位
番

号
物

件
通

称
別

表
物

件
番

号
枝

番 号

新
し

い
債

権
額

（
注

）
担

保
権

の
設

定
状

況
整

理
番

号
届

出
番

号
債

権
者

名
共

同
担

保
目

録
番

号

担
保

権
の

目
的

物
一

覧

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

44
（

こ
）

（
わ

）
第

23
24

号
TO

SH
IN

 H
ON

M
AC

HI
ビ

ル
8-

1
2

1
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
44

（
こ

）
（

わ
）

第
23

24
号

TO
SH

IN
 H

ON
M

AC
HI

ビ
ル

8-
1

2
2

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

44
（

こ
）

（
わ

）
第

23
24

号
TO

SH
IN

 H
ON

M
AC

HI
ビ

ル
8-

1
2

3
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
2（

こ
）

（
わ

）
第

23
24

号
TO

SH
IN

 H
ON

M
AC

HI
ビ

ル
8-

2
2

ー
3

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
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22

号
さ

く
ら

Hi
lls

 N
IS

HI
KI

 P
la

tin
um

 R
es

id
en

ce
8-

1
5

6
1

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
2年

4月
24

日
25

33
7

1（
い

）
（

よ
）

第
61

22
号

さ
く

ら
Hi

lls
 N

IS
HI

KI
 P

la
tin

um
 R

es
id

en
ce

8-
2

5
ー

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

4（
え

）
（

わ
）

第
23

18
号

さ
く

ら
Hi

lls
 N

IS
HI

KI
 P

la
tin

um
 R

es
id

en
ce

8-
1

5
1

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

4（
え

）
（

わ
）

第
23

18
号

さ
く

ら
Hi

lls
 N

IS
HI

KI
 P

la
tin

um
 R

es
id

en
ce

8-
1

5
2

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

4（
え

）
（

わ
）

第
23

18
号

さ
く

ら
Hi

lls
 N

IS
HI

KI
 P

la
tin

um
 R

es
id

en
ce

8-
1

5
3

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

4（
え

）
（

わ
）

第
23

18
号

さ
く

ら
Hi

lls
 N

IS
HI

KI
 P

la
tin

um
 R

es
id

en
ce

8-
1

5
4

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

4（
え

）
（

わ
）

第
23

18
号

さ
く

ら
Hi

lls
 N

IS
HI

KI
 P

la
tin

um
 R

es
id

en
ce

8-
1

5
5

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

4（
え

）
（

わ
）

第
23

18
号

さ
く

ら
Hi

lls
 N

IS
HI

KI
 P

la
tin

um
 R

es
id

en
ce

8-
1

5
6

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

2（
え

）
（

わ
）

第
23

18
号

さ
く

ら
Hi

lls
 N

IS
HI

KI
 P

la
tin

um
 R

es
id

en
ce

8-
2

5
ー

1
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

1（
え

）
（

わ
）

第
23

18
号

栄
三

丁
目

貸
店

舗
8-

1
7

1
1

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
1（

え
）

（
わ

）
第

23
18

号
栄

三
丁

目
貸

店
舗

8-
2

7
ー

1
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
5年

7月
14

日
49

01
3

6
（

れ
）

第
40

20
号

栄
三

丁
目

駐
車

場
8-

1
8

1
1

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

5年
7月

14
日

49
01

3
6

（
れ

）
第

40
20

号
栄

三
丁

目
駐

車
場

8-
1

8
2

1
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
5年

7月
14

日
49

01
3

4
（

れ
）

第
40

20
号

栄
三

丁
目

駐
車

場
8-

1
8

3

27
,7

62
,8

88

83
,2

07
,2

48

1,
45

0,
00

0,
00

0

30
0,

00
0,

00
0

4,
80

3,
55

0

61
1,

81
4,

74
5及

び
額

未
定

91
,6

32
,1

73

株
式

会
社

三
井

住
友

銀
行

11
3

13

99



現
在

順
位

権
利

の
種

類
法

務
局

受
付

年
月

日
受

付
番

号
順

位
番

号
物

件
通

称
別

表
物

件
番

号
枝

番 号

新
し

い
債

権
額

（
注

）
担

保
権

の
設

定
状

況
整

理
番

号
届

出
番

号
債

権
者

名
共

同
担

保
目

録
番

号

担
保

権
の

目
的

物
一

覧

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

44
（

さ
）

（
わ

）
第

23
25

号
TO

SH
IN

 H
ON

M
AC

HI
ビ

ル
8-

1
2

1
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
44

（
さ

）
（

わ
）

第
23

25
号

TO
SH

IN
 H

ON
M

AC
HI

ビ
ル

8-
1

2
2

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

44
（

さ
）

（
わ

）
第

23
25

号
TO

SH
IN

 H
ON

M
AC

HI
ビ

ル
8-

1
2

3
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
2（

さ
）

（
わ

）
第

23
25

号
TO

SH
IN

 H
ON

M
AC

HI
ビ

ル
8-

2
2

ー
3

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
5（

さ
）

（
わ

）
第

23
25

号
TO

SH
IN

 S
AK

AE
ビ

ル
8-

1
3

1
3

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
18

（
さ

）
（

わ
）

第
23

25
号

TO
SH

IN
 S

AK
AE

ビ
ル

8-
1

3
2

3
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

3（
さ

）
（

わ
）

第
23

25
号

TO
SH

IN
 S

AK
AE

ビ
ル

8-
2

3
ー

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

4（
さ

）
（

わ
）

第
23

25
号

さ
く

ら
Hi

lls
 N

IS
HI

KI
 P

la
tin

um
 R

es
id

en
ce

8-
1

5
1

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

4（
さ

）
（

わ
）

第
23

25
号

さ
く

ら
Hi

lls
 N

IS
HI

KI
 P

la
tin

um
 R

es
id

en
ce

8-
1

5
2

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

4（
さ

）
（

わ
）

第
23

25
号

さ
く

ら
Hi

lls
 N

IS
HI

KI
 P

la
tin

um
 R

es
id

en
ce

8-
1

5
3

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

4（
さ

）
（

わ
）

第
23

25
号

さ
く

ら
Hi

lls
 N

IS
HI

KI
 P

la
tin

um
 R

es
id

en
ce

8-
1

5
4

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

4（
さ

）
（

わ
）

第
23

25
号

さ
く

ら
Hi

lls
 N

IS
HI

KI
 P

la
tin

um
 R

es
id

en
ce

8-
1

5
5

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

4（
さ

）
（

わ
）

第
23

25
号

さ
く

ら
Hi

lls
 N

IS
HI

KI
 P

la
tin

um
 R

es
id

en
ce

8-
1

5
6

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

2（
さ

）
（

わ
）

第
23

25
号

さ
く

ら
Hi

lls
 N

IS
HI

KI
 P

la
tin

um
 R

es
id

en
ce

8-
2

5
ー

1
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

1（
さ

）
（

わ
）

第
23

25
号

栄
三

丁
目

貸
店

舗
8-

1
7

1
1

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
1（

さ
）

（
わ

）
第

23
25

号
栄

三
丁

目
貸

店
舗

8-
2

7
ー

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

44
（

う
）

（
わ

）
第

23
17

号
TO

SH
IN

 H
ON

M
AC

HI
ビ

ル
8-

1
2

1
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
44

（
う

）
（

わ
）

第
23

17
号

TO
SH

IN
 H

ON
M

AC
HI

ビ
ル

8-
1

2
2

2
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

44
（

う
）

（
わ

）
第

23
17

号
TO

SH
IN

 H
ON

M
AC

HI
ビ

ル
8-

1
2

3
2

根
抵

当
権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
2月

19
日

11
15

6
2（

う
）

（
わ

）
第

23
17

号
TO

SH
IN

 H
ON

M
AC

HI
ビ

ル
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2
2

ー
3

根
抵
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権

名
古

屋
法

務
局

令
和

8年
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19
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11
15

6
5（

う
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（
わ
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17
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3
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（
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）
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2

3
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抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6
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う

）
（
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）
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23

17
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TO
SH
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 S

AK
AE

ビ
ル

8-
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3
ー

2
根

抵
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権
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屋

法
務

局
令
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日
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15
6
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2
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務
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6
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2
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6
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lls
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 R
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6

2
根

抵
当
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名
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屋
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務

局
令
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8年
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日
11

15
6
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う

）
（
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）
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号

さ
く

ら
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lls
 N

IS
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KI
 P
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tin
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 R

es
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en
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8-
2

5
ー

1
根

抵
当

権
名

古
屋

法
務

局
令

和
8年

2月
19

日
11

15
6

1（
う

）
（

わ
）

第
23

17
号

栄
三

丁
目

貸
店

舗
8-

1
7

1
1

根
抵
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権
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古
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法

務
局

令
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19
日

11
15

6
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う
）

（
わ

）
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号
栄

三
丁

目
貸

店
舗

8-
2

7
ー

39
,2
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,6

68

4,
81

8,
31

4

1514
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05
9,

80
4

11
,9

04
,9

66

（
注

）
「

額
未

定
」

と
さ

れ
て

い
る

「
新

し
い

債
権

額
」

は
、

更
生

手
続

開
始

決
定

日
か

ら
更

生
計

画
認

可
決

定
日

ま
で

に
発

生
し

た
遅

延
損

害
⾦

の
⾦

額
が

確
定

す
る

こ
と

に
よ

り
、

具
体

的
な

⾦
額

が
定

ま
る
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02
,9
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14
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,8
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株
式

会
社

み
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銀

行
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,9
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（
単
位
：
円
）

整
理

番
号

届
出

番
号

債
権
者
名

担
保
権
の
種
類

銀
行
名

支
店
名

種
類

口
座
番
号

明
細
番
号

名
義
人

新
し
い
債
権
額

1
10
2
株
式
会
社
静
岡
銀
行

根
質
権

株
式
会
社
静
岡
銀
行

名
古
屋
支
店

定
期
預
金

01
78
60
8

ー
株
式
会
社
ト
ー
シ
ン
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

24
,0
38
,1
53

2
10
6
株
式
会
社
三
菱
UF
J銀
行

質
権

株
式
会
社
三
菱
UF
J銀
行

高
畑
支
店

定
期
預
金

00
34
23
7

00
00
5

株
式
会
社
ト
ー
シ
ン
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

20
,0
07
,2
39

3
10
6
株
式
会
社
三
菱
UF
J銀
行

質
権

株
式
会
社
三
菱
UF
J銀
行

高
畑
支
店

定
期
預
金

00
34
23
7

00
00
6

株
式
会
社
ト
ー
シ
ン
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

20
,0
07
,2
39

4
10
6
株
式
会
社
三
菱
UF
J銀
行

質
権

株
式
会
社
三
菱
UF
J銀
行

高
畑
支
店

定
期
預
金

00
34
23
7

00
00
7

株
式
会
社
ト
ー
シ
ン
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

20
,0
07
,2
39

5
10
6
株
式
会
社
三
菱
UF
J銀
行

質
権

株
式
会
社
三
菱
UF
J銀
行

高
畑
支
店

定
期
預
金

00
34
23
7

00
00
8

株
式
会
社
ト
ー
シ
ン
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

20
,0
07
,2
39

6
10
6
株
式
会
社
三
菱
UF
J銀
行

質
権

株
式
会
社
三
菱
UF
J銀
行

高
畑
支
店

定
期
預
金

00
34
23
7

00
00
9

株
式
会
社
ト
ー
シ
ン
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

20
,0
07
,2
39

7
10
6
株
式
会
社
三
菱
UF
J銀
行

質
権

株
式
会
社
三
菱
UF
J銀
行

高
畑
支
店

定
期
預
金

00
34
23
7

00
01
0

株
式
会
社
ト
ー
シ
ン
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

20
,0
07
,2
39

8
10
6
株
式
会
社
三
菱
UF
J銀
行

質
権

株
式
会
社
三
菱
UF
J銀
行

高
畑
支
店

定
期
預
金

00
34
23
7

00
01
2

株
式
会
社
ト
ー
シ
ン
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

15
,0
18
,7
58

存
続
す
る
担
保
権
一
覧
表

（
預
金
）

別
表
7
-
2
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物
件

番
号

物
件

通
称

枝
番

号
所

在
地

番
地

目
地

積
権

利
の

種
類

所
有

者
1

名
古

屋
市

中
川

区
八

田
町

10
6番

1
宅

地
36

1.
67

㎡
所

有
権

株
式

会
社

ト
ー

シ
ン

ホ
ー

ル
デ

ィ
ン

グ
ス

2
名

古
屋

市
中

川
区

八
田

町
10

7番
1

宅
地

20
9.

75
㎡

所
有

権
株

式
会

社
ト

ー
シ

ン
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス
1

名
古

屋
市

中
区

栄
二

丁
目

41
0番

1
宅

地
24

7.
04

㎡
所

有
権

株
式

会
社

ト
ー

シ
ン

ホ
ー

ル
デ

ィ
ン

グ
ス

2
名

古
屋

市
中

区
栄

二
丁

目
41

0番
2

宅
地

11
8.

98
㎡

所
有

権
株

式
会

社
ト

ー
シ

ン
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス
3

名
古

屋
市

中
区

栄
二

丁
目

41
0番

3
宅

地
42

.4
1㎡

所
有

権
株

式
会

社
ト

ー
シ

ン
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス
1

名
古

屋
市

中
区

栄
三

丁
目

40
9番

宅
地

16
6.

47
㎡

所
有

権
株

式
会

社
ト

ー
シ

ン
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス
2

名
古

屋
市

中
区

栄
三

丁
目

41
0番

宅
地

41
9.

47
㎡

所
有

権
（

共
有

）
株

式
会

社
ト

ー
シ

ン
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス

4
さ

く
ら

Hi
lls

 Y
AG

OT
O

山
里

駐
車

場
1

名
古

屋
市

昭
和

区
山

里
町

10
9番

宅
地

89
9.

78
㎡

所
有

権
株

式
会

社
ト

ー
シ

ン
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス

1
名

古
屋

市
中

区
錦

二
丁

目
12

29
番

宅
地

19
1.

73
㎡

所
有

権
株

式
会

社
ト

ー
シ

ン
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス
2

名
古

屋
市

中
区

錦
二

丁
目

12
30

番
1

宅
地

19
5.

73
㎡

所
有

権
株

式
会

社
ト

ー
シ

ン
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス
3

名
古

屋
市

中
区

錦
二

丁
目

12
30

番
2

宅
地

97
.9

6㎡
所

有
権

株
式

会
社

ト
ー

シ
ン

ホ
ー

ル
デ

ィ
ン

グ
ス

4
名

古
屋

市
中

区
錦

二
丁

目
12

31
番

1
宅

地
17

1.
83

㎡
所

有
権

株
式

会
社

ト
ー

シ
ン

ホ
ー

ル
デ

ィ
ン

グ
ス

5
名

古
屋

市
中

区
錦

二
丁

目
12

31
番

2
宅

地
90

.9
4㎡

所
有

権
株

式
会

社
ト

ー
シ

ン
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス
6

名
古

屋
市

中
区

錦
二

丁
目

12
32

番
宅

地
25

9.
90

㎡
所

有
権

株
式

会
社

ト
ー

シ
ン

ホ
ー

ル
デ

ィ
ン

グ
ス

1
名

古
屋

市
熱

田
区

六
番

二
丁

目
10

9番
宅

地
54

8.
04

㎡
所

有
権

株
式

会
社

ト
ー

シ
ン

ホ
ー

ル
デ

ィ
ン

グ
ス

2
名

古
屋

市
熱

田
区

六
番

二
丁

目
11

8番
宅

地
20

.5
5㎡

所
有

権
株

式
会

社
ト

ー
シ

ン
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス
3

名
古

屋
市

熱
田

区
六

番
二

丁
目

11
9番

宅
地

66
.0

2㎡
所

有
権

株
式

会
社

ト
ー

シ
ン

ホ
ー

ル
デ

ィ
ン

グ
ス

4
名

古
屋

市
熱

田
区

六
番

二
丁

目
12

0番
宅

地
92

.6
5㎡

所
有

権
株

式
会

社
ト

ー
シ

ン
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス
7

栄
三

丁
目

貸
店

舗
1

名
古

屋
市

中
区

栄
三

丁
目

41
1番

3
宅

地
21

4.
07

㎡
所

有
権

株
式

会
社

ト
ー

シ
ン

ホ
ー

ル
デ

ィ
ン

グ
ス

1
名

古
屋

市
中

区
栄

三
丁

目
12

24
番

宅
地

14
9.

09
㎡

所
有

権
株

式
会

社
ト

ー
シ

ン
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス
2

名
古

屋
市

中
区

栄
三

丁
目

12
25

番
1

宅
地

24
3.

37
㎡

所
有

権
株

式
会

社
ト

ー
シ

ン
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス
3

名
古

屋
市

中
区

栄
三

丁
目

12
25

番
2

宅
地

19
8.

35
㎡

所
有

権
株

式
会

社
ト

ー
シ

ン
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス
1

常
滑

市
り

ん
く

う
町

二
丁

目
6番

22
宅

地
56

3.
99

㎡
所

有
権

株
式

会
社

ト
ー

シ
ン

ホ
ー

ル
デ

ィ
ン

グ
ス

2
常

滑
市

り
ん

く
う

町
三

丁
目

2番
9

宅
地

15
54

.0
0㎡

所
有

権
株

式
会

社
ト

ー
シ

ン
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス
10

常
滑

市
り

ん
く

う
町

三
丁

目
土

地
1

常
滑

市
り

ん
く

う
町

三
丁

目
11

番
8

宅
地

34
76

.4
4㎡

所
有

権
株

式
会

社
ト

ー
シ

ン
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス

栄
三

丁
目

駐
車

場
8

り
ん

く
う

駐
車

場
93

TO
SH

IN
 S

AK
AE

ビ
ル

さ
く

ら
Hi

lls
 N

IS
HI

KI
 P

la
tin

um
 R

es
id

en
ce

5

さ
く

ら
Hi

lls
 R

ok
ub

an
 P

la
tin

um
 R

es
id

en
ce

6

担
保
権
の
目
的
物
一
覧
表

（
土

地
）

さ
く

ら
Hi

lls
 N

AG
OY

A 
W

ES
T

1

TO
SH

IN
 H

ON
M

AC
HI

ビ
ル

2

別
表
8
-
1

102



物
件

番
号

物
件

通
称

所
在

家
屋

番
号

種
類

種
類

1

さ
く

ら
Hi

lls
 N

AG
OY

A 
W

ES
T

名
古

屋
市

中
川

区
八

田
町

10
6番

地
1、

10
7番

地
1

10
6番

1
共

同
住

宅
・

車
庫

・
駐

輪
場

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

造
陸

屋
根

12
階

建
1階

 
24

9.
14

㎡
2階

 
18

3.
44

㎡
3階

 
18

3.
44

㎡
4階

 
18

3.
44

㎡
5階

 
18

3.
44

㎡

6階
 

18
3.

44
㎡

7階
 

18
3.

44
㎡

8階
 

18
3.

44
㎡

9階
 

18
3.

44
㎡

10
階

 
18

3.
44

㎡

11
階

 
18

3.
44

㎡
12

階
 

18
3.

44
㎡

2

TO
SH

IN
 H

ON
M

AC
HI

ビ
ル

名
古

屋
市

中
区

栄
二

丁
目

 4
10

番
地

1、
41

0番
地

2、
41

0番
地

3
41

0番
1

事
務

所
・

駐
車

場
鉄

骨
造

陸
屋

根
10

階
建

1階
 

33
1.

24
㎡

2階
 

33
1.

24
㎡

3階
 

33
6.

84
㎡

4階
 

33
6.

84
㎡

5階
 

33
6.

84
㎡

6階
 

33
6.

84
㎡

7階
 

33
6.

84
㎡

8階
 

33
6.

84
㎡

9階
 

33
6.

84
㎡

10
階

 
33

6.
84

㎡

3

TO
SH

IN
 S

AK
AE

ビ
ル

名
古

屋
市

中
区

栄
三

丁
目

40
9番

地
、

41
0番

地
40

9番
事

務
所

・
店

舗
鉄

骨
造

陸
屋

根
11

階
建

1階
 

22
0.

40
㎡

2階
 

22
0.

40
㎡

3階
 

19
5.

66
㎡

4階
 

19
5.

66
㎡

5階
 

19
5.

66
㎡

6階
 

19
5.

66
㎡

7階
 

19
5.

66
㎡

8階
 

19
5.

66
㎡

9階
 

19
5.

66
㎡

10
階

 
19

5.
66

㎡

11
階

 
17

9.
00

㎡

4

さ
く

ら
Hi

lls
 Y

AG
OT

O
名

古
屋

市
昭

和
区

山
里

町
10

9番
地

10
9番

共
同

住
宅

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

造
陸

屋
根

・
ル

ー
フ

ィ
ン

グ
葺

4階
建

1階
 

67
7.

36
㎡

2階
 

43
8.

53
㎡

3階
 

41
9.

31
㎡

4階
 

41
9.

31
㎡

5

さ
く

ら
Hi

lls
 N

IS
HI

KI
 P

la
tin

um
 R

es
id

en
ce

名
古

屋
市

中
区

錦
二

丁
目

12
30

番
地

1、
12

29
番

地
、

12
30

番
地

2、
12

31
番

地
1、

12
31

番
地

2、
12

32
番

地

12
30

番
1

共
同

住
宅

・
店

舗
・

駐
車

場
・

駐
輪

場

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

・
鉄

骨
造

陸
屋

根
地

下
1階

付
14

階
建

1階
 

75
2.

99
㎡

2階
 

77
5.

83
㎡

3階
 

46
8.

91
㎡

4階
 

46
8.

91
㎡

5階
 

46
8.

91
㎡

6階
 

46
8.

91
㎡

7階
 

46
8.

91
㎡

8階
 

46
8.

91
㎡

9階
 

48
4.

03
㎡

10
階

 
48

4.
03

㎡

11
階

 
48

4.
03

㎡
12

階
 

48
4.

03
㎡

13
階

 
48

9.
25

㎡
 

14
階

 
48

9.
25

㎡
地

下
1階

 
49

6.
05

㎡

6

さ
く

ら
Hi

lls
 R

ok
ub

an
 P

la
tin

um
 R

es
id

en
ce

名
古

屋
市

熱
田

区
六

番
二

丁
目

10
9番

地
、

11
8番

地
、

11
9番

地
、

12
0番

地
10

9番
共

同
住

宅
・

駐
車

場
・

店
舗

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

造
陸

屋
根

13
階

建
1階

 
46

7.
74

㎡
2階

 
27

8.
14

㎡
3階

 
27

8.
14

㎡
4階

 
27

8.
14

㎡
5階

 
27

8.
14

㎡

6階
 

27
8.

14
㎡

7階
 

27
8.

14
㎡

8階
 

27
8.

14
㎡

9階
 

27
8.

14
㎡

10
階

 
27

8.
14

㎡

11
階

 
27

8.
14

㎡
12

階
 

27
8.

14
㎡

13
階

 
27

8.
14

㎡

7

栄
三

丁
目

貸
店

舗
名

古
屋

市
中

区
栄

三
丁

目
41

1番
地

3
41

1番
3の

1
店

舗
鉄

骨
造

ア
ル

ミ
ニ

ュ
ー

ム
亜

鉛
メ

ッ
キ

鋼
板

葺
2階

建
1階

 
17

4.
79

㎡
2階

 
18

2.
25

㎡

担
保
権
の
目
的
物
一
覧
表

（
建

物
）

床
面

積

別
表
8
-
2

103



所
在

建
物
の
名
称

構
造

構
造

建
物
の
名
称

種
類

床
面
積

所
在
地
番

地
目

地
積

権
利
の
種
類

敷
地
権
の
割
合

1

ザ
・
フ
ァ
イ
ン
タ
ワ
ー
久
屋
大
通

名
古
屋
市
中
区
丸
の
内
三
丁
目

21
09
番
地
1

ザ
・
フ
ァ
イ
ン
タ
ワ
ー
久
屋
大
通

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
陸
屋
根

25
階
建

1階
 
51
7.
89
㎡

2階
 
62
9.
47
㎡

3階
 
62
9.
47
㎡

4階
 
62
9.
47
㎡

5階
 
62
9.
47
㎡

6階
 
62
9.
47
㎡

7階
 
62
9.
47
㎡

8階
 
62
9.
47
㎡

9階
 
62
9.
47
㎡

10
階
 
62
9.
47
㎡

11
階
 
62
9.
47
㎡

12
階
 
62
9.
27
㎡

13
階
 
62
9.
27
㎡

14
階
 
62
9.
27
㎡

15
階
 
62
9.
27
㎡

16
階
 
62
9.
27
㎡

17
階
 
62
9.
27
㎡

18
階
 
62
9.
27
㎡

19
階
 
62
9.
27
㎡

20
階
 
62
9.
27
㎡

21
階
 
62
9.
27
㎡

22
階
 
62
9.
27
㎡

23
階
 
62
9.
27
㎡

24
階
 
62
9.
52
㎡

25
階
 
62
9.
52
㎡

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
1階

建
25
04

居
宅

25
階
部
分
 
91
.3
1㎡

名
古
屋
市
中
区
丸
の
内
三
丁
目

21
09
番
1

宅
地

15
57
.0
3㎡

所
有
権

11
6万

29
90
分
の
94
48

担
保
権
の
目
的
物
一
覧
表

（
区
分
所
有
建
物
）

敷
地
権
の
目
的
た
る
土
地
の
表
示

物
件
番
号

物
件
通
称

専
有
部
分
の
建
物
の
表
示

敷
地
権
の
表
示

床
面
積

一
棟
の
建
物
の
表
示

別
表
8
-
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認
め
る
額
（
単
位
：
円
）

認
め
な
い
額
（
単
位
：
円
）

20
1,
84
3,
90
9

12
0,
63
0,
37
3

81
,2
13
,5
36

56
,1
51
,3
98

額
未
定

0
額
未
定

額
未
定

1,
03
1,
83
4,
51
6

61
2,
69
3,
90
3

41
9,
14
0,
61
3

0
額
未
定

0
額
未
定

0
1,
03
9,
82
3,
65
6

80
9,
69
1,
16
6

23
0,
13
2,
49
0

23
0,
13
2,
49
0

額
未
定

額
未
定

額
未
定

額
未
定

16
8,
50
0,
80
6

99
,2
98
,7
99

69
,2
02
,0
07

69
,2
02
,0
07

額
未
定

0
額
未
定

額
未
定

76
5,
72
5,
47
7

67
7,
40
6,
83
3

88
,3
18
,6
44

88
,3
18
,6
44

額
未
定

額
未
定

額
未
定

額
未
定

49
3,
24
3,
61
8

47
9,
96
7,
88
6

13
,2
75
,7
32

13
,2
75
,7
32

額
未
定

額
未
定

額
未
定

額
未
定

25
9,
09
6,
36
5

25
9,
09
7,
39
2

0
0

額
未
定

額
未
定

額
未
定

0
28
8,
75
6,
88
2

17
6,
84
7,
08
8

11
1,
90
9,
79
4

11
1,
90
9,
79
4

額
未
定

0
額
未
定

額
未
定

55
7,
75
6,
94
3

32
6,
16
5,
78
6

23
1,
59
1,
15
7

23
1,
59
1,
15
7

額
未
定

0
額
未
定

額
未
定

27
4,
21
0,
16
7

16
2,
30
3,
10
7

11
1,
90
7,
06
0

11
1,
90
7,
06
0

額
未
定

0
額
未
定

額
未
定

54
9,
49
4,
85
6

21
4,
41
2,
89
4

33
5,
08
1,
96
2

33
5,
08
1,
96
2

額
未
定

0
額
未
定

額
未
定

2,
75
3,
11
1,
92
9

2,
56
9,
22
0,
60
4

18
3,
89
1,
32
5

18
1,
11
9,
33
3

額
未
定

額
未
定

額
未
定

額
未
定

55
7,
91
3,
49
3

88
,9
37
,4
25

46
8,
97
6,
06
8

46
8,
97
6,
06
8

額
未
定

0
額
未
定

額
未
定

64
,1
06
,4
52

35
,9
95
,7
71

28
,1
10
,6
81

28
,1
10
,6
81

額
未
定

0
額
未
定

額
未
定

7
10
8
愛
知
県

利
息
請
求
権
に
対
す
る
開
始
後
利
息
は
、
債
権

不
存
在
の
た
め
認
め
な
い
。

整
理

番
号

届
出

番
号

債
権
者
名

届
出
債
権
額

（
単
位
：
円
）

認
否

一
般
更
生
債
権
と
し
て
認
め
て
い
る
額

（
単
位
：
円
）

3
10
3
株
式
会
社
十
六
銀
行

株
式
会
社
三
十
三
銀
行

10
4

未
確
定
更
生
担
保
権
一
覧
表

1
10
1
株
式
会
社
あ
い
ち
銀
行

株
式
会
社
静
岡
銀
行

10
2

2

備
考

4 5
10
5
瀬
⼾
信
⽤
⾦
庫

株
式
会
社
大
垣
共
立
銀
行

株
式
会
社
り
そ
な
銀
行

6 8

株
式
会
社
み
ず
ほ
銀
行

10
7

10
9

11
0

11
1

11
2

11
3

11
4

11
5

株
式
会
社
商
工
組
合
中
央
⾦
庫

株
式
会
社
百
五
銀
行

株
式
会
社
名
古
屋
銀
行

株
式
会
社
三
井
住
友
銀
行

株
式
会
社
関
⻄
み
ら
い
銀
行

149 10 11 12 13

別
表
9
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認
め
る
額
（
単
位
：
円
）

認
め
な
い
額
（
単
位
：
円
）

3,
63
7,
14
1

0
3,
63
7,
14
1

額
未
定

0
額
未
定

3,
38
0,
00
0

0
3,
38
0,
00
0

額
未
定

0
額
未
定

3
20
8

株
式
会
社
ト
ー
シ
ン
モ
バ
イ
ル

98
4,
00
7,
11
8

0
98
4,
00
7,
11
8
債
権
不
存
在

4
20
9

ト
ー
シ
ン
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン
株
式
会
社

30
0,
33
7,
14
7

30
0,
17
0,
50
1

16
6,
64
6
債
権
不
存
在

5
21
1

株
式
会
社
ジ
ェ
ッ
ト

20
,7
90
,9
65

0
20
,7
90
,9
65

一
部
（
3,
40
2,
54
2円

）
は
共
益
債
権
と
し
て
認
め
、

更
生
債
権
と
し
て
は
認
め
な
い
。
残
余
（
17
,3
88
,4
23

円
）
は
債
権
不
存
在

6
21
2

石
田
ゆ
か
り

11
,0
00
,0
00

0
11
,0
00
,0
00

債
権
不
存
在

18
3,
89
1,
32
5

18
1,
11
9,
33
3

2,
77
1,
99
2

額
未
定

額
未
定

0

未
確
定
一
般
更
生
債
権
一
覧
表

7
22
4

株
式
会
社
三
井
住
友
銀
行

債
権
不
存
在

備
考

訴
訟
係
属
中

訴
訟
係
属
中

1
20
3

金
子
佳
裕

都
筑
守

20
4

2整
理

番
号

届
出

番
号

債
権
者
名

届
出
債
権
額

（
単
位
：
円
）

認
否

別
表
1
0
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項
目

件
数

弁
済
額

少
額
債
権
の
う
ち
弁
済
済
み
の
も
の

20
8

63
,9
57
,0
81

少
額
債
権
の
う
ち
未
払
い
の
も
の

1,
83
6

3,
30
5,
54
0

少
額
債
権
の
う
ち
弁
済
期
が
未
到
来
の
も
の
（
注
）

4,
79
8

35
,5
23
,2
60
及
び
額
未
定

合
計

6,
84
2

10
2,
78
5,
88
1及

び
額
未
定

（
注
）
敷
金
等
返
還
請
求
権
及
び
単
元
未
満
株
式
買
取
請
求
権弁
済
し
た
更
生
債
権
等
一
覧
表

別
表
1
1
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項
目

自
　
令
和
8年

5月
9日

至
　
令
和
8年

7月
31
日

令
和
8年

7月
31
日

未
払
残
高

仕
入

1,
50
5,
79
8

22
9,
47
1

人
件
費

36
,9
15
,9
83

8,
46
6,
02
1

諸
経
費

82
,9
59
,7
93

32
,8
64
,5
49

ﾘｰ
ｽ債

務
4,
25
3,
14
3

76
,7
06
,1
06

借
入
債
務

15
5,
25
0,
00
0

44
,7
50
,0
00

諸
税

72
,0
25
,5
93

7,
78
0,
97
5

銀
行
手
数
料

5,
85
1,
43
4

0
更
生
手
続
に
関
す
る
そ
の
他
支
出

82
,4
78
,3
78

45
,2
30
,7
81

合
計

44
1,
24
0,
12
2

21
6,
02
7,
90
3

共
益
債
権
支
払
実
績
及
び
未
払
残
高
表

別
表
1
2
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定款変更表

（下線は変更部分を示す。）

現 行 定 款 変   更   案 
第1章  総  則 

（商号） 
第1条   当会社は、株式会社トーシンホ

ールディングスと称し、英文で
は TOSHIN HOLDINGS CO.,LTD 
と表示する。 

第1章  総  則 

（商号） 
第1条  当会社は、株式会社トーシンホ

ールディングスと称し、英文で
は TOSHIN HOLDINGS CO.,LTD 
と表示する。 

（目的） 
第2条  当会社は、次の各号に掲げる事

業を営むこと、並びに、次の各
号に掲げる事業を営む会社（外
国会社を含む）及びこれに相当

する事業を営む会社の株式を保
有することによる当該会社の事
業活動の支配及び管理すること
を目的とする。 

（1） 舗装工事の設計、監理、施工
（2） 防水工事の設計、監理、施工

（3） 土木建築用資材の販売
（4） 損害保険代理業
（5） 広告代理店業
（6） 労働者派遣事業
（7） 不動産賃貸業
（8） 宅地建物取引業

（9） 古物売買並びにその受託販売
（10）飲食店業
（11）物品のリース業
（12）オフィスコンピューター、コピー

マシン、ファクシミリ、ワードプ
ロセッサー、レジスター等事務用

機器の販売及び移動体通信機器の
販売及び取次

（13）コンピューターソフトの開発及び
販売

（14）インターネット接続代行業
（15）通信システムによる情報提供サー

ビス
（16）宅地の造成開発及び分譲
（17）ビル・マンション及び事務所・住

宅等の企画、設計、施工及び分譲
（18）書籍等の販売
（19）特定目的会社、特別目的会社に対

する出資並びに出資持分の取得、
保有、管理及び売買

（20）不動産投資信託に対する出資並び
に出資持分の取得、保有、管理及
び売買

（目的） 
第2条  当会社は、次の各号に掲げる事

業を営むこと、並びに、次の各
号に掲げる事業を営む会社（外
国会社を含む）及びこれに相当

する事業を営む会社の株式を保
有することによる当該会社の事
業活動の支配及び管理すること
を目的とする。 

（1） 舗装工事の設計、監理、施工
（2） 防水工事の設計、監理、施工

（3） 土木建築用資材の販売
（4） 損害保険代理業
（5） 広告代理店業
（6） 労働者派遣事業
（7） 不動産賃貸業
（8） 宅地建物取引業

（9） 古物売買並びにその受託販売
（10）飲食店業
（11）物品のリース業
（12）オフィスコンピューター、コピー

マシン、ファクシミリ、ワードプ
ロセッサー、レジスター等事務用

機器の販売及び移動体通信機器の
販売及び取次

（13）コンピューターソフトの開発及び
販売

（14）インターネット接続代行業
（15）通信システムによる情報提供サー

ビス
（16）宅地の造成開発及び分譲
（17）ビル・マンション及び事務所・住

宅等の企画、設計、施工及び分譲
（18）書籍等の販売
（19）特定目的会社、特別目的会社に対

する出資並びに出資持分の取得、
保有、管理及び売買

（20）不動産投資信託に対する出資並び
に出資持分の取得、保有、管理及
び売買

別表13
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（下線は変更部分を示す。）

現 行 定 款 変   更   案 
（21）不動産の取得、保有、管理及び売

買

（22）信託受益権の取得、保有、管理及
び売買

（23）ゴルフ場の運営及び管理

（24）ホテルの運営及び管理
（25）飲食喫茶及びゴルフ用品販売店の

経営
（26）飲料水、酒類、みやげ物の販売
（27）ゴルフ会員権の売買、仲介、保

有、交換等に関する業務

（28）温泉から湧き出る湯の所有、管
理、売買並びに温泉利用施設の運
営

（29）寮、社宅、保養所、研修所、宿舎
等の運営及び管理

（30）出版物の発行及び管理

（31）衣料品、アクセサリーの企画、デ
ザイン、製造並びに販売

（32）意匠登録、商標登録等の知的所有
権の権利使用料を得る権利行使業
務

（33）再生可能エネルギーによる電気の

供給に関する事業
（34）前各号に付帯関連する一切の事業

（21）不動産の取得、保有、管理及び売
買

（22）信託受益権の取得、保有、管理及
び売買

（23）ゴルフ場の運営及び管理

（24）ホテルの運営及び管理
（25）飲食喫茶及びゴルフ用品販売店の

経営
（26）飲料水、酒類、みやげ物の販売
（27）ゴルフ会員権の売買、仲介、保

有、交換等に関する業務

（28）温泉から湧き出る湯の所有、管
理、売買並びに温泉利用施設の運
営

（29）寮、社宅、保養所、研修所、宿舎
等の運営及び管理

（30）出版物の発行及び管理

（31）衣料品、アクセサリーの企画、デ
ザイン、製造並びに販売

（32）意匠登録、商標登録等の知的所有
権の権利使用料を得る権利行使業
務

（33）再生可能エネルギーによる電気の

供給に関する事業
（34）前各号に付帯関連する一切の事業

（本店の所在地） 
第3条  当会社は、本店を名古屋市に置

く。 

（本店の所在地） 
第3条  当会社は、本店を名古屋市に置

く。 

（機関） 
第4条  当会社は、株主総会及び取締役

のほか、次の機関を置く。 

（1） 取締役会
（2） 監査役
（3） 監査役会
（4） 会計監査人

（機関） 
第4条  当会社は、株主総会及び取締役

のほか、次の機関を置く。 

（1） 取締役会
（2） 監査役
（3） 監査役会
（4） 会計監査人

（公告の方法） 

第5条   当会社の公告方法は、電子公告
とする。ただし、電子広告によ
ることができない事故その他や
むを得ない事由が生じたとき
は、日本経済新聞に掲載して行
う。 

（公告の方法） 

第5条  当会社の公告方法は、電子公告
とする。ただし、電子公告によ
ることができない事故その他や
むを得ない事由が生じたとき
は、日本経済新聞に掲載して行
う。 
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（下線は変更部分を示す。）

現 行 定 款 変   更   案 
第2章 株式 

（発行可能株式総数） 
第6条   当会社の発行可能株式総数は、

25,500,000株とする。 

第2章 株式 

（発行可能株式総数及び発行可能種類株式
総数） 
第6条    当会社の発行可能株式総数は、

25,500,000株とし、各種類の株

式の発行可能種類株式総数は、
次のとおりとする。  

普通株式 25,500,000株 
A種種類株式 10,000,000株 

（単元株制度） 

第7条   当会社の単元株式数は、100株
とする。 

（単元株制度） 

第7条   当会社の単元株式数は、普通株

式につき100株とし、A種種類株

式につき100株とする。 

（単元未満株式についての権利） 
第8条   当会社の株主は、その有する単

元未満株式について、次に掲げ
る権利以外の権利を行使するこ
とができない。 

（1） 会社法第189条第2項各号に掲げる

権利
（2） 会社法第166条第1項の規定による

請求をする権利
（3） 株主の有する株式数に応じて募集

株式の割当て及び募集新株予約権
の割当てを受ける権利

（4） 次条に定める請求をする権利

（単元未満株式についての権利） 
第8条   当会社の株主は、その有する単

元未満株式について、次に掲げ
る権利以外の権利を行使するこ
とができない。 

（1） 会社法第189条第2項各号に掲げる

権利
（2） 会社法第166条第1項の規定による

請求をする権利
（3） 株主の有する株式数に応じて募集

株式の割当て及び募集新株予約権
の割当てを受ける権利

（4） 次条に定める請求をする権利

（単元未満株式の買増し） 
第9条   当会社の株主は、株式取扱規程

に定めるところにより、その有
する単元未満株式の数と併せて

単元株式数となる数の株式を売
り渡すことを請求することがで
きる。 

（単元未満株式の買増し） 
第9条   当会社の普通株式を有する株主

は、株式取扱規程に定めるとこ
ろにより、その有する単元未満

株式の数と併せて単元株式数と
なる数の株式を売り渡すことを
請求することができる。 

（株主名簿管理人） 
第10条   当会社は、株主名簿管理人を置

く。 

2. 株主名簿管理人及びその事務取
扱場所は、取締役会の決議によ
って選定し、これを公告する。

3. 当会社の株主名簿及び新株予約
権原簿の作成並びに備置きその
他の株主名簿及び新株予約権原

簿に関する事務は、これを株主
名簿管理人に取り扱わせ、当会
社においては取り扱わない。

（株主名簿管理人） 
第10条  当会社は、株主名簿管理人を置

く。 

2. 株主名簿管理人及びその事務取
扱場所は、取締役会の決議によ
って選定し、これを公告する。

3. 当会社の株主名簿及び新株予約
権原簿の作成並びに備置きその
他の株主名簿及び新株予約権原

簿に関する事務は、これを株主
名簿管理人に取り扱わせ、当会
社においては取り扱わない。
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（下線は変更部分を示す。）

現 行 定 款 変   更   案 
（株式取扱規程） 
第11条  当会社の株式に関する取扱い

及び手数料は、法令又は本定
款のほか、取締役会において
定める株式取扱規程による。 

（株式取扱規程） 
第11条  当会社の株式に関する取扱い

及び手数料は、法令又は本定
款のほか、取締役会において
定める株式取扱規程による。 

（新設） 第2章の2 種類株式 

（剰余金の配当） 
第11条の2  当会社は、A種種類株式を有す

る株主（以下「A種種類株主」

という。）又はA種種類株式の
登録株式質権者（以下「A種登
録株式質権者」という。）に
対しては、配当を行わない。 

（新設） （残余財産の分配） 
第11条の3  当会社は、残余財産を分配す

るときは、A種種類株主又はA
種登録株式質権者に対して、
普通株式を有する株主（以下
「普通株主」という。）又は
普通株式の登録株式質権者
（以下「普通登録株式質権

者」という。）と同順位に
て、A種種類株式1株につき、
普通株式1株と同順位かつ普通
株式1株につき分配する残余財
産の額の1倍（普通株式又はA
種種類株式につき、株式の分

割、株式の無償割当て、株式
の併合又はこれらに類する事
由があった場合には、適切に
調整される。）の金額（計算
の結果、1円未満の端数が生じ
た場合には、1円未満の端数は

切り捨てる。）の残余財産の
分配を行う。 

（新設） （議決権） 
第11条の4  A種種類株主は、株主総会にお

いて議決権を有する。 

（新設） （種類株主総会） 
第11条の5  当会社は、A種種類株式につい

て、会社法第322条第1項各号

に掲げる行為のほか、同第199
条第4項、同第200条第4項、同
第238条第4項、同第239条第4
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（下線は変更部分を示す。）

現 行 定 款 変   更   案 
項、同第795条第4項、同816条
の3第3項等の規定による種類
株主総会の決議を要しない。
ただし、同第322条第1項第1号
に規定する定款の変更（単元
株式数についてのものを除

く。）を行う場合は、この限
りでない。 

2. 第13条の規定は、定時株主総
会と同日に開催される種類株
主総会にこれを準用する。 

3. 第14条、第15条第1項、第16条

及び第17条の規定は、種類株
主総会にこれを準用する。 

4. 第15条第2項の規定は、会社法
第324条第2項の規定による種
類株主総会の決議にこれを準
用する。 

（新設） （株式の併合又は分割及び株主割当て等） 
第11条の6 当会社は、株式の分割又は併

合を行うときは、普通株式及
びA種種類株式ごとに同時に同
一割合でこれを行う。 

2．当会社は、株主に株式無償割

当て又新株予約権の無償割当
てを行うときは、普通株主に
は普通株式又は普通株式を目
的とする新株予約権の無償割
当てを、A種種類株主にはA種
種類株式又はA種種類株式を目

的とする新株予約権の無償割
当てを、それぞれ同時に同一
割合で同一の条件にて行うも
のとする。 

3．当会社は、株主に募集株式の
割当てを受ける権利又は募集

新株予約権の割当てを受ける
権利を与えるときは、普通株
主には普通株式又は普通株式
を目的とする新株予約権の割
当てを受ける権利を、A種種類
株主にはA種種類株式又はA種

種類株式を目的とする新株予
約権の割当てを受ける権利
を、それぞれ同時に同一割合
で同一の条件にて与える。 

113



（下線は変更部分を示す。）

現 行 定 款 変   更   案 
（新設） （金銭を対価とする取得条項） 

第11条の7  当会社は、A種種類株式につい
て、次に掲げる事由が生じた
場合、当会社が定める日に、A
種種類株主がA種種類株式を取
得するために払い込んだ金額

（以下「払込金額」とい
う。）と同額の金銭の交付と
引換えに、その全部又は一部
を取得することができる。A種
種類株式の一部を取得すると
きは、当会社が定める合理的

な方法によって、A種種類株主
から取得すべき当該A種種類株
式の数を決定する。 

（1） 当会社の事業を支援する者との間
で第三者割当増資等に関する契約
を締結した場合 

（2） 当会社の普通株式の上場廃止が決
定された場合 

（3） 裁判所の許可を得て当会社が決定
した場合 

（新設） （普通株式を対価とする取得条項） 
第11条の8  当会社は、A種種類株式につい

て、いつでも、裁判所の許可
を得て、当会社が定める日
に、次に定める条件で、当会
社の普通株式の交付と引換え
に、その全部又は一部を取得
することができる。A種種類株

式の一部を取得するときは、
当会社が定める合理的な方法
によって、A種種類株主から取
得すべき当該A種種類株式の数
を決定する。 
A種種類株式の転換の条件は以

下のとおりとする（普通株式
又はA種種類株式につき、株式
の分割、株式の無償割当て、
株式の併合又はこれらに類す
る事由があった場合には、適
切に調整される。）。 

(1) A種種類株式の取得と引換えに交
付すべき普通株式数 
払込金額の総額を転換価額で除し
た数（計算の結果、1株未満の端
数が生じた場合には、これを切り
捨て、会社法に定める方法により

この端数に相当する金銭をA種種
類株主に交付するものとす
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（下線は変更部分を示す。）

現 行 定 款 変   更   案 
る。）。 

(2) 転換価額
当初転換価額は、A種種類株式1株
当たりの払込金額と同額とする。 

(3) 転換価額の調整
毎年4月末日及び10月末日を転換

価額修正日とし、転換価額は、転
換価額修正日に先立つ45取引日目
に始まる連続する30取引日の東京
証券取引所における当会社の普通
株式の毎日の終値の単純平均値
（終値のない日数を除く。円単位

未満小数第1位まで算出し、その
小数点以下第1位を切り捨て
る。）に修正される。ただし、転
換価額は、130円から600円の範囲
内でのみ調整されるものとする
（普通株式また又はA種種類株式

につき、株式の分割、株式の無償
割当て、株式の併合また又はこれ
らに類する事由があった場合に
は、転換価額の範囲も適切に調整
される。）。 

（新設） （強制取得条項） 

第11条の9  当会社は、A種種類株式につい
て、発行日から15年が経過し
た場合、当該経過時点から6か
月以内の日で当会社が定める
日に、分配可能額を限度とし
て、A種種類株主の払込金額と

同額の金銭の交付と引換え
に、その全部を取得するもの
とする。金銭を対価としてA種
種類株式の全部を取得するこ
とができないときは、当会社
が定める合理的な方法によっ

て、A種種類株主から金銭を対
価として取得すべき当該A種種
類株式の数を決定するものと
し、残りのA種種類株式につい
ては、前条に定める条件で、
当会社の普通株式を対価とし

て、当該A種種類株式の全部を
取得する。 

（新設） （譲渡制限） 
第11条の10  A種種類株式を譲渡により取

得するには、当会社の取締役

会の承認を要する。 
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（下線は変更部分を示す。） 

現 行 定 款 変   更   案 
（新設） （会社更生手続における特則） 

第11条の11 本定款第11条の2乃至第11条の
10の規定に定める当会社の決
定事項は、当会社に係る更生手
続（東京地方裁判所令和8年
（ミ）第4号）が係属している期

間においては、同更生手続の管
財人が決定する。但し、会社更
生法第72条第4項に定める裁判
所の決定がされた場合には、当
会社の取締役会決議により決
定する。 

第3章 株主総会 
 
（招集） 
第12条    当会社の定時株主総会は、毎年

7月に招集し、臨時株主総会は、
必要に応じて招集する。 

第3章 株主総会 
 
（招集） 
第12条   当会社の定時株主総会は、毎年

1月に招集し、臨時株主総会は、
必要に応じて招集する。 

（定時株主総会の基準日） 
第13条   当会社の定時株主総会の議決権

の基準日は、毎年4月30日とす
る。 

（定時株主総会の基準日） 
第13条   当会社の定時株主総会の議決権

の基準日は、毎年10月31日とす
る。 

（招集権者及び議長） 
第14条    株主総会は、法令に別段の定め

がある場合を除き、取締役会の
決議に基づき選定された取締

役会長または取締役社長がこ
れを招集し、議長となる。 

2. 当該選定された取締役に事故
があるときは、あらかじめ取
締役会で定めた順序に従い、
他の取締役が株主総会を招集

し、議長となる。 

（招集権者及び議長） 
第14条    株主総会は、法令に別段の定め

がある場合を除き、取締役会の
決議に基づき選定された取締

役会長又は取締役社長がこれ
を招集し、議長となる。 

2. 当該選定された取締役に事故
があるときは、あらかじめ取
締役会で定めた順序に従い、
他の取締役が株主総会を招集

し、議長となる。 

（決議の方法） 
第15条    株主総会の決議は、法令又は本

定款に別段の定めがある場合
を除き、出席した議決権を行使
することができる株主の議決

権の過半数をもって行う。 
2. 会社法第309条第2項に定める

決議は、議決権を行使するこ
とができる株主の議決権の3分
の1以上を有する株主が出席
し、その議決権の3分の2以上

をもって行う。 

（決議の方法） 
第15条    株主総会の決議は、法令又は本

定款に別段の定めがある場合
を除き、出席した議決権を行使
することができる株主の議決

権の過半数をもって行う。 
2. 会社法第309条第2項に定める

決議は、議決権を行使するこ
とができる株主の議決権の3分
の1以上を有する株主が出席
し、その議決権の3分の2以上

をもって行う。 
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（下線は変更部分を示す。） 

現 行 定 款 変   更   案 
（議決権の代理行使） 
第16条    株主は、当会社の議決権を有す

る他の株主1名を代理人とし
て、その議決権を行使すること
ができる。 

2. 株主または代理人は、株主総

会ごとに代理権を証明する書
面を当会社に提出しなければ
ならない。 

（議決権の代理行使） 
第16条    株主は、当会社の議決権を有す

る他の株主1名を代理人とし
て、その議決権を行使すること
ができる。 

2. 株主又は代理人は、株主総会

ごとに代理権を証明する書面
を当会社に提出しなければな
らない。 

（電子提供措置等） 
第17条    当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類等の内容

である情報について、電子提供
措置をとるものとする。 

2. 当会社は、電子提供措置をと
る事項のうち法務省令で定め
るものの全部または一部につ
いて、議決権の基準日までに

書面の交付を請求した株主に
対して交付する書面に記載す
ることを要しないものとす
る。 

（電子提供措置等） 
第17条    当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類等の内容

である情報について、電子提供
措置をとるものとする。 

2. 当会社は、電子提供措置をと
る事項のうち法務省令で定め
るものの全部又は一部につい
て、議決権の基準日までに書

面の交付を請求した株主に対
して交付する書面に記載する
ことを要しないものとする。 

第4章 取締役及び取締役会 

 
（取締役の員数） 
第18条    当会社の取締役は8名以内とす

る。 

第4章 取締役及び取締役会 

 
（取締役の員数） 
第18条   当会社の取締役は10名以内とす

る。 

（選任方法） 
第19条    取締役は、株主総会において選

任する。 
2. 取締役の選任決議は、議決権

を行使することができる株主
の議決権の3分の1以上を有す

る株主が出席し、その議決権
の過半数をもって行う。 

3. 取締役の選任決議は、累積投
票によらないものとする。 

（選任方法） 
第19条    取締役は、株主総会において選

任する。 
2. 取締役の選任決議は、議決権

を行使することができる株主
の議決権の3分の1以上を有す

る株主が出席し、その議決権
の過半数をもって行う。 

3. 取締役の選任決議は、累積投
票によらないものとする。 

（任期） 
第20条    取締役の任期は、選任後1年以

内に終了する事業年度のうち
最終のものに関する定時株主
総会の終結の時までとする。 

（任期） 
第20条    取締役の任期は、選任後1年以

内に終了する事業年度のうち
最終のものに関する定時株主
総会の終結の時までとする。 
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現 行 定 款 変   更   案 
（代表取締役及び役付取締役） 
第21条    取締役会は、その決議によって

代表取締役を選定する。 
2. 取締役会は、その決議によっ

て、取締役会長1名、取締役社
長1名、取締役副社長、専務取

締役、常務取締役各若干名を
定めることができる。 

（代表取締役及び役付取締役） 
第21条    取締役会は、その決議によって

代表取締役を選定する。 
2. 取締役会は、その決議によっ

て、取締役会長1名、取締役社
長1名、取締役副社長、専務取

締役、常務取締役各若干名を
定めることができる。 

（取締役会の招集権者及び議長） 
第22条    取締役会は、法令に別段の定め

がある場合を除き、取締役会の
決議に基づき選定された取締

役会長または取締役社長がこ
れを招集し、議長となる。 

2. 当該選定された取締役に事故
があるときは、取締役会にお
いてあらかじめ定めた順序に
従い、他の取締役が取締役会

を招集し、議長となる。 

（取締役会の招集権者及び議長） 
第22条    取締役会は、法令に別段の定め

がある場合を除き、取締役会の
決議に基づき選定された取締

役会長又は取締役社長がこれ
を招集し、議長となる。 

2. 当該選定された取締役に事故
があるときは、取締役会にお
いてあらかじめ定めた順序に
従い、他の取締役が取締役会

を招集し、議長となる。 

（取締役会の招集通知） 
第23条    取締役会の招集通知は、会日の

3日前までに各取締役及び各監
査役に対して発する。ただし、

緊急の必要があるときは、この
期間を短縮することができる。 

2. 取締役及び監査役の全員の同
意があるときは、招集の手続
きを経ないで取締役会を開催
することができる。 

（取締役会の招集通知） 
第23条    取締役会の招集通知は、会日の

3日前までに各取締役及び各監
査役に対して発する。ただし、

緊急の必要があるときは、この
期間を短縮することができる。 

2. 取締役及び監査役の全員の同
意があるときは、招集の手続
きを経ないで取締役会を開催
することができる。 

（取締役会の決議方法） 
第24条    取締役会の決議は、議決に加わ

ることができる取締役の過半
数が出席し、その過半数をもっ
て行う。 

2. 当会社は、会社法第370条の要

件を満たす場合は、取締役会
の決議の目的である事項につ
き、取締役会の決議があった
ものとみなす。 

（取締役会の決議方法） 
第24条    取締役会の決議は、議決に加わ

ることができる取締役の過半
数が出席し、その過半数をもっ
て行う。 

2. 当会社は、会社法第370条の要

件を満たす場合は、取締役会
の決議の目的である事項につ
き、取締役会の決議があった
ものとみなす。 

（報酬等） 

第25条    取締役の報酬、賞与その他の職
務執行の対価として当会社か
ら受ける財産上の利益は、株主
総会の決議によって定める。 

（報酬等） 

第25条    取締役の報酬、賞与その他の職
務執行の対価として当会社か
ら受ける財産上の利益は、株主
総会の決議によって定める。 
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（下線は変更部分を示す。） 

現 行 定 款 変   更   案 
（取締役の責任免除） 
第26条    当会社は、取締役（取締役であ

った者を含む。）の会社法第423
条第1項の責任につき、善意で
かつ重大な過失がない場合は、
取締役会の決議によって、法令

の定める限度額の範囲内で、そ
の責任を免除することができ
る。 

2. 当会社は、取締役（業務執行
取締役等であるものを除く）
との間で、当該取締役の会社

法第423条第1項の責任につ
き、善意でかつ重大な過失が
ないときは、法令の定める限
度額の範囲内で、その責任を
負担する契約を締結すること
ができる。 

（取締役の責任免除） 
第26条    当会社は、取締役（取締役であ

った者を含む。）の会社法第423
条第1項の責任につき、善意で
かつ重大な過失がない場合は、
取締役会の決議によって、法令

の定める限度額の範囲内で、そ
の責任を免除することができ
る。 

2. 当会社は、取締役（業務執行
取締役等であるものを除く）
との間で、当該取締役の会社

法第423条第1項の責任につ
き、善意でかつ重大な過失が
ないときは、法令の定める限
度額の範囲内で、その責任を
負担する契約を締結すること
ができる。 

第5章 監査役及び監査役会 
 
（員数） 
第27条    当会社の監査役は、4名以内と

する。 

第５章 監査役及び監査役会 
 
（員数） 
第27条    当会社の監査役は、5名以内と

する。 

（選任方法） 
第28条    監査役は、株主総会において選

任する。 
2. 監査役の選任決議は、議決権

を行使することができる株主

の議決権の3分の1以上を有す
る株主が出席し、その議決権
の過半数をもって行う。 

（選任方法） 
第28条    監査役は、株主総会において選

任する。 
2. 監査役の選任決議は、議決権

を行使することができる株主

の議決権の3分の1以上を有す
る株主が出席し、その議決権
の過半数をもって行う。 

（任期） 
第29条    監査役の任期は、選任後4年以

内に終了する事業年度のうち
最終のものに関する定時株主
総会の終結の時までとする。 

2. 任期の満了前に退任した監査
役の補欠として選任された監
査役の任期は、退任した監査

役の任期の満了する時までと
する。 

（任期） 
第29条    監査役の任期は、選任後4年以

内に終了する事業年度のうち
最終のものに関する定時株主
総会の終結の時までとする。 

2. 任期の満了前に退任した監査
役の補欠として選任された監
査役の任期は、退任した監査

役の任期の満了する時までと
する。 

（常勤の監査役） 
第30条    監査役会は、その決議によって

常勤の監査役を選定する。 

（常勤の監査役） 
第30条    監査役会は、その決議によって

常勤の監査役を選定する。 
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（下線は変更部分を示す。） 

現 行 定 款 変   更   案 
（監査役会の招集通知） 
第31条    監査役会の招集通知は、会日の

3日前までに各監査役に対して
発する。ただし、緊急の必要が
あるときは、この期間を短縮す
ることができる。 

2. 監査役の全員の同意があると
きは、招集の手続きを経ない
で監査役会を開催することが
できる。 

（監査役会の招集通知） 
第31条    監査役会の招集通知は、会日の

3日前までに各監査役に対して
発する。ただし、緊急の必要が
あるときは、この期間を短縮す
ることができる。 

2. 監査役の全員の同意があると
きは、招集の手続を経ないで
監査役会を開催することがで
きる。 

（監査役会の決議方法） 
第32条    監査役会の決議は、法令に別段

の定めがある場合を除き、監査
役の過半数をもって行う。 

（監査役会の決議方法） 
第32条    監査役会の決議は、法令に別段

の定めがある場合を除き、監査
役の過半数をもって行う。 

（報酬等） 

第33条    監査役の報酬、賞与その他の職
務執行の対価として当会社か
ら受ける財産上の利益は、株主
総会の決議によって定める。 

（報酬等） 

第33条    監査役の報酬、賞与その他の職
務執行の対価として当会社か
ら受ける財産上の利益は、株主
総会の決議によって定める。 

（監査役の責任免除） 
第34条    当会社は、監査役（監査役であ

った者を含む。）の会社法第423
条第1項の責任につき、善意で
かつ重大な過失がない場合は、
取締役会の決議によって、法令

の定める限度額の範囲内で、そ
の責任を免除する事ができる。 

2. 当会社は、監査役との間で、
当該監査役の会社法第423条第
1項の責任につき、善意でかつ
重大な過失がないときは、法

令の定める限度額の範囲内
で、その責任を負担する契約
を締結することができる。 

（監査役の責任免除） 
第34条    当会社は、監査役（監査役であ

った者を含む。）の会社法第423
条第1項の責任につき、善意で
かつ重大な過失がない場合は、
取締役会の決議によって、法令

の定める限度額の範囲内で、そ
の責任を免除する事ができる。 

2. 当会社は、監査役との間で、
当該監査役の会社法第423条第
1項の責任につき、善意でかつ
重大な過失がないときは、法

令の定める限度額の範囲内
で、その責任を負担する契約
を締結することができる。 

第6章 会計監査人 
 
（選任方法） 

第35条    会計監査人は、株主総会におい
て選任する。 

第6章 会計監査人 
 
（選任方法） 

第35条     会計監査人は、株主総会におい
て選任する。 

（任期） 
第36条    会計監査人の任期は、選任後1

年以内に終了する事業年度の
うち最終のものに関する定時
株主総会の終結の時までとす
る。 

（任期） 
第36条     会計監査人の任期は、選任後1

年以内に終了する事業年度の
うち最終のものに関する定時
株主総会の終結の時までとす
る。 
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（下線は変更部分を示す。） 

現 行 定 款 変   更   案 
2. 前項の定時株主総会において

別段の決議がなされないとき
は、当該定時株主総会におい
て再任されたものとする。 

2. 前項の定時株主総会において
別段の決議がなされないとき
は、当該定時株主総会におい
て再任されたものとする。 

（会計監査人の責任免除） 
第37条   当会社は、会計監査人との間

で、当該会計監査人の会社法第
423条第1項の責任につき、善意
でかつ重大な過失がないとき

は、法令の定める限度額の範囲
内で、その責任を負担する契約
を締結することができる。 

（会計監査人の責任免除） 
第37条   当会社は、会計監査人との間

で、当該会計監査人の会社法第
423条第1項の責任につき、善意
でかつ重大な過失がないとき

は、法令の定める限度額の範囲
内で、その責任を負担する契約
を締結することができる。 

（事業年度） 
第38条    当会社の事業年度は、毎年5月

1日から翌年4月30日までの1年

とする。 

（事業年度） 
第38条    当会社の事業年度は、毎年11月

1日から翌年10月31日までの1

年とする。 

（剰余金の配当等の決定機関） 
第39条    当会社は、剰余金の配当等会社

法第459条第1項各号に定める
事項については、法令に別段の
定めがある場合を除き、株主総
会の決議によっては定めず、取
締役会の決議によって定める。 

（剰余金の配当等の決定機関） 
第39条    当会社は、剰余金の配当等会社

法第459条第1項各号に定める
事項については、法令に別段の
定めがある場合を除き、株主総
会の決議によっては定めず、取
締役会の決議によって定める。 

（剰余金の配当の基準日） 

第40条    当会社の期末配当の基準日は、
毎年4月30日とする。 

2. 当会社の中間配当の基準日
は、毎年10月31日とする。 

3. 前2項のほか、基準日を定めて
剰余金の配当を行うことがで

きる。 

（剰余金の配当の基準日） 

第40条    当会社の期末配当の基準日は、
毎年10月31日とする。 

2. 当会社の中間配当の基準日
は、毎年4月30日とする。 

3. 前2項のほか、基準日を定めて
剰余金の配当を行うことがで

きる。 

（配当金の除斥期間） 
第41条    配当財産が金銭である場合は、

支払開始の日から満3年を経過
してもなお受領されないとき

は、当会社はその支払義務を免
れる。 

（配当金の除斥期間） 
第41条    配当財産が金銭である場合は、

支払開始の日から満3年を経過
してもなお受領されないとき

は、当会社はその支払義務を免
れる。 

附則 
 
第1条    変更前定款第17条の規定の削除

および変更後定款第17条の規
定の新設は、2022年9月1日から
効力を生ずるものとする。 

2. 前項の規定にかかわらず、
2022年9月1日から6か月以内の

附則 
 
（削除） 
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（下線は変更部分を示す。）

現 行 定 款 変   更   案 
日を株主総会の日とする株主
総会については、変更前定款
第17条（株主総会参考書類等
のインターネット開示とみな
し提供）は、なお効力を有す
る。 

3. 本条の規定は、2022年9月1日
から6か月を経過した日または
前項の株主総会の日から3か月
を経過した日のいずれか遅い
日後にこれを削除する。 

(新設) （定款の効力発生日） 

第1条    この定款中変更に係る部分は更
生計認可決定日から効力を生
じるものとする。 

（新設） （取締役、監査役及び会計監査人の選任及
び任期並びに代表取締役の選定に関する特
則） 
第2条     当会社の更生手続中は、取締役、

監査役及び会計監査人の選任
及び任期については、定款第19

条、第20条、第28条、第29条、
第35条及び第36条の規定にか
かわらず、更生計画第9章・第4
節（役員の選任等）の定めが優
先する。 

2. 当会社の更生手続中は、代表

取締役の選定については、定
款第21条の規定にかかわら
ず、更生計画第9章・第4節
（役員の選任等）の定めが優
先する。 

3. 更生計画第9章・第4節・第4又

は同第5の規定に基づき、管財
人が、取締役、監査役及び会
計監査人の選任方法を会社法
309条1項の株主総会の普通決
議の方法とすることについて
裁判所の許可を得た場合に

は、定款第19条、第28条及び
第35条の規定に基づき、取締
役、監査役及び会計監査人を
選任する。 
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（下線は変更部分を示す。）

現 行 定 款 変   更   案 
（新設） （取締役及び代表取締役並びに監査役の報

酬等に関する特則） 
第3条 当会社の更生手続中は、取締役

及び代表取締役並びに監査役
の報酬等については、定款第25
条及び第33条の規定にかかわ

らず、更生計画第9章・第4節（役
員の選任等）の定めが優先す
る。 

(新設) （事業年度の特則） 
第4条   定款第38条の規定にかかわら

ず、令和8年5月9日（更生手続開

始決定日の翌日）に始まる事業
年度は、更生計画認可決定日を
もって終了し、その翌日から始
まる事業年度は、同日以降最初
に到来する10月31日をもって
終了する。 

2. 更生計画認可決定日の翌日か
ら始まる事業年度において
は、定款12条は適用しない。 
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